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新 旧 修正理由・備考

第１章 第４節 防災上重要な機関の実施責任と

処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

６ 指定地方公共機関

第２章 第１節 地震に強い市づくり

第１ 基本方針

市内における構造物・施設等について、防災基本計画に基づき、地震防災に関する措置

を実施し、耐震性の確保を図るとともに、地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき事業の

推進を図り、地域の特性に配慮しつつ、地震に強い市づくりを行う。

また、地震防災設備の整備に当たっては、大規模地震も考慮し、効果的かつ重点的な予

防対策の推進を図るとともに、ソフト対策とハード対策を組み合わせた効果的な対策の実

施に配慮する。

第３ 計画内容

２ 地震に強いまちづくり

（2） 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（全部等）

（ウ）ライフライン施設の機能の確保

a ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処

理施設等のライフライン施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代

替施設の整備等による代替性の確保を進める。

特に、２次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な

耐震化を進める。

（カ）災害応急対策等への備え

第１章 第４節 防災上重要な機関の実施責任と

処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

６ 指定地方公共機関

第２章 第１節 地震に強い市づくり

第１ 基本方針

市内における構造物・施設等について、防災基本計画に基づき耐震性の確保を図ると

ともに、地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき事業の推進を図り、地域の特性に配慮

しつつ、地震に強い市づくりを行う。

また、地震防災設備の整備に当たっては、大規模地震も考慮し、効果的かつ重点的な予

防対策の推進を図るとともに、ソフト対策とハード対策を組み合わせた効果的な対策の実

施に配慮する。

第３ 計画内容

２ 地震に強いまちづくり

（2） 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（全部等）

（ウ）ライフライン施設等の機能の確保

a ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代

替施設の整備等による代替性の確保を進める。

特に、２次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な

耐震化を進める。

（カ）災害応急対策等への備え

国の防災基本計画に合わ

せて修正

国の防災基本計画に合わ

せて修正

県の地域防災計画に合わ

せて修正

科医師会、看護協会 処理すべき事務又は業務の大網

(12）（社福）長野県社会福

祉協議会

災害ボランティアに関すること。

災害派遣福祉チーム（ⅮＷＡＴ）に関すること。

科医師会、看護協会 処理すべき事務又は業務の大網

(12）（社福）長野県社会福

祉協議会

災害ボランティアに関すること。

災害派遣福祉チームに関すること。

資料１－２
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h 平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努める。

イ 関係機関が実施する計画

（ウ）ライフライン施設の機能の確保

a ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処

理施設等のライフライン施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代

替施設の整備等による代替性の確保を進める。

特に、２次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な

耐震化を進める。

b ライフライン事業者は、災害時に円滑な対応が図られるよう、ライフライン

の被害状況の予測・把握及び緊急時の供給について、あらかじめ計画を作成し、

体制を整備しておく。また、ライフライン施設の応急復旧に関して、広域的な

応援を前提として、あらかじめ事業者間で広域的な応援体制の整備に努める。

c 関係機関と密接な連携をとりつつ、ライフライン共同収容施設としての共同

溝・電線共同溝の整備を図る。

d コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、企

業等における安全確保に向けての自発的な取組を促進する。

e 災害拠点病院は、通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、

３日分程度の燃料を確保する。

また、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、

自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なこと

を検討する。

なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考

にして検討することが望ましい。

また、廃棄物処理施設については、

（新設）

イ 関係機関が実施する計画

（ウ）ライフライン施設等の機能の確保

a ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代

替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。

特に、２次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な

耐震化を進める。

（新設）

b 関係機関と密接な連携をとりつつ、ライフライン共同収容施設としての共同

溝・電線共同溝の整備を図るものとする。

c コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、企

業等における安全確保に向けての自発的な取組を促進する。

d 災害拠点病院は、通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、

３日分程度の燃料を確保しておくものとする。

また、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、

自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なこと

を検討しておくものとする。

なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考

にして検討することが望ましい。

県の地域防災計画に合わ

せて修正
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第２章 第３節 活動体制計画

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

（2） 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公共団体の研

修制度・内容の充実、大学の防災に関する講座等との連携、専門家の知見の活用

等により、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を

活用できるような仕組みを平常時から構築することに努める。

５ 業務継続性の確保

（1） 現状及び課題

災害時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に

必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と

事後の対応力の強化を図る。

第２章 第10節 避難の受入活動計画

第３ 計画の内容

２ 指定緊急避難場所の確保

（2） 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特徴や過去

の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏ま

え、その管理者の同意を得た上で災害の危険が切迫した緊急時において安全が確

保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避

難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、平常時から、指定

避難所の場所、収容人数等について、住民への周知徹底を図る。

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、

ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

第２章 第３節 活動体制計画

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

（2） 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に

外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努める。

５ 業務継続性の確保

（1） 現状及び課題

災害発生時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災

害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備

体制と事後の対応力の強化を図る。

第２章 第10節 避難の受入活動計画

第３ 計画の内容

２ 指定緊急避難場所の確保

（2） 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特徴や過

去の教訓、想定される災害等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で災害の危

険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が

避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらか

じめ指定し、住民への周知徹底を図る。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

国の防災基本計画に合わ

せて修正

国の防災基本計画に合わ

せて修正
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（移設）

（ア）指定避難所については、避難者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設であ

って、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較

的容易な場所にあるものを指定する。

（イ）市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者等

の要配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所として指定避難所を指定するよう

努める。

（ウ）市は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあって

は、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害

が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が

整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れるものを指定する。

（エ）指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避難

場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施

設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底

するよう努める。

（オ）市は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくるこ

とがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定す

る際に、受入れ対象者を特定して公示する。

（カ）市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前

に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福

祉避難所へ直接避難することができるよう努める。

（キ）市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場であること

に配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確認の

上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部

局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（ク）市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避難

に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避難場

所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（ケ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保す

るために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努める。

（ア）指定避難所内の一般スペースでは生活することが困難な障がい者等の要配慮

者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。

（イ）指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設であ

って、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較

的容易な場所にあるものを指定する。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在さ

せることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための

措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の

支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるため

に必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する。また、指定緊急避難場所

と指定避難所は相互に兼ねることができる。

（移設）

（移設）

（移設）

（移設）

（移設）

（ウ）市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場であること

に配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確認の

上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部

局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（エ）市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避難

に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避難場

所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（オ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保す

るために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努める。

国の防災基本計画に合わ

せて修正
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なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを

想定した整備に努める。

（コ）避難所の感染症対策については、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線

等を確認しておくとともに、感染者患者が発生した場合の対応を含め、防災担当

部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。

（サ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式トイレ等避

難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配慮する。

（シ）テレビ、携帯ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備を図る。

また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行う。

（ス）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、携帯

トイレ、簡易トイレ、非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、

パーティション、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資や新型コロナウイ

ルス感染症を含む感染症対策に必要な物資等の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰ

ガスなどの常設に努める。

また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配慮する。

（セ）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの力

等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立する。

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープの

設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努め

る。

（ソ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難行

動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（タ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発され

る地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての条件を

満たすよう協力を求めていく。

（チ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和2年7月改定）、長野県避難所

TKBスタンダード等を参考に、市「避難所運営マニュアル」を定めたので運用に

努める。

（ツ）マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを

想定した整備に努める。

また、新型コロナウイルス感染症を含む避難所の感染症対策について、感染

症患者が発生した場合の対応やホテルや旅館等の活用等、平常時から防災担当

部局と保健福祉担当部局が連携し、検討するよう努める。

（移設）

（カ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋

式トイレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配慮する。

（キ）テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図る。

また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うものとする。

（ク) 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、非常

用電源、常備薬、マスク、消毒液、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資

の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努める。

（ケ）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの力

等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立する。

また、一般の避難所では生活が困難な障がい者等の要配慮者のため、介護福

祉施設、障がい者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープの

設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努め

る。

（コ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難行

動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（サ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発され

る地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての条件を

満たすよう協力を求めていく。

（シ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和 2年 7月改定）、長野県避難所

TKB スタンダード等を参考に、市「避難所運営マニュアル」を定めたので運用に

努める。

（ス）マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に
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指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する

普及啓発に努める。

（テ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確

保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大

に努める。

（ト）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

よう配慮する。

（ナ）市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所か

ら指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送

方法についてあらかじめ定めるよう努める。

（ニ）市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で

事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

（ヌ）市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保

のために専門家等との定期的な情報交換に努める。

第２章 第25節 建築物災害予防計画

第３ 計画の内容

４ 文化財

（１）現状及び課題

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し保

護することになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継承し

てゆく必要がある。

当市における国、県指定文化財のうち、建造物については、そのほとんどが木造で

あるため、震災等の災害対策とともに防火対策に重点をおき、それぞれの文化財の性

質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわせて見学者の生命・身体の安全にも

十分注意する。（資料１８参照）

また、建造物内には未指定の美術工芸品や文書等の文化財が存在している場合が多

いため、その把握に努め、被災した文化財に対する応急措置に備えておくことが必要

である。

（２）実施計画

ア 市の実施計画（教育課）

各種文化財の防災を中心とした保護対策を推進するため、次の事項を実施し、防

災思想の普及、防災力の強化等を図る。

（ア）所有者又は管理者に対して、文化財の管理保護について指導と助言を行う。

（イ）防災設備の設置推進とそれに対する助成を行う。

（ウ）区域内の文化財の所在の把握に努める。

指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

（セ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確

保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大

に努める。

（ソ）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

よう配慮する。

（タ）市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所か

ら指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送

方法についてあらかじめ定めるよう努める。

（チ）市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で

事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

（ツ）市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保

のために専門家等との定期的な情報交換に努める。

第２章 第25節 建築物災害予防計画

第３ 計画の内容

４ 文化財

（１）現状及び課題

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し保

護することになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継承し

てゆく必要がある。

当市における国、県指定文化財のうち、建造物については、そのほとんどが木造で

あるため、震災等の災害対策とともに防火対策に重点をおき、それぞれの文化財の性

質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわせて見学者の生命・身体の安全にも

十分注意する。（資料１８参照）

（２）実施計画

ア 市の実施計画（教育課）

各種文化財の防災を中心とした保護対策を推進するため、次の事項を実施し、防

災思想の普及、防災力の強化等を図る。

（ア）所有者又は管理者に対して、文化財の管理保護について指導と助言を行う。

（イ）防災設備の設置推進とそれに対する助成を行う。

国の防災基本計画に合わ

せて修正

令和元年東日本台風災

害等を踏まえ、文化財

の被災に係る対策につ

いて修正
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イ 所有者が実施する計画

（ア）防災管理体制及び防災施設の整備をし、自衛消防隊の確立を図る。

（イ）建造物内にある文化財の把握に努める。

第２章 第28節 ため池災害予防計画

第１ 基本方針

市には、農業用ため池が数多くあり、中には堤体等が老朽化しているものもある。大規

模地震により決壊した場合、下流の農地のみならず人家、公共施設等に甚大な被害を与

え、時には人命までも奪うおそれがある。（資料２９参照）

このため、適切な維持管理や監視体制についてため池管理者を指導するとともに、耐震

性が確保されていない施設について順次耐震化工事を実施し、災害の発生を未然に防止す

る。

第２ 主な取り組み

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある

防災重点農業用ため池について、優先して対策に取り組む。

１ 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供す

る。

２ 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策

防災重点農業用ため池の防災工事を推進するとともに、農業用水として利用されなく

なったため池は、所有者等の合意を得た上で、廃止を促進する。

第３ 計画の内容

１ 現状及び課題

老朽化しているものは、大規模地震発生時に決壊し、下流の農地をはじめ人家、公共

施設にまで被害を及ぼすおそれがあるため、緊急度の高いものから順次耐震工事を実施

していく。

２ 実施計画

（2） 市の実施計画（農林課・土地改良区）

ア ため池の諸元、改修歴等について明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の状

況について適時確認するとともに、変更が生じた場合は県じ報告する。

イ ため池管理者等との緊急連絡網を作成する。

ウ ため池ハザードマップを作成し、市民に周知する。

（3） 関係機関が実施する計画

ア ため池管理者は、非常事態が発生した場合、直ちに市に緊急連絡ができるよう、

災害に備えた監視体制を組織化する。

イ 所有者が実施する計画

防災管理体制及び防災施設の整備をし、自衛消防隊の確立を図るものとする。

（新設）

第２章 第28節 ため池災害予防計画

第１ 基本方針

市には、農業用ため池が数多くあり、中には堤体等が老朽化しているものもある。大規

模地震により決壊した場合、下流の農地のみならず人家、公共施設等に甚大な被害を与

え、時には人命までも奪うおそれがある。（資料２９参照）

このため、適切な維持管理や監視体制について施設管理者に指導するとともに、耐震性

が確保されていない施設については順次耐震化工事を実施し、災害の発生を未然に防止す

る。

第２ 主な取り組み

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある

「防災重点農業用ため池」について、優先して対策に取り組む。

(1) 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供す

る。

(2) 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策

農業用水として利用されなくなったため池は所有者等の合意を得た上で、廃止を促

進する。また、「防災重点農業用ため池」の防災工事を推進する。

第３ 計画の内容

(1) 現状及び課題

老朽化しているものは、大規模地震発生時に決壊し、下流の農地をはじめ人家、公共

施設にまで被害を及ぼすおそれがあるため、緊急度の高いものから順次耐震工事を実施

していく。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（農林課・土地改良区）

（ア）ため池の諸元、改修歴等について明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の状

況について適時確認するとともに、変更が生じた場合は県じ報告する。

（イ）ため池管理者等との緊急連絡網を作成する。

（ウ）ハザードマップを作成し、市民への周知を図る。

イ 関係機関が実施する計画

（ア）管理団体において災害に備えた監視体制を組織化し、非常事態が発生した場合

は、直ちに市に緊急連絡ができるようにする。

文言の修正

記号の修正

記号・文言の修正

記号の修正

記号・文言の修正

記号・文言の修正
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イ ため池サポートセンターは、ため池管理者と連携し、定期的に点検を実施すると

ともに、市に点検結果を報告する。

第２章 第32節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ア）市民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメデ

ィア、市ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発

活動を行う。

e 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行

動

g 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の

認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動をとるべきタイミングを逸するこ

となく適切な行動をとること

h 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難

経路等の確認

i 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避

難の考え方

j 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するな

ど、生活の再建に資する行動

k 地震発生時の地震情報（震度、震源、マグニチュード、地震活動の状況等）及

び津波に関する知識

l 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識

m 地域、職場、家庭のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識

n 地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動、応

急手当、避難行動、自動車運転の自粛等防災上とるべき行動に関する知識

o 正確な情報入手の方法

p 要配慮者に対する配慮

q 男女のニーズの違いに対する配慮

r 指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援

者が性暴力・ⅮⅤの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」

という意識

s 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

t 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識

（イ）適時巡回点検を実施し、施設の状況について調査するとともに市に結果を報告

する。

第２章 第32節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ア）市民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメデ

ィア、市ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発

活動を行う。

e 警報等発表時や避難指示、避難準備情報の発令時にとるべき行動

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

f 地震発生時の地震情報（震度、震源、マグニチュード、地震活動の状況等）及

び津波に関する知識

g 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識

h 地域、職場、家庭のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識

i 地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動、応

急手当、避難行動、自動車運転の自粛等防災上とるべき行動に関する知識

j 正確な情報入手の方法

k 要配慮者に対する配慮

l 男女のニーズの違いに対する配慮

（新設）

m 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

n 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識

「ため池サポートセン

ター」について追記

災害対策基本法改正に

よる修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

災害対策基本法の改正

を踏まえた修正
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u 各地域における指定緊急避難場所及び避難経路に関する知識

v 避難生活に関する知識

w 平常時から住民が実施し得る、概ね３日分の生活必需品の備蓄、家具の固定、

出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方

法

x 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施

y 南海トラフ地震（東海地震を含む）に関する知識

(a) 南海トラフ全域を対象として、異常な現象を観測した場合や地震発生の可

能性が相対的に高まっていると評価した場合等に、南海トラフ地震臨時情報

を気象庁が発表するという知識

(b) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震臨時情報が

発せられた場合にとるべき行動等の知識

(c) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震の発生形態

には多様性があるという知識

(d) 東海地震に係る地震防災対策推進地域においては、東海地震に関連する情

報、警戒宣言が発せられた場合にとるべき行動等の知識

z 緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動

aa 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安

否確認手段について平時から積極的に広報するよう努める。

ab 被害想定区域外にも被害が及び可能性があることについて

（ク）大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、

実践型の防災訓練を実施するよう努める。

（ケ）地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮

し、居住地、職場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の

災害時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図る。

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下で

の災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施

する。

３ 学校及び保育園における防災教育の推進

(1) 現状及び課題

幼稚園、保育園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において「学校」とい

う）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が正し

い防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成するうえで重要であ

る。

そのため、体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防災教育に関する指導内容の整

理、指導時間の確保などを行ったうえで、学校における防災訓練等をより実践的なも

のとするとともに、学級活動等をとおして、防災教育を推進する。

o 各地域における指定緊急避難場所及び避難経路に関する知識

p 避難生活に関する知識

q 平常時から住民が実施し得る、概ね３日分の生活必需品の備蓄、家具の固定、

出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方

法

r 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施

s 南海トラフ地震（東海地震を含む）に関する知識

(a) 南海トラフ全域を対象として、異常な現象を観測した場合や地震発生の可

能性が相対的に高まっていると評価した場合等に、南海トラフ地震臨時情報

を気象庁が発表するという知識

(b) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震臨時情報が

発せられた場合にとるべき行動等の知識

(c) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震の発生形態

には多様性があるという知識

(d) 東海地震に係る地震防災対策推進地域においては、東海地震に関連する情

報、警戒宣言が発せられた場合にとるべき行動等の知識

ｔ 緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動

ｕ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安

否確認手段について平時から積極的に広報するよう努める。

ｖ 被害想定区域外にも被害が及び可能性があることについて

（新設）

（新設）

３ 学校及び保育園における防災教育の推進

(1) 現状及び課題

幼稚園、保育園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において「学校」とい

う）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が正し

い防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成するうえで重要であ

る。

そのため、体系的な防災教育に関する指導内容の整理、指導時間の確保などを行

ったうえで、学校における防災訓練等をより実践的なものとするとともに、学級活

動等をとおして、防災教育を推進する。

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３章 第１節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

３ 被害状況等の調査と調査責任機関

第３章 第１節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

３ 被害状況等の調査と調査責任機関

災害対策基本法改正に

よる修正

調査事項 調査機関 協力機関

概況速報 市（総務部） 県関係現地機関

人的及び住家の被害 市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

・高齢者等避難

・避難指示等避難状況
市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

社会福祉施設被害 施設管理者 上田保健福祉事務所 福祉課

農・畜・養蚕・水産業被

害
市（産業経済部）

長野県上田農業農村支援センター・家畜保健

衛生所・食肉衛生検査所・水産試験場、農業

協同組合

農地・農業用施設被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 農地整備課・土地改良区

林業関係被害 市（産業経済部）

上田地域振興局

森林管理署

上小森林組合

公共土木施設被害 市（都市整備部）

上田建設事務所

土砂災害等による被害 上田建設事務所

都市施設被害 市（都市整備部） 上田建設事務所

水道施設被害 市（都市整備部） 上田地域振興局 環境課

廃棄物処理施設被害 市（市民生活部） 上田地域振興局 環境課

感染症関係被害 市（健康福祉部） 上田保健福祉事務所 健康づくり支援課

医療施設関係被害 施設管理者 上田保健福祉事務所 総務課

商工関係被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 商工観光課、商工会

観光施設被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 商工観光課

教育関係被害 市（教育委員会事務

局）

東信教育事務所

公有財産被害 市（総務部）

公益事業関係被害
鉄道･通信･電力･ガ

ス等関係機関
上田地域振興局 総務管理課

警察調査被害 警察署 市・警備業協会

火災速報 市（総務部）

危険物等の事故による

被害
市（総務部）

水害等情報 水防関係機関

調査事項 調査機関 協力機関

概況速報 市（総務部） 県関係現地機関

人的及び住家の被害 市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

避難準備情報・避難指

示等避難状況
市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

社会福祉施設被害 施設管理者 上田保健福祉事務所 福祉課

農・畜・養蚕・水産業被

害
市（産業経済部）

長野県上田農業農村支援センター・家畜保健

衛生所・食肉衛生検査所・水産試験場、農業

協同組合

農地・農業用施設被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 農地整備課・土地改良区

林業関係被害 市（産業経済部）

上田地域振興局

森林管理署

上小森林組合

公共土木施設被害 市（都市整備部）

上田建設事務所

土砂災害等による被害 上田建設事務所

都市施設被害 市（都市整備部） 上田建設事務所

水道施設被害 市（都市整備部） 上田地域振興局 環境課

廃棄物処理施設被害 市（市民生活部） 上田地域振興局 環境課

感染症関係被害 市（健康福祉部） 上田保健福祉事務所 健康づくり支援課

医療施設関係被害 施設管理者 上田保健福祉事務所 総務課

商工関係被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 商工観光課、商工会

観光施設被害 市（産業経済部） 上田地域振興局 商工観光課

教育関係被害 市（教育委員会事務

局）

東信教育事務所

公有財産被害 市（総務部）

公益事業関係被害
鉄道･通信･電力･ガ

ス等関係機関
上田地域振興局 総務管理課

警察調査被害 警察署 市・警備業協会

火災速報 市（総務部）

危険物等の事故による

被害
市（総務部）

水害等情報 水防関係機関
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第３章 第３節 広域相互応援活動

第１ 基本方針

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、市単独では十分な応急・復旧活動

を実施することが困難な場合、市町村相互等の応援協定及び法令に基づき、また、表の左

欄に掲げる場合に行う具体的な広域応急対策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応

急対策活動要領及び計画に定めるところにより､協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を

実施する。（別記参照）

なお、市が被災し応援を受けようとする場合は、発災直後の概括的な被害状況等を迅速

に把握し、応援要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災害応

急業務等が急激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のための要

員の確保が必要になり、当市の職員だけで対応していくことが困難な状況になることから、

応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の派遣要

請を行う。

また、市が被災しなかった場合は、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行うとと

もに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協定等

により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断する。

職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の

派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。

また、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペース

の適切な空間の確保に配慮する。

第２ 主な活動

１ 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。

２ 災害時に速やかな応援体制を整える。

３ 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

４ 応援活動に伴う経費を負担する。

第３ 活動の内容

２ 応援体制の整備

(1) 基本方針

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的確

に行うことが重要となることから、市は、災害時は、事前に締結されている相互応

援協定等に基づき、速やかに情報収集を行うとともに、応援体制を整え、要請を受

けた場合は、早急に出動する必要がある。

なお、地方公共団体等は職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職

員の選定に努める。

第３章 第３節 広域相互応援活動

第１ 基本方針

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、市単独では十分な応急・復旧活動

を実施することが困難な場合、市町村相互等の応援協定及び法令に基づき、また、表の左

欄に掲げる場合に行う具体的な広域応急対策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応

急対策活動要領及び計画に定めるところにより､協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動

を実施する。（別記参照）

なお、東御市が被災し応援を受けようとする場合は、発災直後の概括的な被害状況等を

迅速に把握し、応援要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災

害応急業務等が急激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のため

の要員の確保が必要になり、当市の職員だけで対応していくことが困難な状況になること

から、応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の

派遣要請を行う。

また、東御市が被災しなかった場合は、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行

うとともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応

援協定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断する。

第２ 主な活動

(1) 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。

(2) 災害覚知時に速やかな応援体制を整える。

(3) 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

(4) 応援活動に伴う経費を負担する。

第３ 活動の内容

２ 応援体制の整備

(1) 基本方針

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的確

に行うことが重要となることから、市は、災害の発生を覚知したときは、事前に締

結されている相互応援協定等に基づき、速やかに情報収集を行うとともに、応援体

制を整え、要請を受けた場合は、早急に出動する必要がある。

なお、地方公共団体等は職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職

員の選定に努める。

国の防災基本計画に合

わせた修正

記号の修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

（ア） 情報収集及び応援体制の確立

市、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、災害時は、速

やかに災害規模等の情報収集を行うとともに、応援体制を整え、被災地方公共

団体等（以下「要請側」という。）から要請を受けた場合は、直ちに出動する。

第３章 第11節 避難受入及び情報提供活動

第３ 活動の内容

４ 避難所の開設・運営

(2) 実施計画

ア 市の実施対策

（イ）災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努

める。

（ウ）指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所

有する研修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設

し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努

める。特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテ

ル・旅館等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。

（エ）避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。

（オ）避難所を開設したときは、市長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘

導し保護する。

（カ）指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の

協力が得られるよう努める。

ａ 避難者

ｂ 住民

ｃ 自主防災組織

ｄ 他の地方公共団体

ｅ ボランティア

（キ）指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。

（ク）避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食料や水等を受け取り

に来ている避難者等に係る情報の把握に努める。

（ケ）避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に

配慮する。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

（ア） 情報収集及び応援体制の確立

市、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、大規模地震

等の発生を覚知したときは、速やかに災害規模等の情報収集を行うとともに、

応援体制を整え、被災地方公共団体等（以下「要請側」という。）から要請を

受けた場合は、直ちに出動する。

第３章 第11節 避難受入及び情報提供活動

第３ 活動の内容

４ 避難所の開設・運営

(2) 実施計画

ア 市の実施対策

（新設）

（新設）

（イ）避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。

（ウ）避難所を開設したときは、市長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘

導し保護する。

（エ）指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の

協力が得られるよう努める。

ａ 避難者

ｂ 住民

ｃ 自主防災組織

ｄ 他の地方公共団体

ｅ ボランティア

（オ）指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。

（カ）避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食料や水等を受け取り

に来ている被災者等に係る情報の把握に努める。

（キ）避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に

配慮する。

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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（コ）指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策

を講じる。また避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、段ボー

ルベッド、パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗

濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状況など、

避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう

努める。

（サ）指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難

者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レ

イアウト等の必要な措置を講じるよう努める。

（シ）指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違

い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室

の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防

犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家

庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。

（ス）指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ⅮⅤの発生を防止するた

め、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施

設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴

力・ⅮⅤについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の

安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被

害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。

（セ）災害の規模、避難者の収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じて、

ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。

５ 広域避難及び広域一時滞在を要する場合の活動

(1) 基本方針

広域避難及び広域一時滞在については、県、市及び関係機関は相互に連携し、速や

かな避難の実施に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課・企画振興課）

（ア）広域避難の対応

a 協議等

災害の予測規模、避難者数にかんがみ、市の区域外への広域的な避難、指定

避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県

内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県

の市町村への受入れについては、県に対し当該他の都道府県との協議を求める

（ク）指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策

を講じる。また避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易ベ

ッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健

師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確

保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状況など、避難者の健康状態や指定避

難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう努める。

（新設）

（ケ）指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違

い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室

の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布

等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配

慮した指定避難所の運営管理に努める。

（新設）

（コ）災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要

に応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に促す。

５ 広域的な避難を要する場合の活動

(1) 基本方針

大規模災害が発生し、被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合

は、県、市及び関係機関は相互に連携し、速やかな避難の実施に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課・企画振興課）

（ア）被害が甚大で市域を超えた広域の避難・収容が必要と判断される場合には、

県に支援を要請する。

（新設）

災害対策基本法改正に

よる修正
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ほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、自

ら他の都道府県内の市町村に協議することができる。なお、広域避難に関して

必要な調整を行うよう県に求めることができる。

b 実施

あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、関係者

間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努める。

c 避難者への情報提供

避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政機関、公共機

関、他の地方公共団体及び事業者と相互に連絡をとりあい、放送事業者等を含

めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できる

ように努める。

（イ）広域一時滞在の対応

a 協議等

市は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、市の区

域外への広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると

判断した場合において、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に

直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都

道府県との協議を求めることができる。なお、広域一時滞在に関して必要な調

整を行うよう県に求めることができる。

b 広域的避難収容活動の実施

政府本部が作成する広域的避難収容実施計画に基づき、適切な広域的避難収

容活動を実施する。

（削除）

（削除）

（削除）

イ 運送事業者等の関係事業者が実施する対策

（ア）活動実施

運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に

基づき、国、地方公共団体等の関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避

難を実施するよう努める。

（新設）

（新設）

（イ）被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合は、避難先の市町

村に対し、指定避難所の供与及びその他の災害救助の実務に協力するよう要請

する。

（新設）

（新設）

（ウ）この場合、避難者の把握、住民等の避難先の指定を行い、あらかじめ定めた避

難輸送方法等により避難させる。

（エ）避難者を受け入れる市町村は、指定避難所を開設するとともに必要な災害救助

を実施する。

（オ）居住地以外の市町村に避難する被災者に対して、必要な情報や支援・サービ

スを容易かつ確実に受け取ることができるよう努める。

（新設）
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（イ）避難者への情報提供

関係事業者は、避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政

機関、公共機関及び地方公共団体と相互に連絡をとりあい、放送事業者等を含め

た関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるよう

に努める。

第３章 第29節 建築物災害応急活動

第３ 活動の内容

３ 文化財

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

（ア）市教育委員会は、災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策

について万全を期すよう指導する。

（イ）国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その災害の原因、被害の概況及び

応急措置その他必要事項について県教育委員会に報告する。

（ウ）被災した建造物内の文化財について、所有者や県教育委員会等の関係機関と連

携して応急措置をとる。

イ 所有者又は管理者が実施する対策

（ア）見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行う。

（イ）文化財の火災による焼失を防ぐための措置を行う。

（ウ）災害原因、被害の状況及び応急措置その他必要事項を調査し、市教育委員会へ

報告し、被害の状況に応じ被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化庁、県

教育委員会、市教育委員会の指導を受けて実施する。

（エ）被災した建造物内の文化財について、県教育委員会や市教育委員会等の関係機

関と連携して応急措置をとる。

第３章 第32節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 建築物や宅地、構造物に係る二次災害防止対策

(2) 実施計画

【建築物関係】

ア 市の実施対策（建設課）

（ウ）災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保する

ための必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部

分や、応急措置の支障となる空家等の全部又は一部の除去等の措置を行う。

（新設）

第３章 第29節 建築物災害応急活動

第３ 活動の内容

３ 文化財

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

市教育委員会は、災害が発生した場合の所有者又は管理者が実施すべき対策に

ついて万全を期すよう指導し、国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その

災害の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項について県教育委員会に報

告する。

イ 所有者又は管理者が実施する対策

（ア）見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行うものとする。

（イ）文化財の火災による焼失を防ぐための措置を行うものとする。

（ウ）災害原因、被害の状況及び応急措置その他必要事項を調査し、市教育委員会

へ報告し、被害の状況に応じ被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化

庁、県教育委員会、市教育委員会の指導を受けて実施するものとする。

（新設）

第３章 第32節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 建築物や宅地、構造物に係る二次災害防止対策

(2) 実施計画

【建築物関係】

ア 市の実施対策（建設課）

（新設）

令和元年東日本台風災

害等を踏まえ、文化財

の被災に係る対策につ

いて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３章 第33節 ため池災害応急活動

第２ 主な活動

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のため、関係機関と調整を図る。

第３ 活動の内容

１ 基本方針

あらかじめ定めた規模の地震が発生した場合には、対象となるため池について、速や

かに緊急点検を実施する。

ため池が決壊した場合又は決壊のおそれが生じた場合は農林課長が実施責任者となり

速やかに位置及び被害状況を把握するとともに、県の協力を受け応急工事を実施する。

２ 実施計画

(1) 市の実施対策(農林課・土地改良区)

ア 地震発生後の緊急点検の結果及び被害が生じた場合の状況は、速やかに県及び関

係機関へ報告する。

イ 人命を守るため、ため池下流の住民を安全な場所へ避難させる。

ウ 被害を拡大させないよう、早急に応急工事を実施する。

(2) 関係機関が実施する対策

ア ため池管理者は、地震発生後はため池の緊急点検を実施し、結果を速やかに市へ

報告する。

イ ため池管理者は、地震により堤体に亀裂等が確認され、決壊のおそれが生じた場

合、緊急に取水施設を操作し、貯留水を放流する。

ウ ため池管理者は、市が実施する応急対策に協力する。

第３章 第33節 ため池災害応急活動

第２ 主な活動

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のために関係機関と調整を図る。

第３ 活動の内容

(1) 基本方針

あらかじめ定めた規模の地震が発生した場合には、対象となるため池について速やか

に緊急点検を実施する。

ため池が決壊した場合、もしくは決壊のおそれが生じた場合は農林課長が実施責任者

となり速やかに位置及び被害状況等について把握するとともに、県の協力を受け応急工

事を実施する。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策(農林課・土地改良区)

（ア）地震発生後の緊急点検の結果及び被害が生じた場合の状況は、速やかに県及び関

係機関へ報告する。

（イ）人命を守るため、ため池下流の住民を安全な場所へ避難させる。

（ウ）被害を拡大させないよう早急に応急工事を実施する。

イ 関係機関が実施する対策

（ア）管理団体において、地震発生後はため池の緊急点検を実施し、結果を速やかに市

へ報告するものとする。

（イ）地震の発生により堤体に亀裂等が確認され決壊のおそれが生じた場合、緊急に取

水施設を操作し貯留水を放流するものとする。

（ウ）市が実施する応急対策について協力するものとする。

文言の修正

記号・文言の修正

記号・文言の修正

記号・文言の修正

関係機関名を明記
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新 旧 修正理由・備考

第１章 第２節 防災の基本理念及び施策の概要

１ 防災対策を行うにあたっては、次の事項を基本とし、東御市、県、指定地方行政機関、指

定公共機関、指定地方公共機関、その他関係機関及び市民がそれぞれの役割を認識しつつ一

体となって最善の対策をとる。

特に、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）の被害

を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災

したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよ

う、さまざまな対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限に

とどめるよう、対策の一層の充実を図る。

(1) 周到かつ十分な災害予防

イ 災害予防段階における施策の概要は以下のとおりである。

（ウ）市民の防災活動を促進するため、防災教育等による住民への防災思想・防災知識

の普及、防災訓練の実施等を行う。併せて、自主防災組織等の育成強化、防災ボラ

ンティア活動の環境整備、事業継続体制の構築等企業防災の促進、災害教訓の伝承

により市民の防災活動の環境を整備する。なお、防災ボランティアについては、自

主性に基づきその支援力を向上し、県、市町村、住民、他の支援団体と連携・協働

して活動できる環境の整備が必要である。

（オ）災害時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため、災

害応急活動体制や情報伝達体制の整備、施設・設備・資機材等の整備・充実を図る

とともに、必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。また、関係機関が連携し、過

去の災害対応の教訓の共有を図るなど、実践的な訓練や計画的かつ継続的な研修を

実施する。

（カ） 効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ・ＩоＴ、クラウドコンピューティ

ング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する必要がある。

デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活

用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る必要がある。

（キ） 過去の災害の教訓を踏まえ、全ての市民が災害から自らの命を守るためには、市

民一人一人が確実に避難できるようになることが必要である。このため、地域の関

係者の連携の下、居住地、職場、学校等において、地域の災害リスクや自分は災害

に遭わないという思い込み（正常性バイアス）等の必要な知識を学べる実践的な防

災教育や避難訓練を実施する必要がある。

（2）迅速かつ円滑な災害応急対策

ア 災害応急段階における基本理念は以下のとおりである。

（ア）災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は、被害規

模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確な情報収集に努め、収集した情報

第１章 第２節 防災の基本理念及び施策の概要

１ 防災対策を行うにあたっては、次の事項を基本とし、東御市、県、指定地方行政機関、指

定公共機関、指定地方公共機関、その他関係機関及び市民がそれぞれの役割を認識しつつ一

体となって最善の対策をとる。

特に、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基

本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害

ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会

経済活動への影響を最小限にとどめるよう、対策の一層の充実を図る。

(1) 周到かつ十分な災害予防

イ 災害予防段階における施策の概要は以下のとおりである。

（ウ）市民の防災活動を促進するため、防災教育等による住民への防災思想・防災知識

の普及、防災訓練の実施等を行う。併せて、自主防災組織等の育成強化、防災ボラ

ンティア活動の環境整備、事業継続体制の構築等企業防災の促進、災害教訓の伝承

により市民の防災活動の環境を整備する。

（オ）発災時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため、災

害応急活動体制や情報伝達体制の整備、施設・設備・資機材等の整備・充実を図る

とともに、必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。また、関係機関が連携し、過

去の災害対応の教訓の共有を図るなど、実践的な訓練や計画的かつ継続的な研修を

実施する。

（新設）

（新設）

（2）迅速かつ円滑な災害応急対策

ア 災害応急段階における基本理念は以下のとおりである。

（ア）発災直後は、可能な限り被害規模を早急に把握するとともに、正確な情報収集に

努め、収集した情報に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・

国の防災基本計画に合

わせて修正
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に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害応急対策

に必要な資源を適切に配分する。

（イ）被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応するとともに、高齢者、障がい者、児童、

乳幼児、妊産婦、傷病者、外国籍市民、外国人旅行者など特に配慮を要する者（以

下「要配慮者」という。）に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無とい

った被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。

イ 災害応急段階における施策の概要は以下のとおりである。なお、災害応急段階にお

いては、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配慮す

る。

（ア）災害が発生するおそれがある場合には、警報等の伝達、住民の避難誘導及び所管施

設の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。

（イ）災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は、被害規模

の把握を、それぞれ早期に行うとともに、災害情報の迅速な収集及び伝達、通信手段

の確保、災害応急対策を総合的、効果的に行うための関係機関等の活動体制及び大規

模災害時における広域的な応援体制を確立する。

（ウ）被災者に対する救助・救急活動、負傷者に対する迅速かつ適切な医療活動、消火

活動を行う。

（エ）円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また被災者に緊急物資を供給す

るため、交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等により交通を確保し、優先度を

考慮した緊急輸送を行う。

（オ）被災状況に応じ、指定避難所の開設、応急仮設住宅等の提供、広域的避難収容活

動を行う。

（カ）被災者等への的確かつ分かりやすい情報を速やかに公表・伝達するとともに、相

談窓口の設置等により住民等からの問い合わせに対応する。

（キ）被災者の生活維持に必要な食料・飲料水及び生活必需品等を調達し、被災地のニ

ーズに応じて供給する。

（ク）指定避難所等で生活する被災者の健康状態の把握等のために必要な活動を行うと

ともに、仮設トイレの設置等被災地域の保健衛生活動、防疫活動を行う。また、迅

速な遺体対策を行う。

（ケ）新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策

の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含む感

染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。

（コ）防犯活動等による社会秩序の維持のための施策の実施を行うとともに、物価の安

定・物資の安定供給のための監視・指導等を行う。

（サ）応急対策を実施するための通信施設の応急復旧、二次災害を防止するための土砂

災害等の危険のある箇所の応急工事、被災者の生活確保のためのイフライン等の施

設・設備の応急復旧を行う。二次災害の防止策については、危険性の見極め、必要

に応じた住民の避難及び応急対策を行う。

物資等災害応急対策に必要な資源を適切に配分する。

（イ）被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応するとともに、高齢者、障がい者、児童、

乳幼児、妊産婦、傷病者、外国籍市民、外国人旅行者など特に配慮を要する者（以

下「要配慮者」という。）に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無とい

った被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。

イ 災害応急段階における施策の概要は以下のとおりである。なお、災害応急段階にお

いては、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配慮す

る。

（ア）災害発生の兆候が把握された際には、警報等の伝達、住民の避難誘導及び所管施

設の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。

（イ）発災直後においては、被害規模を早期に把握するとともに、災害情報の迅速な収

集及び伝達、通信手段の確保、災害応急対策を総合的、効果的に行うための関係機

関等の活動体制及び大規模災害時における広域的な応援体制を確立する。

（ウ）被災者に対する救助・救急活動、負傷者に対する迅速かつ適切な医療活動、消火

活動を行う。

（エ）円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また被災者に緊急物資を供給す

るため、交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等により交通を確保し、優先度を

考慮した緊急輸送を行う。

（オ）被災状況に応じ、指定避難所の開設、応急仮設住宅等の提供、広域的避難収容活

動を行う。

（カ）被災者等への的確かつ分かりやすい情報を速やかに公表・伝達するとともに、相

談窓口の設置等により住民等からの問い合わせに対応する。

（キ）被災者の生活維持に必要な食料・飲料水及び生活必需品等を調達し、被災地のニ

ーズに応じて供給する。

（ク）指定避難所等で生活する被災者の健康状態の把握等のために必要な活動を行うと

ともに、仮設トイレの設置等被災地域の保健衛生活動、防疫活動を行う。また、迅

速な遺体対策を行う。

（ケ）新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制な

ど感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。

（コ）防犯活動等による社会秩序の維持のための施策の実施を行うとともに、物価の安

定・物資の安定供給のための監視・指導等を行う。

（サ）応急対策を実施するための通信施設の応急復旧、二次災害を防止するための土砂

災害等の危険のある箇所の応急工事、被災者の生活確保のためのイフライン等の施

設・設備の応急復旧を行う。二次災害の防止策については、危険性の見極め、必要

に応じた住民の避難及び応急対策を行う。
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（シ）ボランティア、義援物資・義援金を適切に受け入れる。

２ 市、県、防災関係機関は、緊密な連携のもとに、人命の安全を第一に、次の事項を基本と

し、必要な措置をとる。

（1） 要配慮者を含めた多くの住民の地域防災活動への参画

（2） 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上

を図るため、防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう取り組むなど、防災に関す

る政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大

し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立

第１章 第４節 防災上重要な機関の実施責任と

処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

６ 指定地方公共機関

第２章 第１節 風水害に強い市づくり

第３ 計画の内容

１ 風水害に強い市土づくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（カ） 大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、大

規模氾濫減災協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共

団体との協力体制の構築に努めるとともに、他の地方公共団体との応援協定を

締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう

努める。

２ 風水害に強いまちづくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（ア）風水害に強いまちの形成

（シ）ボランティア、義援物資・義援金を適切に受け入れる。

２ 市、県、防災関係機関は、緊密な連携のもとに、人命の安全を第一に、次の事項を基本と

し、必要な措置をとる。

（1） 要配慮者を含めた多くの住民の地域防災活動への参画

（2） 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上

を図るため、防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災

の現場における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多

様な視点を取り入れた防災体制を確立

第１章 第４節 防災上重要な機関の実施責任と

処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

６ 指定地方公共機関

第２章 第１節 風水害に強い市づくり

第３ 計画の内容

１ 風水害に強い市土づくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（新設）

２ 風水害に強いまちづくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（ア）風水害に強いまちの形成

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大網

(12）（社福）長野県社会福

祉協議会

災害ボランティアに関すること。

災害派遣福祉チーム（ⅮＷＡＴ）に関すること。

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大網

(12）（社福）長野県社会福

祉協議会

災害ボランティアに関すること。

災害派遣福祉チームに関すること。
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ａ 治水・防災・まちづくり・建築を担当する各部局の連携の下、有識者の意

見を踏まえ、豪雨、洪水、土砂災害等に対するリスクの評価について検討す

る。また、前述の評価を踏まえ、防災・減災目標を設定するよう努める。

ｂ 地域防災計画において、土砂災害警戒区域内に要配慮者利用施設で土砂災害の

おそれがあるときに利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要な施設の名称及

び所在地について定める。名称及び所在地を定めた施設については、地域防災

計画において、当該施設の所有者又は管理者に対する土砂災害に関する情報等

の伝達について定める。

c 土砂災害警戒区域の指定を平成 19 年 8 月に受け（令和 3年度修正）、警戒区域

ごとに情報伝達、予警報の発表・伝達、避難、救助その他必要な警戒避難体制に

関する事項について定めるとともに、情報伝達方法、指定緊急避難場所、指定避

難所及び避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行な

われるために必要な事項について住民等に周知するよう努める。また、基礎調査

の結果、土砂災害警戒区域に相当することが判明した区域についても、土砂災害

警戒区域の指定作業と平行して、上記と同様の措置を講じるよう努める。

d 洪水、がけ崩れ等による危険の著しい区域については、災害を未然に防止する

ため災害危険区域や土砂災害警戒区域等の指定について、検討を行ない、必要な

措置を講じる。

e 特定都市河川の河川管理者、特定都市河川流域に係る市町村及び特定都市

下水道の下水道管理者は、特定都市河川流域における浸水被害の防止を図る

ため、共同して、流域水害対策計画を策定する。その際、「流域水害対策協

議会」等を組織し、流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議並びに流

域水害対策計画の実施に係る連絡調整を行う。

f 防災拠点等の災害時において防災に資する公共施設の積極的整備を図るとと

もに対応する災害に応じて防災拠点施設等の浸水防止機能、土砂災害に対する安

全確保に努める。

g 道路情報ネットワークシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高

い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送路など防災上重要な経路を構成

する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて区域を指定し

て、道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図る。

h 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害に

強いまちを形成する。

（ａ）溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について都市的土

地利用を誘導しない等、風水害に強い土地利用の推進

（ｅ）浸水想定区域の指定のあったときは、地域防災計画において、少なくとも

当該浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路に

関する事項、洪水、又は雨水出水に係る避難訓練に関する事項その他洪水

時、又は雨水出水時（以下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確

（新設）

ａ 地域防災計画において、土砂災害警戒区域内に要配慮者利用施設で土砂災害の

おそれがあるときに利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要な施設の名称及

び所在地について定めるものとする。名称及び所在地を定めた施設については、

地域防災計画において、当該施設の所有者又は管理者に対する土砂災害に関する

情報等の伝達について定める。

ｂ 土砂災害警戒区域の指定を平成 19年 8月に受け（令和 3年度修正）、警戒区域

ごとに情報伝達、予警報の発表・伝達、避難、救助その他必要な警戒避難体制に

関する事項について定めるとともに、情報伝達方法、指定緊急避難場所、指定避

難所及び避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行な

われるために必要な事項について住民等に周知するよう努める。また、基礎調査

の結果、土砂災害警戒区域に相当することが判明した区域についても、土砂災害

警戒区域の指定作業と平行して、上記と同様の措置を講じるよう努める。

ｃ 洪水、がけ崩れ等による危険の著しい区域については、災害を未然に防止する

ため災害危険区域や土砂災害警戒区域等の指定について、検討を行ない、必要な

措置を講じる。

（新設）

ｄ 防災拠点等の災害時において防災に資する公共施設の積極的整備を図るとと

もに対応する災害に応じて防災拠点施設等の浸水防止機能、土砂災害に対する安

全確保に努める。

e 道路情報ネットワークシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高

い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送路など防災上重要な経路を構成

する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて区域を指定し

て、道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図る。

f 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害に

強いまちを形成する。

（ａ）溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について都市的土

地利用を誘導しないものとする等、風水害に強い土地利用の推進

（ｅ）洪水浸水想定区域、又は雨水出水浸水区域（以下「浸水想定区域」という。）

の指定のあったときは、地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区域

ごとに、洪水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路に関する事項、洪水、

又は雨水出水に係る避難訓練に関する事項その他洪水時、又は雨水出水時（以
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保を図るために必要な事項について定める。

（ｊ）洪水浸水想定区域が指定されていない中小河川について、河川管理者から必

要な情報提供、助言等を受け、過去の浸水実績等を把握したときは、水害リス

ク情報としての住民、滞在者その他の者へ周知する。

（ｋ）土石災害のおそれのある個所における砂防設備、地すべり防止施設急傾斜

地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災害に対する警戒避難に必要な雨量計、

ワイヤーセンサー等の設置及び流木・風倒木流出防止対策を含め、総合的な土

砂災害防止対策を県と共同で推進する。

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、土砂・流

木捕捉効果の高い透過型砂防堰提等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾

濫による被害の危険性が高い河川において、砂防堰提、遊砂地等の整備を実施

する。

（イ）風水害に対する建築物等の安全性

ｄ 強風による屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落下物の防止対策を図る。

（ウ）ライフライン施設の機能の確保

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動

などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下

水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処理

施設等のライフライン施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系

統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。

（エ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に

行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員及び住民個々の防災力向

上、人的ネットワークの構築を図る。

ｅ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど、連携強化を進める

ことにより、迅速かつ効果的な応急対策等が行えるように努める。

また、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、災害時の連絡

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意する。

（略）

i 平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努める。

イ 関係機関が実施する計画

（イ）ライフライン施設の機能の確保

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処

理施設等のライフライン施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、

下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項

について定める。

（ｊ）洪水予報河川等に指定されていない中小河川について、河川管理者から必要

な情報提供、助言等を受け、過去の浸水実績等を把握したときは、水害リスク

情報としての住民、滞在者その他の者へ周知する。

（ｋ）土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩壊危険箇所等における

砂防設備、地すべり防止施設急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災

害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策を県と共同で推進

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、土砂・流

木捕捉効果の高い透過型砂防堰提等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾

濫による被害の危険性が高い河川において、砂防堰提、遊砂地等の整備を実施

（イ）風水害に対する建築物等の安全性

ｄ 強風による落下物の防止対策を図る。

（ウ）ライフライン施設等の機能の確保

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動

などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下

水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフラ

イン施設や廃棄物処理施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系

統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。

（エ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、風水害が発生した場合の災害応急対策、災害復旧・復興を

迅速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員及び住民

個々の防災力向上、人的ネットワークの構築を図る。

ｅ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど、連携強化を進める

ことにより、迅速かつ効果的な応急対策等が行えるように努める。

また、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連絡

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意する。

（略）

（新設）

イ 関係機関が実施する計画

（イ）ライフライン施設等の機能の確保

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、
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系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。

c ライフライン事業者は，災害時に円滑な対応が図られるよう，ライフライン

の被害状況の予測・把握及び緊急時の供給について，あらかじめ計画を作成

し，体制を整備しておく。また，ライフライン施設の応急復旧に関して，広域

的な応援を前提として，あらかじめ事業者間で広域的な応援体制の整備に努め

る。

d コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じる。

e 災害拠点病院は、通常時の 6割程度の発電容量のある自家発電機等を保有

し、3日分程度の燃料を確保しておく。

また、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、

自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なこと

を検討しておく。

なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考

にして検討することが望ましい。

（ウ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に

行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員個々の防災力の向上を図

る。

ウ 建築物の所有者等が実施する計画

（ア）風水害に対する建築物等の安全性

ａ 強風による屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落下物の防止対策を図る。

第２章 第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

イ 市は、避難路、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し、日頃から

住民等への周知徹底に努める。

ウ 市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、他

の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在

における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運

送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を

定めるよう努める。

また、市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難及び

広域一時滞在の用にも供することについて定めるなど、広域避難者を受け入れること

ができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。

エ 市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基

系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。

（新設）

ｃ コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるものとする。

ｄ 災害拠点病院は、通常時の 6割程度の発電容量のある自家発電機等を保有

し、3日分程度の燃料を確保しておくものとする。

また、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、

自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なこと

を検討しておくものとする。

なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考

にして検討することが望ましい。

（ウ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、風水害が発生した場合の災害応急対策、災害復旧・復興

を迅速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員個々の

防災力の向上を図るものとする。

（新設）

第２章 第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

イ 市は、避難路、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し、日頃から住

民等への周知徹底に努める。

（新設）

ウ 市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基

国の防災基本計画に合

わせて修正
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づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを

明記するよう努める。

オ 市は、土砂災害等に対する住民の警戒避難基準をあらかじめ土砂災害警戒情報等を

用いて設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。第 11 節「避難の受入活

動計画」参照

カ 市は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等の住民

の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画する、その際、水害と土砂災害、複数河

川の氾濫、台風等による河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考

慮するよう努める。

キ 市は、災害想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難

場所を近隣市町村に設ける。

ク 市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等及び水位周知

下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等に

より具体的な避難指示等の発令基準を設定する。それら以外の河川等についても、

氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したもの

については、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難指示等の発令基準を策定

する。また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑

や交通渋滞が発生するおそれ等があることから、災害リスクのある区域に絞って

避難指示等の発令対象区域を設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。

ケ 市は、土砂災害等に対する住民の警戒避難体制として、大雨注意報、警報、土砂

災害警戒情報等の防災気象情報を基に避難指示等の避難情報を適切に発令するととも

に、住民に速やかに周知する。

第２章 第４節 活動体制計画

第１ 基本方針

風水害発生時において、迅速かつ円滑な応急対策を実施するためには、事前の活動体制

の整備が重要となる。

このため、職員の非常参集体制の整備、防災関係組織の整備等災害時における活動体制

の整備を図る。

第２ 主な取り組み

１ 職員による配備活動体制の整備、災害時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急

活動マニュアル等の整備を推進する。

づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを

明記するよう努める。

エ 市は、土砂災害等に対する住民の警戒避難基準をあらかじめ土砂災害警戒情報等を

用いて設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。第 11 節「避難の受入活

動計画」参照

オ 市は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等の住民

の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画する、その際、水害と土砂災害、複数河

川の氾濫、台風等による河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考

慮するよう努める。

カ 市は、災害想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難

場所を近隣市町村に設ける。

キ 市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等及び水位周知

下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等に

より具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等に

ついても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判

断したものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難指示等の発令

基準を策定することとする。また、避難指示等の発令対象区域については、細分化

しすぎるとかえって居住者等にとってわかりにくい場合が多いことから、立退き避

難が必要な区域を示して勧告したり、屋内での安全確保措置の区域を示して指示し

たりするのではなく、命を脅かす洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できる

よう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう

努める。

（新設）

第２章 第４節 活動体制計画

第１ 基本方針

風水害発生時において、迅速かつ円滑な応急対策を実施するためには、事前の活動体制

の整備が重要となる。

このため、職員の非常参集体制の整備、防災関係組織の整備等発災時における活動体制

の整備を図る。

第２ 主な取り組み

１ 職員による配備活動体制の整備、災害発生時に講ずべき対策等を体系的に整理した

応急活動マニュアル等の整備を推進する。

土砂災害に対する警戒

避難体制の文言を追加

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）災害時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急対策活動マニュアル等の整備

推進及びマニュアルに基づく訓練の実施を図る。

（エ）応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公共団体の

研修制度・内容の充実、大学の防災に関する講座等との連携、専門家（風水害

においては気象防災アドバイザー等）の知見の活用等により、人材の育成を図

るとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組み

を平常時から構築することに努める。

２ 組織の整備

(2) 実施計画

ウ 河川管理者が実施する計画

河川管理者は、水害の激甚化、治水対策の緊要性、ダム整備の地理的な制約

等を勘案し、緊急時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するた

め、「ダム洪水調節機能協議会」等を組織し、利水ダム等の事前放流の取組を

推進する。

５ 業務継続性の確保

(1) 現状及び課題

災害時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に

必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と

事後の対応力の強化を図る。

(2) 実施計画

ア 市及び関係機関が実施する計画（総務課）

（ア）災害時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に

必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体

制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の見直し等

により業務継続性の確保を図る。

第２章 第５節 広域相互応援計画

第３ 計画の内容

１ 防災関係機関相互の連携体制整備

(2) 実施計画

ア 市及び関係機関が実施する計画（総務課）

（エ）国や他の地方公共団体等から応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）災害発生時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急対策活動マニュアル等の

整備推進及びマニュアルに基づく訓練の実施を図る。

（エ）応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に

外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努める。

２ 組織の整備

(2) 実施計画

（新設）

５ 業務継続性の確保

(1) 現状及び課題

災害発生時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害

時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体

制と事後の対応力の強化を図る。

(2) 実施計画

ア 市及び関係機関が実施する計画（総務課）

（ア）災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害

時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準

備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の見直

し等により業務継続性の確保を図る。

第２章 第５節 広域相互応援計画

第３ 計画の内容

１ 防災関係機関相互の連携体制整備

(2) 実施計画

ア 市及び関係機関が実施する計画（総務課）

（エ）国や他の地方公共団体等から応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や
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各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全体及び各業務担

当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行う。そ

の際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に

配慮する。

（カ）訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入れにつ

いて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。

第２章 第７節 消防・水防活動計画

第３ 計画の内容

１ 消防計画

(2) 実施計画

イ 住民及び自主防災組織が実施する計画

住民は、災害時には、使用中のコンロ、ストーブ等、火災発生原因となる火気器

具の取扱いに十分留意して、火災の発生を防止することを心がけるとともに、当該

器具の周囲に可燃物を置かない、消火器、消火バケツの常備及び消火用水の汲み置

きの実施等、平時から火災予防に努め、さらに、消火器具等の取扱いを習熟する等、

火災発生時において初期消火活動が実施できるよう努める。

また、自主防災組織においても消火訓練等を実施し、初期消火体制の整備に努め

る。

２ 水防計画

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・建設課・農林課）

（チ）水防訓練の実施（年一回以上）

・水防技能の習熟

・水防関係機関、自主防災組織との連携強化及び沿川住民の水防思想の普及啓発

・災害時の避難誘導計画に基づく避難誘導訓練

（テ）要配慮者利用施設に係る避難計画や避難訓練に対する、助言・勧告

第２章 第８節 要配慮者支援計画

第 1 基本方針

近年の都市化、高齢化、国際化等社会構造の変化、核家族化などによる家庭や地域の

養育・介護機能の低下等に伴い、災害時には要配慮者が被害を受ける事例が多く見受け

られる。このため、市及び社会福祉協議会、医療機関、社会福祉施設等の関係機関は、

地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら災害から要配慮者、とりわけ自ら避難する

ことが困難であり避難の確保を図るために特に支援を要する者（以下「避難行動要支援

各種調整等を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及

び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保

を行うもの。

（カ）訓練等を通じて、被災市町村応援職員確保システムを活用した応援職員の受け

入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。

第２章 第７節 消防・水防活動計画

第３ 計画の内容

１ 消防計画

(2) 実施計画

イ 住民及び自主防災組織が実施する計画

住民は、災害発生時には、使用中のコンロ、ストーブ等、火災発生原因となる火

気器具の取扱いに十分留意して、火災の発生を防止することを心がけるとともに、

当該器具の周囲に可燃物を置かない、消火器、消火バケツの常備及び消火用水の汲

み置きの実施等、平時から火災予防に努め、さらに、消火器具等の取扱いを習熟す

る等、火災発生時において初期消火活動が実施できるよう努めるものとする。

また、自主防災組織においても消火訓練等を実施し、初期消火体制の整備に努め

るものとする。

２ 水防計画

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・建設課・農林課）

（チ）水防訓練の実施（年一回以上）

・水防技能の習熟

・水防関係機関、自主防災組織との連携強化及び沿川住民の水防思想の普及啓発

・発災時の避難誘導計画に基づく避難誘導訓練

（新設）

第２章 第８節 要配慮者支援計画

第 1 基本方針

近年の都市化、高齢化、国際化等社会構造の変化、核家族化などによる家庭や地域の

養育・介護機能の低下等に伴い、災害発生時には要配慮者が被害を受ける事例が多く見

受けられる。このため、市及び社会福祉協議会、医療機関、社会福祉施設等の関係機関

は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら災害から要配慮者、とりわけ自ら避難

することが困難であり避難の確保を図るために特に支援を要する者（以下「避難行動要

国の防災基本計画に合

わせて修正

制度名の変更に合わせ

て修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

水防法および土砂法の

改正により、市町村に

新たな役割が生じたこ

とによる修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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者」という。）を守るための防災対策の一層の充実を図る。

また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害により被災

し、多数の犠牲者が出た事例もあり、土砂災害や浸水被害が発生するおそれのある地域

内に立地する要配慮者利用施設については、避難誘導等について重点的に対策を講じる

必要がある。

第２ 主な取り組み

４ 外国籍市民や外国人旅行者等の観光客が、災害時に迅速かつ的確な行動がとれるよ

う、指定緊急避難場所、指定避難所や避難経路標識等の簡明化、多言語化など防災環境

づくりに努める。

第３ 計画の内容

１ 要配慮者支援計画の作成

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

（ア）避難行動要支援者支援に関する計画の作成

市は、地域における災害特性等を踏まえつつ、避難行動要支援者の避難支援に

ついての全体的な考えを整理し、全体計画の作成に努める。また、地域防災計画

において、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、避難行動支援者を

適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置について定める。

市が、市地域防災計画に定めるべき事項は以下とする。

（略）

(イ) 避難行動要支援者の把握と名簿の作成

市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連

携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報の把握に努め、避難行動要支

援者名簿を作成する。また、避難行動要支援者名簿については、地域における避

難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものと

なるよう、定期的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合におい

ても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。

なお、居宅で人工呼吸器等を日常的に用い、長時間（概ね４時間以上）の停電

が生命維持にかかわる児・者については、平時から非常用電源の確保、災害時の

安否確認の体制整備、医療機関等との連携体制の整備に努める。

(ウ) 個別避難計画作成の努力義務

市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連

携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に携

わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を

得て、個別避難計画を作成するよう努める。また、個別避難計画については、避

難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方

支援者」という。）を守るための防災対策の一層の充実を図る。

また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害により被災

し、多数の犠牲者が出た事例もあり、土砂災害が発生するおそれのある地域内に立地す

る要配慮者利用施設については、避難誘導等について重点的に対策を講じる必要があ

る。

第２ 主な取り組み

４ 外国籍市民や外国人旅行者等の観光客が、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれる

よう、指定緊急避難場所、指定避難所や避難経路標識等の簡明化、多言語化など防災環

境づくりに努める。

第３ 計画の内容

１ 要配慮者支援計画の作成

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

市は、地域における災害特性等を踏まえつつ、避難行動要支援者の避難支援につ

いての全体的な考えを整理し、全体計画の作成に努める。また、地域防災計画にお

いて、避難行動支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置について

定める。

市が、市地域防災計画に定めるべき事項は以下とする。

（略）

（新設）

（新設）

県の地域防災計画に合

わせて加筆修正
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法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するととも

に、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じない

よう、個別避難計画情報の適切な管理に努める。

なお、作成にあたっては、地域の実情に応じ、地域の危険度の想定や要配慮者

本人の心身の状況等を考慮し、優先度が高い要配慮者から作成する。

(エ) 避難行動要支援者名簿の提供

市は、地域防災計画に定めるところにより、避難支援等関係者に対し、避難行

動要支援者本人の同意を得ることにより、または、市の条例の定めがある場合に

は、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、多様な主体の協力を

得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認

体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置をとる。

(オ) 要配慮者支援計画の作成

市は、地域における災害特性等を踏まえ地域住民と連携を図りながら災害時住

民支え合いマップ等により要配慮者支援計画を作成するとともに、避難行動要支

援者以外の要配慮者についても、避難支援についての計画の作成に努める。

(カ) 避難行動要支援者の移送計画

市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に避難場所から指定避

難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法につ

いてあらかじめ定めるよう努める。

(キ) 個別避難計画の事前提供

市は、地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察、民生委員・児童

委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避

難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同意、または、市の条例の定めがあ

る場合には、あらかじめ個別避難計画を提供する。また、多様な主体の協力を得

ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体

制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの

防止等必要な措置を講じる。

(ク) 避難行動要支援者への配慮

市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支

援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者

への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整

備など、必要な配慮を行う。

２ 在宅者対策

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

（ア）指定避難所の整備

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

２ 在宅者対策

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

（ア）指定避難所の整備
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市は、災害時において避難所となる公共施設について、安全性の向上、段差

の解消、スロープや身体障がい者用トイレの設置、避難経路標識等の簡明化、

多言語化等要配慮者に配慮した施設の推進、必要な物資等の備蓄に努める。

（エ）避難所における要配慮者支援体制の整備

市は、災害時において高齢者、障がい者等の要配慮者を支援するため、避難

所において、福祉的支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣に備

え、保健、医療、福祉関係者との連携、活動内容についての周知、チーム員の

研修を実施するなど体制を整備する。

（キ）避難行動要支援者以外の要配慮者名簿の整備

市は、必要に応じて、災害の発生に備え、避難行動要支援者以外の要配慮者

についても名簿を整備し、災害時に効果的に利用することで、要配慮者に対する

援護が適切におこなわれるように努める。

３ 要配慮者利用施設対策

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

（ク）市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況につ

いて、定期的に確認するよう努める。また、市は、当該施設の所有者又は管理

者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助

言等を行う。

第２章 第９節 緊急輸送計画

第２ 主な取り組み

４ 緊急通行車両及び、規制除外車両（以下「緊急通行車両等」という。）の事前確認を行

い、災害時の迅速な運用に備える。

第３ 計画の内容

１ 緊急交通路確保計画

(1) 現状及び課題

市の道路は、幹線道路が少なく、かつ、狭隘で屈曲区間や橋梁が多いなど、緊急

交通路として複数確保が困難な状況にあることから、現道路の防災対策を促進する

とともに、災害時は適切な交通規制によって、効率的な運用を図らなければならな

い。また、緊急車両の通行の妨げとなる放置車両や立ち往生車両の移動等を速やか

に行うよう体制を整備する必要がある。

３ 輸送体制の整備計画

(2) 実施計画

市は、災害発生時において避難所となる公共施設について、安全性の向上、段

差の解消、スロープや身体障がい者用トイレの設置、避難経路標識等の簡明化、

多言語化等要配慮者に配慮した施設の推進、必要な物資等の備蓄に努める。

（エ）避難所における要配慮者支援体制の整備

市は、災害発生時において高齢者、障がい者等の要配慮者を支援するため、

避難所において、福祉的支援を行う災害派遣福祉チームの派遣に備え、保健、

医療、福祉関係者との連携、活動内容についての周知、チーム員の研修を実施

するなど体制を整備する。

（キ）避難行動要支援者以外の要配慮者名簿の整備

市は、必要に応じて、災害の発生に備え、避難行動要支援者以外の要配慮者

についても名簿を整備し、災害発生時に効果的に利用することで、要配慮者に

対する援護が適切におこなわれるように努める。

３ 要配慮者利用施設対策

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・福祉課）

（ク）市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況につい

て、定期的に確認するよう努める。

第２章 第９節 緊急輸送計画

第２ 主な取り組み

４ 緊急通行車両及び、規制除外車両（以下「緊急通行車両等」という。）の事前確認を行

い、発災時の迅速な運用に備える。

第３ 計画の内容

１ 緊急交通路確保計画

(1) 現状及び課題

市の道路は、幹線道路が少なく、かつ、狭隘で屈曲区間や橋梁が多いなど、緊急

交通路として複数確保が困難な状況にあることから、現道路の防災対策を促進する

とともに、災害発生時は適切な交通規制によって、効率的な運用を図らなければな

らない。また、緊急車両の通行の妨げとなる放置車両や立ち往生車両の移動等を速

やかに行うよう体制を整備する必要がある。

３ 輸送体制の整備計画

(2) 実施計画

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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ア 市の実施計画（総務課・税務課）

（ア）管内の輸送事業者と連絡を密にし、災害時の協力体制を確保しておく。

第２章 第10節 障害物の処理計画

第３ 計画の内容

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・市民課・建設課・農林課）

（ア）災害時に予想される障害物の所有者及び警察と事前に対応を協議する。

第２章 第11節 避難の受入活動計画

３ 計画の内容

１ 避難計画の策定

(2) 実施計画

ア 県及び市が実施する計画

（ア）避難指示等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所等

への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場

所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身

が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内安全確保」を行う

べきことについて日頃から住民等への周知徹底に努める。

(カ) 自宅療養者等の避難の確保を図るため、市は、突発災害時等にも自宅療養者等

がすぐに避難できるよう、自宅療養者等の避難先の確保に努める。

イ 市の実施計画（関係課等）

（イ）避難計画の作成

ｈ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項

（ｂ）災害時における広報

○ホームページ、Twitter 等による周知

○広報車による周知

○避難誘導員による現地広報

○住民組織を通じた広報

なお、市は、避難指示等を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることが

できるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要な準備を

整えておく。

また、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等

やむを得ないときは、屋内安全確保等安全措置をとるべきことにも留意する。

ウ 関係機関が実施する計画

（エ）指定行政機関及び指定地方行政機関は、市から避難指示等を行う際の助言を求

ア 市の実施計画（総務課・税務課）

（ア）管内の輸送事業者と連絡を密にし、発災時の協力体制を確保しておく。

第２章 第 10 節 障害物の処理計画

第３ 計画の内容

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課・市民課・建設課・農林課）

（ア）災害発生時に予想される障害物の所有者及び警察と事前に対応を協議する。

第２章 第 11節 避難の受入活動計画

第３ 計画の内容

１ 避難計画の策定

(2) 実施計画

ア 県及び市が実施する計画

（ア）避難指示等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所へ

の移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所

への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が

判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内安全確保」を行うべ

きことについて日頃から住民等への周知徹底に努める。

（新設）

イ 市の実施計画（関係課等）

（イ）避難計画の作成

ｈ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項

（ｂ）災害時における広報

○ホームページ、Twitter 等による周知

○広報車による周知

○避難誘導員による現地広報

○住民組織を通じた広報

なお、市は、避難指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることがで

きるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要な準備を整

えておく。

また、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等

やむを得ないときは、屋内安全確保等安全措置をとるべきことにも留意する。

ウ 関係機関が実施する計画

（エ）指定行政機関及び指定地方行政機関は、市から避難指示を行う際の助言を求め

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

県の地域防災計画に合

わせて加筆
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められた場合は、その所掌事務に関して必要な助言を行う。

２ 指定緊急避難場所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過去

の教訓、想定される災害害、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏

まえ、その管理者の同意を得た上で災害の危険が切迫した緊急時において安全が

確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分な指定

避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、平常時から、指

定避難所の場所、収容人数等について、住民への周知徹底を図る。

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、

ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（移設）

（ア） 指定避難所については、避難者を滞留するために必要となる適切な規模を

有し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施

設であって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の

輸送比較的容易な場所にあるものを指定する。

(イ) 指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者等の要

配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所として指定避難所を指定するよう努

める。

(ウ) 福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、

要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が

発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整

備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れるものを指定する。

られた場合は、その所掌事務に関して必要な助言を行うものとする。

２ 指定緊急避難場所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過

去の教訓、想定される災害等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で災害の危

険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が

避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらか

じめ指定し、住民への周知徹底を図る。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア） 指定避難所内の一般スペースでは生活することが困難な障がい者等の要配

慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。

（イ） 指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を

有し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施

設であって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の

輸送比較的容易な場所にあるものを指定する。なお、福祉避難所として要配

慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用

を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合におい

て要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として

要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定

する。また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。

（移設）

（移設）

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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(エ) 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避

難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当

該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知

徹底するよう努める。

(オ) 市は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくる

ことがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指

定する際に、受入れ対象者を特定して公示する。

(カ) 市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事

前に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際

に福祉避難所へ直接避難することができるよう努める。

（キ） 市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場であるこ

とに配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確

認の上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の

関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（ク） 市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避

難に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避

難場所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（ケ） 指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保

するために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努める。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止するこ

とを想定した設備に努める。

（コ） 避難所の感染症対策については、第３章第１７節「保健衛生、感染症予防活

動」を踏まえ、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくと

ともに、感染者患者が発生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉担当

部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。

また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・

旅館等の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努める。

（サ） 指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式ト

イレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配慮する。

（シ） テレビ、携帯ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備を

図る。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行う。

（ス） 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、

（移設）

（新設）

（新設）

（ウ） 市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場である

ことに配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであること

を確認の上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員

会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（エ） 市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が

避難に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急

避難場所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（オ） 指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確

保するために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努める。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止するこ

とを想定した設備に努める。

また、避難所の感染症対策については、第３章第１７節「保健衛生、感染症

予防活動」を踏まえ、感染症患者が発生した場合の対応やホテルや旅館等の活

用等、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携し、検討するよう努

める。

（移設）

（カ） 指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほ

か、空調、洋式トイレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配

慮者にも配慮する。

（キ） テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図

る。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うもの。

（ク） 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、
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携帯トイレ、簡易トイレ、非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベ

ッド等の簡易ベッド（以下「段ボールベッド等」という。）、パーティション、

炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含

む感染症対策に必要な物資等の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰガスなどの常

設に努める。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配

慮する。

（セ） 避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの

力等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立す

る。

また、一般の避難所では生活が困難な障がい者等の要配慮者のため、介護

福祉施設、障がい者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロー

プの設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄

に努める。

（ソ） 医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難

行動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（タ） 公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発さ

れる地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての

条件を満たすよう協力を求めていく。

（チ） 「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和 2年 7月長野県避難所 TKB

スタンダード）等を参考に、市「避難所運営マニュアル」を定めたので運用

に努める。

（ツ） マニュアルの作成、訓練を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関す

る普及啓発に努める。

（テ） 指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース

確保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じて指定避難所の電力容量

の拡大に努める。

（ト） 指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができ

るよう配慮する。

（ナ） 安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所から指

定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送

方法についてあらかじめ定めるよう努める。

（ニ） 指定管理施設が指定避難所となっている場合には指定管理者との間で事前に

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

（ヌ） 市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確

非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要

な物資の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努める。

（ケ） 避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの

力等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立す

る。

また、一般の避難所では生活が困難な障がい者等の要配慮者のため、介護

福祉施設、障がい者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロー

プの設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄

に努める。

（コ） 医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難

行動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（サ） 公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発さ

れる地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての

条件を満たすよう協力を求めていく。

（シ） 「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和 2年 7月長野県避難所 TKB

スタンダード）等を参考に、市「避難所運営マニュアル」を定めたので運用

に努める。

（ス） マニュアルの作成、訓練を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

（セ） 指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース

確保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じて指定避難所の電力容量

の拡大に努める。

（ソ） 指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができ

るよう配慮する。

（タ） 市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場

所から指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先

及び移送方法についてあらかじめ定めるよう努める。

（チ） 市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には指定管理者との間

で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

（ツ） 市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確
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保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。

第２章 第12節 孤立防止対策

第３ 計画の内容

４ 自主防災組織の育成

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（イ）災害時の活動要領について、教育指導を行う。

第２章 第15節 生活必需品の備蓄・調達計画

第１ 基本方針

災害時には、市民の生活物資の喪失、流通機能の麻痺等により生活必需品に著しい不

足が生じる。このため、災害に備えて次に掲げるような品目については、備蓄・調達体

制の整備を図る必要がある。

第２章 第16節 危険物施設等災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 危険物施設災害予防計画

(2) 実施計画

ア 上田地域広域連合消防本部の実施計画（東御消防署）

（ア）規制及び指導の強化

ｂ 既設の危険物施設については、施設の管理者に対し、災害時の安全確保につ

いて再点検を求めるほか、必要に応じて、改修、改造、移転等の指導、助言を

行い、安全性の向上を図る。

第２章 第18節 都市ガス施設災害予防計画

第３ 計画の内容

２ 職員の配置計画

(1) 現状及び課題

災害時における迅速な供給施設の点検・情報収集を行うため、事前に職員の配置

計画を策定する必要がある。

第２章 第20節 下水道施設等災害予防計画

保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。

第２章 第 12節 孤立防止対策

第３ 計画の内容

４ 自主防災組織の育成

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（イ）災害発生時の活動要領について、教育指導を行う。

第２章 第 15 節 生活必需品の備蓄・調達計画

第１ 基本方針

災害が発生時には、市民の生活物資の喪失、流通機能の麻痺等により生活必需品に著

しい不足が生じる。このため、災害に備えて次に掲げるような品目については、備蓄・

調達体制の整備を図る必要がある。

第２章 第 16節 危険物施設等災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 危険物施設災害予防計画

(2) 実施計画

ア 上田地域広域連合消防本部の実施計画（東御消防署）

（ア）規制及び指導の強化

ｂ 既設の危険物施設については、施設の管理者に対し、風水害発生時の安全確保

について再点検を求めるほか、必要に応じて、改修、改造、移転等の指導、助言

を行い、安全性の向上を図る。

第２章 第 18節 都市ガス施設災害予防計画

第３ 計画の内容

２ 職員の配置計画

(1) 現状及び課題

災害発生時における迅速な供給施設の点検・情報収集を行うため、事前に職員の

配置計画を策定する必要がある。

第２章 第 20節 下水道施設等災害予防計画

県の地域防災計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３ 計画の内容

３ 緊急連絡体制、被災時の復旧体制の確立

(1) 現状及び課題

災害時において、迅速かつ的確に情報を収集し、速やかに応急対策を実施するた

め、緊急連絡体制、復旧体制、災害時の緊急的措置等を定めた災害対策要領等をあ

らかじめ策定する必要がある。

また、復旧体制については、被災時には関係職員、関係業者、手持ち資機材だけ

では対応不十分となることが予想されるため、あらかじめ、他の地方公共団体との

間での広域応援協定や民間事業者との災害時の支援協定を締結することが必要であ

る。

第２章 第23節 災害広報計画

第 1 基本方針

災害時に有効な広報活動を迅速に行うための体制づくりを事前に行っておく必要があ

る。そのためには、被災者及び住民等に対する情報の提供体制の整備を行うとともに、

報道機関等に対する情報提供体制の整備、協定の締結等を行っておく必要がある。

また、放送事業者・通信事業者等は、被害に関する情報・被災者の安否情報等につい

て、情報の収集及び伝達に係る体制の整備に努める。

第３ 計画の内容

１ 被災者への情報提供体制

(1) 現状及び課題

災害時には、被災者及び住民等からの問い合わせ、安否情報の確認、要望、意見

等が数多く寄せられることが予想されるため、県・東御市、関係機関及び報道機関

等は適切な対応が行なえる体制を整えておく必要がある。

これは、被災者及び住民等に対して的確な情報を提供する上から重要であると同

時に情報の混乱を防ぎ、また職員が問い合わせに対する応答に忙殺され、他の災害

応急業務に支障が出るというような事態を防ぐ上からも重要である。

また、災害に関する情報及び被災者に対する生活情報を大規模停電時も含め常に

伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図ることが必要である。

２ 報道機関への情報提供及び協定

(1) 現状及び課題

災害時には、報道機関からの取材の要請が、電話、直接のインタビュー等により

なされることが予想される。

報道機関に対する情報の提供については、あらかじめ対応方針を定めておく必要

がある。

また、報道機関とはあらかじめ協定等を締結し、災害対策本部等からの報道要請

第３ 計画の内容

３ 緊急連絡体制、被災時の復旧体制の確立

(1) 現状及び課題

災害発生時において、迅速かつ的確に情報を収集し、速やかに応急対策を実施す

るため、緊急連絡体制、復旧体制、災害時の緊急的措置等を定めた災害対策要領等

をあらかじめ策定する必要がある。

また、復旧体制については、被災時には関係職員、関係業者、手持ち資機材だけ

では対応不十分となることが予想されるため、あらかじめ、他の地方公共団体との

間での広域応援協定や民間事業者との災害時の支援協定を締結することが必要であ

る。

第２章 第 23節 災害広報計画

第 1 基本方針

災害発生時に有効な広報活動を迅速に行うための体制づくりを事前に行っておく必要

がある。そのためには、被災者及び住民等に対する情報の提供体制の整備を行うととも

に、報道機関等に対する情報提供体制の整備、協定の締結等を行っておく必要がある。

また、放送事業者・通信事業者等は、被害に関する情報・被災者の安否情報等につい

て、情報の収集及び伝達に係る体制の整備に努める。

第３ 計画の内容

１ 被災者への情報提供体制

(1) 現状及び課題

災害発生時には、被災者及び住民等からの問い合わせ、安否情報の確認、要望、

意見等が数多く寄せられることが予想されるため、県・東御市、関係機関及び報道

機関等は適切な対応が行なえる体制を整えておく必要がある。

これは、被災者及び住民等に対して的確な情報を提供する上から重要であると同

時に情報の混乱を防ぎ、また職員が問い合わせに対する応答に忙殺され、他の災害

応急業務に支障が出るというような事態を防ぐ上からも重要である。

また、災害に関する情報及び被災者に対する生活情報を大規模停電時も含め常に

伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図ることが必要である。

２ 報道機関への情報提供及び協定

(1) 現状及び課題

災害発生時には、報道機関からの取材の要請が、電話、直接のインタビュー等に

よりなされることが予想される。

報道機関に対する情報の提供については、あらかじめ対応方針を定めておく必要

がある。

また、報道機関とはあらかじめ協定等を締結し、災害対策本部等からの報道要請の

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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の方法について定めておく。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（企画振興課）

（イ）災害時に放送要請が必要な事態が生じた場合に、速やかに放送要請が行える

よう放送要請の方法について確認を行っておく。

第２章 第26節 建築物災害予防計画

第２ 主な取り組み

１ 強風による屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落下物、転倒物の防止対策を講ずる。

第３ 計画の内容

３ 文化財の風水害予防

(1) 現状及び課題

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し

保護することになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継

承していくことが必要である。

当市における国、県指定文化財のうち、建造物については、そのほとんどが木造

であるため、風水害対策とともに防火対策に重点をおき、それぞれの文化財の性

質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわせて見学者の生命・身体の安全に

も十分注意する。

また、建造物内には未指定の美術工芸品や文書等の文化財が存在している場合が

多いため、その把握に努め、被災した文化財に対する応急措置に備えておくことが

必要である。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（教育課）

各種文化財の防災を中心とした保護対策を推進するため、次の事項を実施し、

防災思想の普及、防災力の強化等の徹底を図る。

（ア）所有者又は管理者に対して、文化財の管理保護について指導と助言を行う。

（イ）防災設備の設置促進とそれに対する助成を行う。

(ウ) 区域内の文化財の所在の把握に努める。

イ 所有者が実施する計画

（ア）防災管理体制及び防災施設の整備をし、自衛消防隊の確立を図る。

（イ）建造物内にある文化財の把握に努める。

方法について定めておく。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（企画振興課）

（イ）災害発生時に放送要請が必要な事態が生じた場合に、速やかに放送要請が行え

るよう放送要請の方法について確認を行っておく。

第２章 第 26節 建築物災害予防計画

第２ 主な取り組み

１ 強風による落下物、転倒物の防止対策を講ずる。

第３ 計画の内容

３ 文化財の風水害予防

(1) 現状及び課題

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し

保護することになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継

承していくことが必要である。

当市における国、県指定文化財のうち、建造物については、そのほとんどが木造

であるため、風水害対策とともに防火対策に重点をおき、それぞれの文化財の性

質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわせて見学者の生命・身体の安全に

も十分注意する。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（教育課）

各種文化財の防災を中心とした保護対策を推進するため、次の事項を実施し、

防災思想の普及、防災力の強化等の徹底を図る。

（ア）所有者又は管理者に対して、文化財の管理保護について指導と助言を行う。

（イ）防災設備の設置促進とそれに対する助成を行う。

（新設）

イ 所有者が実施する計画

防災管理体制及び防災施設の整備をし、自衛消防隊の確立を図るものとする。

（新設）

国の防災基本計画に合

わせて修正

文化財の被災に係る対

策について整理



市地域防災計画 令和４年度修正新旧対照表 風水害対策編

36

第２章 第29節 ため池災害予防計画

第 1 基本方針

市には、農業用ため池が数多くあり、中には堤体等が老朽化しているものもある。洪

水等により決壊した場合、下流の農地のみならず人家、公共施設等に甚大な被害を与

え、時には人命までも奪うおそれがある。雨期には土地改良区等の管理団体に警告を発

するとともに、緊急度の高いものから補強工事を実施し、被害の発生を未然に防止す

る。（資料 29参照）

このため、適切な維持管理や監視体制についてため池管理者を指導するとともに、豪

雨に対する安全性の低い施設について防災工事を実施し、災害の発生を未然に防止す

る。

第２ 主な取り組み

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあ

る防災重点農業用ため池について、優先して対策に取り組む。

１ 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供す

る。

２ 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策

防災重点農業用ため池の防災工事を推進するとともに、農業用水として利用されな

くなったため池は所有者等の合意を得た上で、廃止を促進する。

３ 豪雨に対する対策

豪雨時に空き容量を確保するため、営農に影響しない範囲で、ため池の低水位管理

に取り組む。

第３ 計画の内容

２ 実施計画

（１）市の実施計画（農林課・土地改良区）

ア ため池の諸元、改修歴等を明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の状況に

ついて適時確認するとともに、変更が生じた場合は県に報告する。

イ ため池管理者等との緊急連絡網を作成する。

ウ 豪雨が予想される場合には、事前に点検を実施する。

エ ため池ハザードマップを作成し、市民に周知する。

（２）関係機関が実施する計画

ア ため池管理者は、非常事態が発生した場合、直ちに市に緊急連絡ができるよ

う、災害に備えた監視体制を組織化する。

イ ため池サポートセンターは、ため池管理者と連携し、定期的に点検を実施す

るとともに、市に点検結果を報告する。

第２章 第 29節 ため池災害予防計画

第 1 基本方針

市には、農業用ため池が数多くあり、中には堤体等が老朽化しているものもある。洪

水等により決壊した場合、下流の農地のみならず人家、公共施設等に甚大な被害を与

え、時には人命までも奪うおそれがある。雨期には土地改良区等の管理団体に警告を発

するとともに、緊急度の高いものから補強工事を実施し、被害の発生を未然に防止す

る。（資料 29参照）

このため、適切な維持管理や監視体制について施設管理者について施設管理者に指導

するとともに、豪雨に対する安全性の低い施設については順次補強工事を実施し、災害

の発生を未然に防止する。

第２ 主な取り組み

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあ

る「防災重点農業用ため池」について、優先して対策に取り組む。

(1) 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供す

る。

(2) 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策

農業用水として利用されなくなったため池は所有者等の合意を得た上で、廃止を促

進する。また、「防災重点農業用ため池」の防災工事を推進する。

（新設）

第３ 計画の内容

２ 実施計画

ア 市の実施計画（農林課・土地改良区）

（ア）ため池の諸元、改修歴等を明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の状況に

ついて適時確認するとともに、変更が生じた場合は県に報告する。

（イ）ため池管理者等との緊急連絡網を作成する。

（ウ）豪雨の発生が予想される場合には、事前に巡回点検を実施する。

（エ）ため池ハザードマップを作成し、市民への周知を図る。

イ 関係機関が実施する計画

（ア）管理団体において災害に備えた監視体制を組織化し、非常事態が発生した場合

は、直ちに市に緊急連絡ができるようにする。

（イ）適時巡回点検を実施し、施設の状況について調査するとともに市に結果を報告

する。

文言の修正

記号の修正

記号・文言の修正

「豪雨に対する対策」

の追記

記号・文言の修正

「ため池サポートセン

ター」について追記
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第２章 第32節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

(1) 現状及び課題

災害発生時に、自らの安全を守るためにはどのような行動が必要か、要配慮者に

対しては、どのような配慮が必要かなど、災害時に役立つ実践的な防災知識を身に

つけた災害に強い住民を育成することが、被害を最小限にとどめる上で重要であ

る。

現在も各種の訓練等の取組みや、広報活動がなされているが、今後は、防災マッ

プの作成・配布、マイ・タイムライン（台風の接近等によって、風水害が起こる可

能性がある時に、住民一人ひとりの生活環境等に合わせて、「いつ」「何をするか」

を時系列で整理した自分自身の防災行動計画をいう。以下同じ。）の普及等、より実

践的な活動が必要である｡

また、企業等に対する防災知識の普及も重要な課題である。

(2) 実施計画

ア 県及び市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ア）市民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメ

ディア、市ホームページ、市民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の

啓発活動を行う。

ａ 最低でも３日分、可能な限り１週間分程度の食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出袋（救急箱、懐中電灯、ラ

ジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油

ｂ 飼い主による家庭動物の同行避難や避難所での飼養についての準備、保険・

共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策

ｃ 警報等や、避難指示等の意味や内容

ｄ 警報発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行

動

e 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の

認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸するこ

となく適切な行動をとること

f 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難

経路等の確認

g 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避

難の考え方

h 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するな

ど、生活の再建に資する行動

第２章 第 32 節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

(1) 現状及び課題

災害発生時に、自らの安全を守るためにはどのような行動が必要か、要配慮者に

対しては、どのような配慮が必要かなど、災害発生時に役立つ実践的な防災知識を

身につけた災害に強い住民を育成することが、被害を最小限にとどめる上で重要で

ある。

現在も各種の訓練等の取組みや、広報活動がなされているが、今後は、防災マッ

プの作成・配布、マイ・タイムライン（台風の接近等によって、風水害が起こる可

能性がある時に、住民一人ひとりの生活環境等に合わせて、「いつ」「何をするか」

を時系列で整理した自分自身の防災行動計画をいう。以下同じ。）の普及等、より実

践的な活動が必要である｡

また、企業等に対する防災知識の普及も重要な課題である。

(2) 実施計画

ア 県及び市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ア）市民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメ

ディア、市ホームページ、市民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の

啓発活動を行う。

ａ 最低でも３日分、可能な限り１週間分程度の食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出袋（救急箱、懐中電灯、ラ

ジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油

ｂ 飼い主による家庭動物の同行避難や避難所での飼養についての準備、保険・

共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策

ｃ 警報等や、避難指示等の意味や内容

ｄ 警報発表時や避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行動

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

国の防災基本計画に合

わせて修正
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i 台風、集中豪雨、洪水、土砂災害、山地災害に関する一般的な知識

j 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識

k 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識

l 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動に

関する知識

m 正確な情報入手の方法

n 要配慮者に対する配慮

o 男女のニーズの違いに対する配慮

p 指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援

者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」

という意識

ｑ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

ｒ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識

ｓ 各地域における風水害のおそれのない適切な指定緊急避難場所、指定避難所

及び避難路に関する知識

ｔ 必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円滑な避難の

ため、自主防災組織等の地域のコミュニケーションを活かした避難活動

u 避難生活に関する知識

ｖ 平常時から住民が実施しうる食料等の備蓄、出火防止等の対策の内容

ｗ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安

否確認手段について

ｘ 被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることについて

イ 市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ク）各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適正かつ継続的

に実施されるよう、気象防災アドバイザー等の水害・土砂災害・防災気象情報に

関する専門家の活用を図る。

（ケ）防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防

止週間等を通じ、各趣講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災

害、二次災害防止・大規模広域避難に関する総合的な知識の普及に努める。

また、住民に対し、水害時のシュミレーション結果等を示しながら、「早期の立

退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水

深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途絶時の

対策を採ること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備えマイ・タイムライ

ンの作成方法等について、普及啓発を図る。

（コ）住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知徹

底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、

ｅ 台風、集中豪雨、洪水、土砂災害、山地災害に関する一般的な知識

ｆ 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識

ｇ 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識

ｈ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動に

関する知識

ｉ 正確な情報入手の方法

ｊ 要配慮者に対する配慮

ｋ 男女のニーズの違いに対する配慮

（新設）

ｌ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

ｍ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識

ｎ 各地域における風水害のおそれのない適切な指定緊急避難場所、指定避難所

及び避難路に関する知識

ｏ 必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円滑な避難の

ため、自主防災組織等の地域のコミュニケーションを活かした避難活動

ｐ 避難生活に関する知識

ｑ 平常時から住民が実施しうる食料等の備蓄、出火防止等の対策の内容

ｒ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安

否確認手段について

ｓ 被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることについて

イ 市の実施計画（総務課・生活環境課・福祉課・建設課・教育課）

（ク）各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適正かつ継続的

に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図

る。

（ケ）防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防

止週間等を通じ、各趣講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災

害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普及に努める。

また、住民に対し、水害時のシュミレーション結果等を示しながら、「早期の立

退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水

深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途絶時の

対策を採ること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備えマイ・タイムライ

ンの作成方法等について、普及啓発を図る。

（コ）住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知徹

底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、

国の防災基本計画に合

わせて修正
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円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を

推進する。

（サ）住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、防

災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。

（シ）大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、

実践型の防災訓練を実施するよう努める。

（ス）地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮

し、居住地、職場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の

災害時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図る。また、新

型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応

に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。

オ 住民が実施する計画

各種の防災訓練、防災に関する研修、講習会等へ積極的に参加するとともに、家

庭防災会議を定期的に開き、以下のような活動を通じて、防災意識を高める。

（エ）災害時の連絡方法（連絡方法や避難ルールの取決め等）

カ 企業等が実施する計画

企業においても、災害時に企業が果たす役割を踏まえた上で、災害時の行動マニ

ュアルの作成、防災体制の整備、防災訓練の実施等防災活動を推進するよう努め

る。

キ 関係機関が実施する計画

日本赤十字社東御市地区及び消防機関は、それぞれの普及計画に基づき、住民を

対象に応急手当（救急法）の講習会を実施する。

２ 防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及

(1) 現状及び課題

危険物を使用する施設、病院及び社会福祉施設等の要配慮者利用施設、旅館・ホ

テル、駅、デパート、地下街等不特定多数の者が利用する施設の管理者の災害時の

行動の適否は、非常に重要である。

したがって、これらの防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及を積

極的に行っていく必要がある。

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（総務課・福祉課・東御消防署）

市が管理している防災上重要な施設については、その管理者等に対して災害時

における行動の仕方、避難誘導について配慮すべき事項、どのような危険がある

か、要配慮者に対する配慮等防災思想の普及徹底を行う。

イ 防災上重要な施設の管理者等が実施する計画

防災上重要な施設の管理者等は、災害時に適切な行動をとれるよう各種の防災

円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を

推進する。

（サ）住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、防

災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。

（新設）

（新設）

オ 住民が実施する計画

各種の防災訓練、防災に関する研修、講習会等へ積極的に参加するとともに、家

庭防災会議を定期的に開き、以下のような活動を通じて、防災意識を高めるものと

する。

（エ）発災時の連絡方法（連絡方法や避難ルールの取決め等）

エ 企業等が実施する計画

企業においても、災害発生時に企業が果たす役割を踏まえた上で、災害時の行動マ

ニュアルの作成、防災体制の整備、防災訓練の実施等防災活動を推進するよう努める

ものとする。

オ 関係機関が実施する計画

日本赤十字社東御市地区及び消防機関は、それぞれの普及計画に基づき、住民を

対象に応急手当（救急法）の講習会を実施するものとする。

２ 防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及

(1) 現状及び課題

危険物を使用する施設、病院及び社会福祉施設等の要配慮者利用施設、旅館・ホ

テル、駅、デパート、地下街等不特定多数の者が利用する施設の管理者の発災時の

行動の適否は、非常に重要である。

したがって、これらの防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及を積

極的に行っていく必要がある。

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（総務課・福祉課・東御消防署）

市が管理している防災上重要な施設については、その管理者等に対して発災時

における行動の仕方、避難誘導について配慮すべき事項、どのような危険がある

か、要配慮者に対する配慮等防災思想の普及徹底を行う。

イ 防災上重要な施設の管理者等が実施する計画

防災上重要な施設の管理者等は、発災時に適切な行動をとれるよう各種の防災

国の防災基本計画に合

わせて修正

記号の修正
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訓練、防災に関する研修、講習会等に積極的に参加し、防災知識の習得に努める

とともに、その管理する施設においても防災訓練を実施する。

３ 学校及び保育園における防災教育の推進

(1) 現状及び課題

幼稚園、保育園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において「学校」と

いう）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が

正しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成する上で重要で

ある。

そのため、体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防災教育に関する指導内容の

整理、指導時間の確保などを行ったうえで、学校における防災訓練等をより実践的

なものとするとともに、学級活動等をとおして、防災教育を推進する。

第２章 第33節 防災訓練計画

第 1 基本方針

災害発生時に、被害を最小限にとどめるためには、災害時に適切な行動を行うことが

必要であるが、災害時における行動を経験から学ぶことは、困難である。

そこで、災害時の具体的な状況を想定した、日頃からの訓練が重要である。

また、発災時の状況を想定した訓練は、住民に対する計画の周知、防災知識の普及、

防災計画の検証、防災関係機関相互及び住民との協力体制の確立等の効果も期待でき

る。

市、防災関係機関は、災害時における行動の確認、関係機関及び住民、企業等との協

調体制の強化を目的として各種の災害を想定した防災訓練を実施する。

第３ 計画の内容

１ 防災訓練の種別

(2) 実施計画

（イ）その他の訓練

ｅ 避難訓練

市及び、警察等避難訓練実施機関は、災害時における緊急安全確保、避難指

示、高齢等避難の迅速化及び円滑化のため、地域住民の協力を得て、災害のお

それのある地域間の住民及び病院集会場等の建造物内の人命保護を目的として

避難訓練を実施する。

２ 実践的な訓練の実施と事後評価

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ア）実践的な訓練の実施

訓練、防災に関する研修、講習会等に積極的に参加し、防災知識の習得に努める

とともに、その管理する施設においても防災訓練を実施するものとする。

３ 学校及び保育園における防災教育の推進

(1) 現状及び課題

幼稚園、保育園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において「学校」と

いう）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が

正しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成する上で重要で

ある。

そのため、体系的な防災教育に関する指導内容の整理、指導時間の確保などを行

ったうえで、学校における防災訓練等をより実践的なものとするとともに、学級活

動等をとおして、防災教育を推進する。

第２章 第 33節 防災訓練計画

第 1 基本方針

災害発生時に、被害を最小限にとどめるためには、災害発生時に適切な行動を行うこ

とが必要であるが、災害時における行動を経験から学ぶことは、困難である。

そこで、災害時の具体的な状況を想定した、日頃からの訓練が重要である。

また、発災時の状況を想定した訓練は、住民に対する計画の周知、防災知識の普及、

防災計画の検証、防災関係機関相互及び住民との協力体制の確立等の効果も期待でき

る。

市、防災関係機関は、災害発生時における行動の確認、関係機関及び住民、企業等と

の協調体制の強化を目的として各種の災害を想定した防災訓練を実施する。

第３ 計画の内容

１ 防災訓練の種別

(2) 実施計画

（イ）その他の訓練

ｅ 避難訓練

市及び、警察等避難訓練実施機関は、災害時における避難指示、高齢等避難

の迅速化及び円滑化のため、地域住民の協力を得て、災害のおそれのある地域

間の住民及び病院集会場等の建造物内の人命保護を目的として避難訓練を実施

する。

２ 実践的な訓練の実施と事後評価

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ア）実践的な訓練の実施

国の防災基本計画に合

わせて修正

災害対策基本法改正に

よる修正
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ａ 訓練の目的を具体的に設定した上で、被害の想定（地震の場合は規模を含

む。事故災害の場合は事故の想定を含む。）を明らかにするとともに、避難行動

要支援者に対する配慮を訓練に取り入れる等、あらかじめ設定した訓練効果が

得られるように訓練参加者、使用する器材等及び実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行い、参加者自身の判断が求められ、災害時における行

動のシミュレーションとしての効果を持つ実践的なものとなるよう工夫する。

この際各機関は、救援活動等の連携強化に留意する。

また、災害対策業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓

練の実施にも努める。

ｄ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災

害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施

するよう努める。

第２章 第35節 自主防災組織等の育成に関する計画

第３ 計画の内容

３ 組織の活性化

(1) 現状及び課題

災害時に活発に行動ができる自主防災組織にするためには、組織をいかに活性化

していくかが課題となる。組織の活性化を図るため、リーダー等に対する教育、研

修等を実施する必要がある。また、災害対応においては、救助・救援、医療及び消

火活動、復旧・復興等の担い手として、多くの女性が活躍しているが、意思決定の

場への女性の参画は少ないことから、災害対応における女性が果たす役割が大きい

ことを認識し、リーダーとしての活躍や女性の意思決定の場への参画を推進する必

要がある。

加えて、若者・障がい者・高齢者等の多様な主体が参画した組織づくりも併せて

進めていく必要がある。

４ 各防災組織相互の協調

(1) 現状及び課題

地域に複数の自主防災組織が存在する場合に、災害時に連携のとれた活動を行え

るよう日頃から、連絡応援体制を確立しておく必要がある。

また自主防災組織の活動実態を把握するとともに、地域コミュニティの防災体制

についても充実する必要がある。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（イ）地域の自主防災組織の活動実態を把握し、地域の課題や防災活動の活性化を図

り、災害時に機能する組織づくりを推進する。

ａ 訓練の目的を具体的に設定した上で、被害の想定（地震の場合は規模を含

む。事故災害の場合は事故の想定を含む。）を明らかにするとともに、避難行動

要支援者に対する配慮を訓練に取り入れる等、あらかじめ設定した訓練効果が

得られるように訓練参加者、使用する器材等及び実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行い、参加者自身の判断が求められ、発災時における行

動のシミュレーションとしての効果を持つ実践的なものとなるよう工夫する。

この際各機関は、救援活動等の連携強化に留意する。

また、災害対策業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓

練の実施にも努める。

（新設）

第２章 第 35 節 自主防災組織等の育成に関する計画

第３ 計画の内容

３ 組織の活性化

(1) 現状及び課題

災害発生時に活発に行動ができる自主防災組織にするためには、組織をいかに活

性化していくかが課題となる。組織の活性化を図るため、リーダー等に対する教

育、研修等を実施する必要がある。また、災害対応においては、救助・救援、医療

及び消火活動、復旧・復興等の担い手として、多くの女性が活躍しているが、意思

決定の場への女性の参画は少ないことから、災害対応における女性が果たす役割が

大きいことを認識し、リーダーとしての活躍や女性の意思決定の場への参画を推進

する必要がある。

加えて、若者・障がい者・高齢者等の多様な主体が参画した組織づくりも併せて

進めていく必要がある。

４ 各防災組織相互の協調

(1) 現状及び課題

地域に複数の自主防災組織が存在する場合に、発災時に連携のとれた活動を行え

るよう日頃から、連絡応援体制を確立しておく必要がある。

また自主防災組織の活動実態を把握するとともに、地域コミュニティの防災体制

についても充実する必要がある。

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（イ）地域の自主防災組織の活動実態を把握し、地域の課題や防災活動の活性化を図

り、発災時に機能する組織づくりを推進する。

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第２章 第36節 企業防災に関する計画

第３ 計画の内容

２ 実施計画

イ 企業が実施する計画

（カ）豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動する

ことがないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、

テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための

適切な措置を講ずるよう努める。

第２章 第37節 ボランティア活動の環境整備

第３ 計画の内容

２ ボランティア活動の環境整備

(2) 実施計画

市の実施計画（福祉課）

イ 防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で

連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時におけるボランティア活動の

受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、

被災者ボランティアニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するととも

に、そのための意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じ

て推進する。

第２章 第40節 観光地の災害予防計画

第２ 主な取り組み

２ 外国人旅行者のために、避難場所や避難経路標識等の簡明化、多言語化や情報提供

体制の整備など災害時の防災環境づくりに努める。

第３ 計画の内容

１ 観光地での観光客の安全確保

(1) 実施計画

ア 市の実施計画（商工観光課）

（ア）観光地での災害時の市、関係機関、関係団体間の連絡体制を整備する。

第２章 第41節 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進

第２章 第 36 節 企業防災に関する計画

第３ 計画の内容

２ 実施計画

イ 企業が実施する計画

（カ）豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動する

ことがないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を

控えさせるための適切な措置を講ずるよう努める。

第２章 第 37 節 ボランティア活動の環境整備

第３ 計画の内容

２ ボランティア活動の環境整備

(2) 実施計画

市の実施計画（福祉課）

イ 行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害

時におけるボランティア活動の受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点

の確保、活動上の安全確保、被災者ボランティアニーズ等の情報提供方策等につい

て意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。

第２章 第 40 節 観光地の災害予防計画

第２ 主な取り組み

２ 外国人旅行者のために、避難場所や避難経路標識等の簡明化、多言語化や情報提供体

制の整備など災害発生時の防災環境づくりに努める。

第３ 計画の内容

１ 観光地での観光客の安全確保

(1) 実施計画

ア 市の実施計画（商工観光課）

（ア）観光地での災害発生時の市、関係機関、関係団体間の連絡体制を整備する。

第２章 第 41節 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３ 計画の内容

（２）実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

地域防災計画に地区防災計画を位置づけるよう市内の一定地区内の住民及び当該

地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防

災計画に地区防災計画を定める。

また、地区居住者の参加の下、地域防災力の充実強化のための具体的な事業に関

する計画を定める。

なお、市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区に

おいて、地区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、

個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整

理し、両計画の整合が図られるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体的

な運用が図られるよう努める。

第３章 第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

１ 警報等伝達活動

(2) 実施計画

２ 土砂災害警戒情報発表時の対応

ア 市の実施する対策（企画政策課）

県から土砂災害警戒情報発表の通知を受けたときは、速やかに避難指示を発

令するなど住民の避難行動へつなげる。また避難情報の周知を図る。

２ 住民の避難誘導対策

(1) 基本方針

風水害により、住民の生命、身体に危険が生じるおそれのある場合には、必要に応

じて、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の発令により適切な避難誘導を実施

し、災害の発生に備える。

また、浸水想定区域内や土砂災害危険箇所及び土砂災害警戒区域内の要配慮者利用

施設に対しては、迅速かつ適切な避難誘導に努める｡

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（全部等）

（オ）避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所や安全

な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマッ

第３ 計画の内容

（２）実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

地域防災計画に地区防災計画を位置づけるよう市内の一定地区内の住民及び当該

地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防

災計画に地区防災計画を定める。

また地区居住者の参加の下、地域防災力の充実強化のための具体的な事業に関す

る計画を定める。

第３章 第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

１ 警報等伝達活動

(2) 実施計画

２ 土砂災害警戒情報発表時の対応

ア 市の実施する対策（企画政策課）

県から土砂災害警戒情報発表・解除の通知を受けたときは、その情報を市民へ

伝達し、速やかな避難行動へつなげるよう努める。

２ 住民の避難誘導対策

(1) 基本方針

風水害により、住民の生命、身体に危険が生じるおそれのある場合には、必要に応

じて、高齢者等避難の伝達、避難指示を行うなど適切な避難誘導を実施し、災害の発

生に備える。

また、浸水想定区域内や土砂災害危険箇所及び土砂災害警戒区域内の要配慮者利用

施設に対しては、迅速かつ適切な避難誘導に努める｡

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（全部等）

（オ）避難指示等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への

移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への

災害対策基本法の改正

に合わせて修正

避難情報発令を具体化
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プ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの

判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊

急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべ

きことについて、住民等への周知徹底に努める。

（カ）市は、災害時または災害が発生するおそれのある場合には、必要に応じ指定緊

急避難場所及び指定避難所を開設し住民等に対して周知徹底を図る。また、あら

かじめ指定された施設以外の施設についても、必要がある場合は管理者の同意を

得て避難所とする。

（キ）住民に対する高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の伝達に当たっては、

関係事業所の協力を得つつ、Ｌアラート（災害情報共有システム）、広報車、㈱

エフエムとうみ等あらゆる広報手段を通じて、対象地域の住民に対する迅速か

つ的確な伝達に努める。

（（ク）～（ケ）略）

（コ）緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難を解除する場合には、十分に安全性

の確認に努める。

（（サ）略）

（シ）市は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設す

るよう努める。

（ス）市は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法

人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避

難所を開設し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して周

知するよう努める。特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるもの

を含め、ホテル・旅館等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。

（セ）市は、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐた

め、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑

状況を周知する等、避難の円滑化に努める。

４ 警報等の種類及び発表基準

１ 気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報

(1) 特別警報・警報・注意報

大雨や強風等の気象現象より、災害が発生するおそれがあるときには、「注意

報」が、重大な災害が発生するおそれがあるときには「警報」が、予想される現象

が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときには「特別

警報」が、現象の危険度と雨量、風速等の予想値が時間帯ごとに明示して、市町村

ごとに発表される。長野地方気象台では、気象特性に基づき県内を７９の区域に分

け発表している。

移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断

する場合は、近隣の緊急的な待避場所への移動又は屋内での待避等を行うべきこ

とについて、市は、住民等への周知徹底等に努める。

（カ）市は、災害が発生するおそれのある場合には、必要に応じ指定緊急避難場所及

び指定避難所を開設し住民等に対して周知徹底を図る。また、あらかじめ指定さ

れた施設以外の施設についても、必要がある場合は管理者の同意を得て避難所と

する。

（キ）住民に対する高齢者等避難の伝達、避難指示の伝達に当たっては、関係事業

所の協力を得つつ、Ｌアラート（災害情報共有システム）、広報車、㈱エフエム

東御等あらゆる広報手段を通じて、対象地域の住民に対する迅速かつ的確な伝

達に努める。

（（ク）～（ケ）略）

（コ）避難指示等を解除する場合には、十分に安全性の確認に努める。

（（サ）略）

（新設）

（新設）

（新設）

４ 警報等の種類及び発表基準

１ 気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報

(1) 特別警報・警報・注意報

大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには、「注意

報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大な災害が起

こるおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険度と雨量、風速

などの予想値を時間帯ごとに明示して、市町村ごとに発表される。長野地方気象

台では、気象特性に基づき県内を７９の区域に分け発表している。

国の防災基本計画に合

わせて修正

気象台による表現の統

一等
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特別警報・警報・注意報の概要

特別警報・警報・注意報の種類と概要（長野地方気象台が発表するもの）

特別警報・警報・注意報の概要

特別警報・警報・注意報の種類と概要（長野地方気象台が発表するもの）

避難情報に関するガイ

ドライン改正に伴う修

正

種 類 概 要

特別警報 大雨、大雪、暴風、暴風雪が特に異常であるため重大な災害が発生す

るおそれが著しく大きいときに、その旨を警告して行う予報

警報 大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪等により、重大な災害が発生するおそ

れがあるときに、その旨を警告して行う予報

注意報 大雨、洪水、大雪、強風、風雪等により、災害が発生するおそれがある

ときに、その旨を注意して行う予報

特別警報・警報・注意報の

種類

概 要

特別警報

大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。大雨特別警報には、大

雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特

別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事

項が明記される。災害が発生または切迫している状況であ

り、命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保する

必要があることを示す警戒レベル５に相当。

大雪特別警報 大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。

暴風雪特別警

報

雪を伴う暴風特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいときに発表される。「暴風による重

大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等によ

る重大な災害」のおそれについても警戒が呼びかけられ

る。

警報

大雨警報 大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災

害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）

のように、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報

（土砂災害）は、高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。

洪水警報 河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水によ

り、重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。河川の増水や氾濫、提坊の損傷や決壊によ

る重大な災害が対象としてあげられる。高齢者等は危険な

場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。

種 類 概 要

特別警報 大雨、大雪、暴風、暴風雪が特に異常であるため重大な災害の起こる

おそれが著しく大きい場合、その旨を警告して行う予報

警報 大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪等によって重大な災害の起こるおそ

れがある場合、その旨を警告して行う予報

注意報 大雨、洪水、大雪、強風、風雪等によって災害が起こるおそれがある

場合に、その旨を注意して行う予報

特別警報・警報・注意報の

種類

概 要

特別警報

大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。大雨特別警報には、大

雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特

別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事

項が明記される。

大雪特別警報 大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいときに発表される。

暴風雪特別警

報

雪を伴う暴風特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいときに発表される。「暴風による重

大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等によ

る重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。

警報

大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災

害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）

のように、特に警戒すべき事項が明記される。

洪水警報 大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、重大な災害が発

生するおそれがあると予想されたときに発表される。対象

となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、提坊の損傷

や決壊による重大な災害があげられる。
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大雪警報 大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。

暴風警報 暴風による重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。

暴風雪警報 雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがある

と予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」

に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による重大な災

害」のおそれについても警戒が呼びかけられる。

注意報

大雨注意報 大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。ハザードマップによる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警

戒レベル２である。

洪水注意報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災

害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に

備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２で

ある。

大雪注意報 大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。

風雪注意報 雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害

等による災害」のおそれについても注意が呼びかけられ

る。

濃霧注意報 濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。

雷注意報 落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。また、発達した雷雲の下で発生すること

の多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害への注意喚起

が付加されることもある。急な強い雨への注意も雷注意報

で呼びかけられる。

乾燥注意報 空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、火災の危険が大きい

気象条件が予想されたときに発表される。

なだれ注意報 「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想され

たときに発表される。

大雪警報 大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。

暴風警報 暴風による重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。

暴風雪警報 雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがある

と予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」

に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による重大な災

害」のおそれについても警戒を呼びかける。

注意報

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。

洪水注意報 大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。

大雪注意報 大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。

風雪注意報 雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害

等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

濃霧注意報 濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。

雷注意報 落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。また、発達した雷雲の下で発生すること

の多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害についての注

意喚起が付加されることもある。急な強い雨への注意につ

いても雷注意報で呼びかけられる。

乾燥注意報 空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、火災の危険が大きい

気象条件を予想した場合に発表される。

なだれ注意報 「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想され

たときに発表される。
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２ 水防法に基づくもの

(1) 洪水予報

水防法に基づき、重要河川で国土交通大臣又は長野県知事が定めた河川につい

て、国土交通大臣又は長野県知事と気象庁長官が共同して区間を決めてその状況を

水位又は流量を示して発表する警報及び注意報をいう。

２ 水防法に基づくもの

(1) 洪水予報

水防法に基づき、重要河川で国土交通大臣又は長野県知事が定めた河川につい

て、国土交通大臣又は長野県知事と気象庁長官が共同して区間を決めてその状況を

水位又は流量を示して発表する警報及び注意報をいう。

避難情報に関するガイ

ドライン改正に伴う修

正

着氷注意報 著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船

体等への被害が起こるおそれがあるときに発表される。

着雪注意報 著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船

体等への被害が発生するおそれがあるときに発表される。

融雪注意報 融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、洪水、浸水害、土砂災害等

の災害が発生するおそれがあるときに発表される。

霜注意報 霜により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への

被害が発生するおそれがあるときに発表される。

低温注意報 低温により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、低温による農作物等への著

しい被害や、冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害が

発生するおそれがあるときに発表される。

種 類 情報名 概 要

洪水警報

氾濫発生情報

洪水予報区間内で氾濫が発生したとき、氾濫が継続していると

きに発表される。

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要と

なる。災害がすでに発生している状況であり、命の危険が迫っ

ているため直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警

戒レベル５に相当。

氾濫危険情報

基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、氾濫危険水位以

上の状況が継続しているときに発表される。

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に

対する対応を求める段階であり、避難情報の発令の判断の参考

とする。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に

相当。

着氷注意報 著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船

体等への被害が起こるおそれがあるときに発表される。

着雪注意報 著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船

体等への被害が起こるおそれがあるときに発表される。

融雪注意報 融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、洪水、浸水、土砂災害等の

災害が発生するおそれがあるときに発表される。

霜注意報 霜により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への

被害が起こるおそれのあるときに発表される。

低温注意報 低温により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、低温のために農作物等に著

しい被害が発生したり、冬季の水道管凍結や破裂による著

しい被害の起こるおそれがあるときに発表される。

種 類 情報名 発 表 基 準

洪水警報

氾濫発生情報

洪水予報区間内で氾濫が発生したとき。

氾濫危険情報

基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき。
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３ 消防法に基づくもの

(1) 火災気象通報

消防法第２２条の規定により、気象状況が火災の予防上危険であるときに長野地方

気象台長が長野県知事に対して行う通報をいう。

４ その他の情報

(1) 大雨警報・洪水警報の危険度分布（キキクル）等警報の危険度分布（キキクル）等

の概要

３ 消防法に基づくもの

(1) 火災気象通報

消防法に基づき、気象状況が火災の予防上危険であるときに長野地方気象台長が長

野県知事に対して行う通報をいう。

４ その他の情報

(1) 大雨警報・洪水警報の危険度分布等警報の危険度分布等の概要

規定の明確化

危険度分布の愛称の追

記等

氾濫警戒情報

基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に達することが見

込まれるとき、避難判断水位に達し、更に水位の上昇が見込ま

れるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水位を下回ったと

き（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断水位を超え

る状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくなった

場合を除く）に発表される。

高齢者等避難の発令の判断の参考とする。高齢者等は危険な場

所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。

洪水

注意報
氾濫注意情報

基準地点の水位が氾濫注意水位に達し、更に水位の上昇が見込

まれるとき、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状況

が継続しているとき、避難判断水位に達したが水位の上昇が見

込まれないときに発表される。

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自ら

の避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。

区 分 発 表 基 準

火 災 気 象 通 報

長野地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基準と同

一とする。

ただし、実施基準に該当する地域及び時間帯で降水（降雪を含む）が予

想される場合には、通報を実施しない場合がある。

種 類 概 要

大雨警報（土砂災

害）の危険度分布

（土砂キキクル）

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で1km四方の領域

ごとに5段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨量分布及び土壌

雨量指数の予測を用いて常時10分毎に更新しており、大雨警報（土砂

災害）や土砂災害警戒情報が発表されたときには、大雨警報（土砂災

害）の危険度分布（土砂キキクル）により、どこで危険度が高まって

いるかを把握することができる。

氾濫警戒情報

基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達することが

見込まれるとき、あるいは避難判断水位に達し、更に水位の上

昇が見込まれるとき。

洪水

注意報
氾濫注意情報

基準地点の水位が氾濫注意水位に達し、更に水位の上昇が見込

まれるとき。

区 分 発 表 基 準

火 災 気 象 通 報

長野地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基準と同

一とする。

ただし、実施基準に該当する地域及び時間帯で降水（降雪を含む）が予

想される場合には、通報を実施しない場合がある。

種 類 概 要

大雨警報（土砂災

害）の危険度分布

（土砂災害警戒判定

メッシュ情報）

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で 1km 四方の領

域（メッシュ）ごとに 5段階に色分けして示す情報。常時 10 分毎に更

新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報が発表された

ときには、大雨警報（土砂災害）の危険度分布により、どこで危険度

が高まっているかを把握することができる。
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(3) 全般気象情報、関東甲信越地方気象情報、長野県気象情報

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合

や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予測、防災上の注意を解説する

場合等に発表される。雨を要因とする特別警報が発表されたときには、その後速やか

に、その内容を補足するため「記録的な大雨に関する長野県気象情報」、「記録的な大

雨に関する関東甲信越地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象情報」という

表題の気象情報が発表される。大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中

で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同じ場所で降り続いているとき（線状降水

帯）には、「顕著な大雨に関する長野県気象情報」、「顕著な大雨に関する関東甲信地方

気象情報」、「顕著な大雨に関する全般気象情報」という表題の気象情報が発表され

る。

(4) 土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度がさらに高まっ

た時、市町村長の避難指示や住民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町

村を特定して警戒を呼びかける情報で、長野県と長野地方気象台が共同で発表する。

なお、これを補足する情報として、実際に危険度が高まっている場所は大雨警報（土

砂災害）の危険度分布（土砂キキクル）で確認することができる。危険な場所からの

避難が必要とされる警戒レベル４に相当。

(3) 全般気象情報、関東甲信越地方気象情報、長野県気象情報

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合

や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予測、防災上の注意を解説する

場合等に発表される。雨を要因とする特別警報を発表したときには、その後速やかに、

その内容を補足するため「記録的な大雨に関する長野県気象情報」、「記録的な大雨に

関する関東甲信越地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象情報」という表題

の気象情報で発表される。

(4) 土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度がさらに高まっ

た時、市町村長の避難指示や住民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町

村を特定して警戒を呼びかける情報で、長野県と長野地方気象台が共同で発表する。

なお、これを補足する情報として、実際に危険度が高まっている場所が土砂災害警戒

判定メッシュ情報で発表される。

災害対策基本法による

改正

発表基準の変更による

大雨警報（浸水害）

の危険度分布

（浸水キキクル）

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1

ｋｍ四方の領域ごとに 5段階に色分けして示す情報。1時間先までの

雨量分布及び表面雨量指数の予測を用いて常時 10分毎に更新してお

り、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。

洪水警報の危険度分

布（洪水キキクル）

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びそ

の他の河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川

流路を概ね 1ｋｍごとに 5段階に色分けして示す情報。3時間先までの

雨量分布及び流域雨量指数の予測を用いて常時 10分毎に更新してお

り、洪水警報等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的

に確認することができる。

流域雨量指数の予測

値

水位周知河川及びその他の河川の各河川を対象として、上流域での降

雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示し

た情報。6時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り

込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して数値化

した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応

じて危険度を色分けし時系列で表示したものを、常時 10 分毎に更新し

ている。

大雨警報（浸水害

の危険度分布）

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1

ｋｍ四方の領域ごとに 5段階に色分けして示す情報。1時間先までの

雨量分布及び表面雨量指数の予測を用いて常時 10分毎に更新してお

り、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。

洪水警報の危険度分

布

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びそ

の他の河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で概ね

1ｋｍごとに 5段階に色分けして示す情報。3時間先までの雨量分布及

び流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分毎に更新しており、洪水警報

等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認するこ

とができる。

流域雨量指数の予測

値

水位周知河川及びその他の河川の各河川を対象として、上流域での降

雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示し

た情報。6時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り

込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して数値化

した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応

じて危険度を色分けし時系列で表示したものを、常時 10 分毎に更新し

ている。
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(5) 記録的短時間大雨情報

大雨警報発表中において、危険度分布（キキクル）の「非常に危険」（うす紫）が

出現し、かつ数年に一度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観測

（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせ

た分析）されたときに、気象庁から発表される。長野県の雨量による発表基準は、1

時間100ミリ以上の降水が観測又は解析されたときである。この情報が発表されたと

きは、土砂災害及び低地の浸水や中小河川の増水・氾濫による災害発生につながる

ような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている

場所を危険度分布（キキクル）で確認する必要がある。

(6) 竜巻注意情報

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を

呼びかける情報で、竜巻等の激しい突風の発生しやすい状況になっているときに、

県内の「北部・中部・南部」単位で気象庁から発表される。なお、実際に危険度が

高まっている場所は竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。この情報

の有効期間は発表から概ね1時間である。

(5) 記録的短時間大雨情報

大雨警報発表中に数年に一度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地

上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）

したときに、府県気象情報の一種として発表される。長野県の発表基準は 1時間 100

ミリ以上を観測又は解析したときである。この情報が発表されたときは、土砂災害や

低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降

っていることを意味しており、実際に災害発生の危険度が高まっている場所が警報の

「危険度分布」で発表される。

(6) 竜巻注意情報

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を

呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風

の発生しやすい状況になっている時に、県内の「北部・中部・南部」単位で発表さ

れる。なお、実際に危険度が高まっている場所が竜巻発生確度ナウキャストで発表

される。この情報の有効期間は発表から概ね1時間である。
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警報等伝達系統図

１ 注意報・警報および情報

(1)系統図

注１ 二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号の規定に基づく法定伝達先。

注２ 二重線の経路は、気象業務法第15条及び第15条の２によって、警報の通知又は周知の措置が

義務づけられている伝達経路。

注３ 国土交通省の機関については、気象業務法施行令第８条第３号に基づく水防活動用気象警報

等の通知先であるため、気象官署予報業務規則第103条第２項に基づき千曲川河川事務所に通

知を行う。

気象業務法等の規定に

基づく伝達先のみの記

載に修正
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２ 水防警報等

(1) 伝達系統

ア 洪水予報指定河川に対する洪水注意報及び洪水警報

千曲川・犀川

（注） は、NTTファクシミリ等による伝達を示す。
は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。

は、長野地方気象台から関係機関へ気象情報伝送システム等による伝達を示す。

は、オンラインによる伝達を示す。

は、電子メールによる伝達を示す。

第３章 第２節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

２ 被害状況等の調査と調査責任機関

別記 災害情報収集連絡系統

(2) 人的及び住家の被害状況報告 様式 2号又は消防庁第 4号様式（その 2）（表 21の 3）

高齢者等避難・避難指示・緊急安全確保等避難状況報告

様式2－1号又は長野県防災情報システムにより報告

２ 水防警報等

(1) 伝達系統

ア 洪水予報指定河川に対する洪水注意報及び洪水警報

千曲川・犀川

（注） は、NTTファクシミリ等による伝達を示す。
は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。

は、長野地方気象台から関係機関へ防災情報提供システム等による伝達を示す。

は、オンラインによる伝達を示す。

は、電子メールによる伝達を示す。

第３章 第２節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

２ 被害状況等の調査と調査責任機関

別記 災害情報収集連絡系統

(2) 人的及び住家の被害状況報告 様式 2号又は消防庁第 4号様式（その 2）（表 21 の 3）

高齢者等避難・避難指示等避難状況報告

様式 2－1号又は長野県防災情報システムにより報告

通信回線の変更に伴う

修正

災害対策基本法改正に

よる修正

調査事項 調査機関 協力機関

概況速報 市（総務部） 県関係現地機関

人的及び住家の被害 市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

高齢者等避難・避難指

示・緊急安全確保等避

難状況

市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

調査事項 調査機関 協力機関

概況速報 市（総務部） 県関係現地機関

人的及び住家の被害 市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

高齢者等避難、避難指

示、避難状況

市（総務部） 上田地域振興局 総務管理課

水防管理団体（東御市）

水防本部（東御市）
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(14) 教育関係被害状況報告 様式 15 号

ウ 文化財

第３章 第４節 広域相互応援活動

第１ 基本方針

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、市単独では十分な応急・復旧活動

を実施することが困難な場合、市町村相互等の応援協定及び法令に基づき、協力して迅速

かつ円滑な応急・復旧活動を実施する。（別記参照）

なお、東御市が被災し応援を受けようとする場合は、発災直後の概括的な被害状況等を

迅速に把握し、応援要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災

害応急業務等が急激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のため

の要員の確保が必要になり、当市の職員だけで対応していくことが困難な状況になること

から、応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の

派遣要請を行うこと。

また、東御市が被災しなかった場合は、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行う

とともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協

定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断する。

職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員

の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。

また、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペース

の適切な空間の確保に配慮する。

第２ 主な活動

(1) 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。

(2) 災害時に速やかな応援体制を整える。

(3) 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

(4) 応援活動に伴う経費を負担する。

(14) 教育関係被害状況報告 様式 15号

ウ 文化財

第３章 第４節 広域相互応援活動

第１ 基本方針

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、市単独では十分な応急・復旧活動

を実施することが困難な場合、市町村相互等の応援協定及び法令に基づき、協力して迅速

かつ円滑な応急・復旧活動を実施する。（別記参照）

なお、東御市が被災し応援を受けようとする場合は、発災直後の概括的な被害状況等を

迅速に把握し、応援要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災

害応急業務等が急激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のため

の要員の確保が必要になり、当市の職員だけで対応していくことが困難な状況になること

から、応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の

派遣要請を行うこと。

また、東御市が被災しなかった場合は、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行う

とともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協

定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。

第２ 主な活動

(1) 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。

(2) 災害覚知時に速やかな応援体制を整える。

(3) 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

(4) 応援活動に伴う経費を負担する。

連絡系統を整理

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

所有者 東御市
教育事務所

上田地域振興

局 文化庁

県文化財・生

涯 学 習 課

県危機管理防災課

（災害対策本部室）

県 教 育 政 策 課 所有者 東御市
教育事務所

上田地域振興

局 文化庁

県文化財・生

涯 学 習 課

県危機管理防災課

（災害対策本部室）

県 教 育 政 策 課
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第３ 活動の内容

２ 応援体制の整備

(1) 基本方針

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的確

に行うことが重要となることから、市は、災害時は、事前に締結されている相互応

援協定等に基づき、速やかに情報収集を行うとともに、応援体制を整え、要請を受

けた場合は、早急に出動する必要がある。

なお、地方公共団体等は職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職

員の選定に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

（ア）情報収集及び応援体制の確立

市、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、災害時は、速

やかに災害規模等の情報収集を行うとともに、応援体制を整え、被災地方公共団

体等（以下「要請側」という。）から要請を受けた場合は、直ちに出動する。

第３章 第５節 ヘリコプターの運用計画

第２ 主な活動

２ 市はヘリコプターを運航する機関と平常時から密接な連携を保ち、災害時には迅速

な要請手続きを行う。また必要に応じて「ヘリコプター運航調整会議」を開催し、ヘ

リコプターの活動について調整を行う。

第３章 第７節 救助・救急・医療活動

第３ 活動の内容

１ 救助・救急活動

(1) 基本方針

市、消防機関、警察、医療機関等関係機関が、それぞれの救助活動計画に従い、相

互の連携を密にしながら、円滑で効率的な救助・救急活動を行う。

また、大規模災害発生時においては、救助・救急需要が増大し、かつ広範囲にわた

ることが予想されるため、相互応援活動及びヘリコプター等による広域緊急輸送活動

を迅速かつ効果的に行う。

なお、災害現場で活動する消防機関、警察等関係機関の部隊は、新型コロナ

ウイルス感染症を含む感染症対策のため、職員の健康管理やマスク着用等を徹底

第３ 活動の内容

２ 応援体制の整備

(1) 基本方針

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的確

に行うことが重要となることから、市は、災害の発生を覚知したときは、事前に締

結されている相互応援協定等に基づき、速やかに情報収集を行うとともに、応援体

制を整え、要請を受けた場合は、早急に出動する必要がある。

なお、地方公共団体等は職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職

員の選定に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

（ア）情報収集及び応援体制の確立

市、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、風水害等の発

生を覚知したときは、速やかに災害規模等の情報収集を行うとともに、応援体制

を整え、被災地方公共団体等（以下「要請側」という。）から要請を受けた場合

は、直ちに出動する。

第３章 第５節 ヘリコプターの運用計画

第２ 主な活動

２ 市はヘリコプターを運航する機関と平常時から密接な連携を保ち、災害発生時には迅

速な要請手続きを行う。また必要に応じて「ヘリコプター運航調整会議」を開催し、ヘ

リコプターの活動について調整を行う。

第３章 第７節 救助・救急・医療活動

第３ 活動の内容

１ 救助・救急活動

(1) 基本方針

市、消防機関、警察、医療機関等関係機関が、それぞれの救助活動計画に従い、相

互の連携を密にしながら、円滑で効率的な救助・救急活動を行う。

また、大規模災害発生時においては、救助・救急需要が増大し、かつ広範囲にわた

ることが予想されるため、相互応援活動及びヘリコプター等による広域緊急輸送活動

を迅速かつ効果的に行う。

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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する。

２ 医療活動

(2) 実施計画

ウ 住民が実施する対策

発災直後の応急処置により傷病者の救命率が飛躍的に高まることから、初期救

助・救急活動について日頃から認識を深めるとともに、被災時は、感染症対策を講

じた上で、自発的に救急活動を行うよう心掛ける。

第３章 第８節 消防・水防活動

第３ 活動の内容

１ 消防活動

(2) 実施計画

イ 住民、事業所及び自主防災組織等が実施する対策

（ア）出火防止、初期消火活動等

住民等は、災害時には使用中のコンロ、ストーブ、その他火災発生原因となる

火気器具等の取扱に十分留意し、火災の発生を防止するとともに、火災が発生し

た場合は、積極的な初期消火活動の実施及び消防機関への協力に努める。

また、自主防災組織等においても初期消火活動を実施するとともに、消防機関

に協力して延焼拡大の防止に努める。

なお、住民等は避難の際ブレーカーの遮断を行い、避難後における電気器具か

らの出火防止を図る。

第３章 第９節 要配慮者に対する応急活動

第 1 基本方針

災害時には、要配慮者とりわけ避難行動要支援者は、自力での避難等が困難であり、

被災する可能性が高いことから、県、市及び医療機関、社会福祉施設等の関係機関は、

地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、要配慮者とりわけ避難行動要支援者の態

様に十分配慮した応急活動を行う。

第３ 活動の内容

１ 避難受入れ活動

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（企画振興課・福祉課）

（イ）避難行動要支援者の避難支援及び安否確認

市は、避難支援等関係者と連携し、避難行動要支援者に関する避難支援計画等

２ 医療活動

(2) 実施計画

ウ 住民が実施する対策

発災直後の応急処置により傷病者の救命率が飛躍的に高まることから、初期救

助・救急活動について日頃から認識を深めるとともに、被災時は感染症対策を講じ

た上で、自発的に救急活動を行うよう心掛ける。

第３章 第８節 消防・水防活動

第３ 活動の内容

１ 消防活動

(2) 実施計画

イ 住民、事業所及び自主防災組織等が実施する対策

（ア）出火防止、初期消火活動等

住民等は、災害発生時には使用中のコンロ、ストーブ、その他火災発生原因と

なる火気器具等の取扱に十分留意し、火災の発生を防止するとともに、火災が発

生した場合は、積極的な初期消火活動の実施及び消防機関への協力に努める。

また、自主防災組織等においても初期消火活動を実施するとともに、消防機関

に協力して延焼拡大の防止に努める。

なお、住民等は避難の際ブレーカーの遮断を行い、避難後における電気器具か

らの出火防止を図る。

第３章 第９節 要配慮者に対する応急活動

第 1 基本方針

災害が発生した際、要配慮者とりわけ避難行動要支援者は、自力での避難等が困難で

あり、被災する可能性が高いことから、県、市及び医療機関、社会福祉施設等の関係機

関は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、要配慮者とりわけ避難行動要支援

者の態様に十分配慮した応急活動を行う。

第３ 活動の内容

１ 避難受入れ活動

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（企画振興課・福祉課）

（イ）避難行動要支援者の避難支援及び安否確認

市は、避難支援等関係者と連携し、避難行動要支援者に関する避難支援計画等

文章整理

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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に基づき、関係者に予め提供した名簿に掲載した避難行動要支援者の避難支援を

行う。

なお災害時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動

要支援者名簿及び個別避難計画を効果的に活用し、避難行動要支援者について

避難支援や迅速な安否確認が行われるように努める。

（ウ）避難所での生活環境整備

（略）

ｃ 避難所における相談体制の整備及び必要な人員の確保・提供

福祉避難所（室）及び要配慮者が生活する避難所には、保健師や介護支援専門

員等を配置した相談窓口を設置のうえ、要配慮者のニーズや生活状況を適切に把

握し、医師、看護師、保健師、介護職員、心理カウンセラー、手話・外国語通訳

者等の派遣を必要に応じて迅速に行う。

職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、

応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底す

る。

イ 関係機関等が実施する対策

（ア）避難行動要支援者の避難支援及び安否確認

避難支援等関係者は、避難行動要支援者に関する避難支援計画等に基づき、市

から予め提供された名簿に掲載した避難行動要支援者の避難支援を行う。

なお災害時において、市から予め提供された名簿に掲載されていない避難行

動要支援者の名簿提供があり、避難支援について協力の依頼があった場合は、

可能な範囲で避難支援を行うよう努める。

第３章 第 12節 避難受入及び情報提供活動

第 1 基本方針

風水害発生時においては、浸水、建築物の破損、崖崩れ等が予想され地域住民の身体、

生命に大きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第 1次的実施

責任者である市長が中心に計画作成をしておく。

その際、高齢者、障がい者等の要配慮者についても十分考慮する。

特に市内には、多くの要配慮者利用施設が土砂災害危険箇所内に所在しているため、

避難情報の伝達や、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっては、これらの施設に

十分配慮する。

に基づき、関係者に予め提供した名簿に掲載した避難行動要支援者の避難支援を

行う。

なお発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要

支援者名簿を効果的に活用し、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否

確認が行われるように努める。

（ウ）避難所での生活環境整備

（略）

ｃ 避難所における相談体制の整備及び必要な人員の確保・提供

福祉避難所（室）及び要配慮者が生活する避難所には、保健師や介護支援専門

員等を配置した相談窓口を設置のうえ、要配慮者のニーズや生活状況を適切に把

握し、医師、看護師、保健師、介護職員、心理カウンセラー、手話・外国語通訳

者等の派遣を必要に応じて迅速に行う。

イ 関係機関等が実施する対策

（ア）避難行動要支援者の避難支援及び安否確認

避難支援等関係者は、避難行動要支援者に関する避難支援計画等に基づき、市

から予め提供された名簿に掲載した避難行動要支援者の避難支援を行う。

なお発災時において、市から予め提供された名簿に掲載されていない避難行

動要支援者の名簿提供があり、避難支援について協力の依頼があった場合は、

可能な範囲で避難支援を行うよう努める。

第３章 第 12節 避難受入及び情報提供活動

第 1 基本方針

風水害発生時においては、浸水、建築物の破損、崖崩れ等が予想され地域住民の身体、

生命に大きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第 1次的実施

責任者である市長が中心に計画作成をしておく。

その際、高齢者、障がい者等の要配慮者についても十分考慮する。

特に市内には、多くの要配慮者利用施設が土砂災害危険箇所内に所在しているため高

齢者等避難の伝達や、避難指示、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっては、こ

れらの施設に十分配慮する。

国の防災基本計画の変

更による

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第２ 主な活動

１ 避難指示等を発令する際は、適切に避難情報を発令し、速やかにその内容を住民に

周知する。

２ 市長は必要に応じ警戒区域の設定を行う。

３ 避難誘導に当たっては、要配慮者に配慮し、誘導員は的確な指示を行う。

４ 市は避難者のために指定避難所を開設し、良好な避難生活を確保する。

５ 県及び市は、広域的な避難が必要な場合は、速やかな避難の実施に努める。

６ 県及び市は、速やかに住宅の確保等を行う。

７ 県、市及び関係機関は、被災者等への的確な情報提供を行う。

第３ 活動の内容

１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保

(1) 基本方針

風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる

場合には、住民に対し状況に応じて、避難指示等を発令し伝達する。

避難指示等を発令する者は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の

積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難指示等

を発令した場合は、速やかにその内容を住民に周知する｡

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。

また、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルとの関係が

明確になるよう、5段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避難判

断を促す。

(2) 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策（関係課等）

イ 高齢者等避難、避難指示の意味

○ 「高齢者等避難」

人的被害の発生する可能性が高まった状況で、一般住民に対しては避難の準

備を呼びかけ、避難行動に時間を要する高齢者や要配慮者及びその支援に当た

る人には避難行動の開始を呼びかける行為をいう。

○ 「避難指示」

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身

体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認

めるときに発せられ、住民を避難のため立ち退きを指示することをいう。

第２ 主な活動

１ 高齢者等避難、避難指示の実施者は適切にその実施を行い、速やかにその内容を住民

に周知する。

２ 市長は必要に応じ警戒区域の設定を行う。

３ 避難誘導に当たっては、要配慮者に配慮し、誘導員は的確な指示を行う。

４ 市は避難者のために指定避難所を開設し、良好な避難生活を確保する。

５ 県及び市は、広域的な避難が必要な場合は、速やかな避難の実施に努める。

６ 県及び市は、速やかに住宅の確保等を行う。

７ 県、市及び関係機関は、被災者等への的確な情報提供を行う。

第３ 活動の内容

１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保

(1) 基本方針

風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる

場合には、住民に対し状況に応じて、高齢者等避難の伝達、避難指示を行う。

高齢者等避難を伝達する者、避難指示を行う者は、関係機関相互に緊密な連携を図

りながら、地域住民の積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努める

とともに、高齢者等避難の伝達、避難指示を行なった場合は、速やかにその内容を住

民に周知する｡

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。

また、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルとの関係が

明確になるよう、5段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避難判

断を促す。

(2) 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策（関係課等）

イ 高齢者等避難、避難指示の意味

○ 「高齢者等避難」

人的被害の発生する可能性が高まった状況で、一般住民に対しては避難の準

備を呼びかけ、避難行動に時間を要する要配慮者及びその支援に当たる人には

避難行動の開始を呼びかける行為をいう。

○ 「避難指示」

被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、住民を避難のため立ち

退かせるためのものをいう。

災害対策基本法改正に

よる修正
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ウ 避難指示、高齢者等避難の発令及び報告、通知等

（ア） 市長の行う措置

「各種マニュアル集 避難情報の判断・伝達マニュアル」により避難指示等を

発令する。

ａ 避難指示

災害時において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防

止するため、特に必要があると認めるときは、次の地域の居住者、滞在者その他

の者に対し、避難方向又は指定緊急避難場所を示し、早期に避難指示を行う。

なお、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等や

むを得ないときは、屋内の二階以上の場所への待避等の確保措置をとるよう、地

域の居住者等に対し指示する。

なお、災害の危険性が高まり、避難指示の対象地域、発令及び解除の判断時

期等について必要があると認められる場合は、県、指定行政機関及び指定地方

行政機関に速やかに助言を求める。

（エ）警察官の行う措置

ａ 指示

（ｅ）避難のための指示を行うにあたっては、関係機関と協力し、広報車等によ

り、避難の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅速な周知

徹底を図る。

２ 警戒区域の設定

(2) 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策（総務課・建設課・東御消防署）

ウ 警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様、関係機関及び住民にその内容

を周知する。

エ 上記（2）ア（オ）の自衛官が警戒区域の設定を行った場合は、直ちに、その旨を

市長に通知する。

４ 避難所の開設・運営

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（関係課等）

（イ）災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう

努める。

（ウ）指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が

所有する研修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を

開設し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知する

よう努める。特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含

ウ 避難指示、高齢者等避難の発令及び報告、通知等

（ア） 市長の行う措置

「各種マニュアル集 避難情報の判断・伝達マニュアル」により避難指示等を

発令する。

ａ 避難指示

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を

災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため、特に必要があると認めると

きは、次の地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難方向又は指定緊急避難

場所を示し、早期に避難指示を行う。

なお、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等や

むを得ないときは、屋内の二階以上の場所への待避等の確保措置をとるよう、地

域の居住者等に対し指示する。

なお、災害の危険性が高まり、避難指示の対象地域、発令及び解除の判断時

期等について必要があると認められる場合は、県、指定行政機関及び指定地方

行政機関に速やかに助言を求める。

（エ）警察官の行う措置

ａ 指示

（ｅ）避難のための勧告、指示を行うにあたっては、関係機関と協力し、広報車等

により、避難の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅速な周

知徹底を図る。

２ 警戒区域の設定

(2) 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策（総務課・建設課・東御消防署）

ウ 警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様、関係機関及び住民に

その内容を周知する。

エ 上記（2）ア（オ）の自衛官が警戒区域の設定を行った場合は、直ちに、その旨を

市長に通知する。

４ 避難所の開設・運営

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（関係課等）

（新設）

（新設）

国の防災基本計画に合

わせて修正
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め、ホテル・旅館等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。

（エ）避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。

（オ）避難所を開設したときは、市長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘

導し保護する。

（カ）指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の

協力が得られるように努める。

ａ 避難者

ｂ 住民

ｃ 自主防災組織

ｄ 他の地方公共団体

ｅ ボランティア

ｆ 避難所運営について専門性を有した外部支援者

（キ）指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。

（ク）避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食事や水等を受け取り

に来ている避難者等に係る情報の把握に努める。

（ケ）避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に

配慮する。

（コ）指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策

を講じる。また避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、段ボー

ルベッド等、パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、

洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等よる巡回の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避

難者の健康状態や指定避難場所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう

努める。また必要に応じ、指定避難所における家庭動物のためのスペースの確保

等、同行避難について適切な体制整備に努める。

（サ）指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避

難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難

所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努める。

（シ）指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違

い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室

の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防

犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家

庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。

(ス) 指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するた

め、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・浴施

（イ）避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。

（ウ）避難所を開設したときは、市長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘

導し保護する。

（エ）指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の

協力が得られるように努める。

ａ 避難者

ｂ 住民

ｃ 自主防災組織

ｄ 他の地方公共団体

ｅ ボランティア

ｆ 避難所運営について専門性を有した外部支援者

（オ）指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。

（カ）避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食事や水等を受け取り

に来ている被災者等に係る情報の把握に努める。

（キ）避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に

配慮する。

（ク）指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策

を講じる。また避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易ベ

ッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保

健師、看護師、管理栄養士等よる巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の

確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避難者の健康状態や指定避

難場所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう努める。また必要に応じ、

指定避難所における家庭動物のためのスペースの確保等、同行避難について適切

な体制整備に努める。

（新設）

（ケ）指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違

い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室

の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布

等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配

慮した指定避難所の運営管理に努める。

（新設）
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設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴

力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等

の安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携の

下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。

（セ）災害の規模、避難者の収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じ

て、ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。

５ 広域避難及び広域一時滞在を要する場合の活動

(1) 基本方針

広域避難及び広域一時滞在については、県、市及び関係機関は相互に連携し、速

やかな避難の実施に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課・企画振興課）

（ア) 広域避難の対応

a 協議

災害の予測規模、避難者数にかんがみ、市町村の区域外への広域的な避難、指

定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県

内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の

市町村への受入れについては、県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほ

か、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、自ら他

の都道府県内の市町村に協議する。なお、広域避難に関して必要な調整を行うよ

う県に求める。

b 実施

あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、関係者間

で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努める。

ｃ 避難者への情報提供

避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政機関、公共機

関、他の地方公共団体及び事業者と相互に連絡をとりあい、放送事業者等を含め

た関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるよう

に努める。

（イ） 広域一時滞在の対応

a 協議

被災市町村は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、

被災市町村の区域外への広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が

必要であると判断した場合において、県内の他の市町村への受入れについては当

該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当

該他の都道府県との協議を求める。なお、広域一時滞在に関して必要な調整を行

うよう県に求める。

（コ）災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に

応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に促す。

５ 広域的な避難を要する場合の活動

(1) 基本方針

大規模災害が発生し、被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合

は、県、市及び関係機関は相互に連携し、速やかな避難の実施に努める。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課・企画振興課）

（ア）被害が甚大で市域を超えた広域の避難・収容が必要と判断される場合には、県

に支援を要請する。

（イ）被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合は、避難先の市町村

に対し、指定避難所の供与及びその他の災害救助の実務に協力するよう要請す

る。

災害対策基本法改正に

合わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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ｂ 広域的避難収容活動の実施

政府本部が作成する広域的避難収容実施計画に基づき、適切な広域的避難収容

活動を実施する。

(削除)

(削除)

(削除)

ウ【運送事業者等の関係事業者が実施する対策(広域避難)】

(ア) 活動実施

運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計

画に基づき、国、地方公共団体等の関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。

(イ) 避難者への情報提供

関係事業者は、避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定

行政機関、公共機関及び地方公共団体と相互に連絡をとりあい、放送事業者等

を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供で

きるように努める。

第３章 第 14節 食料品等の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 食料品等の調達

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

市は、計画等で定めた非常用食料必要量を超えるような供給が必要となった場合

は、物資調達・輸送調整等支援システムを用いて県災害対策本部室に対して食料の

供給について種類及び数量を、管理栄養士等行政栄養士等行政栄養関係者の関与の

下、明示して要請を行う。

第３章 第 16節 生活必需品の調達供給活動

第 1 基本方針

災害発生後、住民の避難所での生活必需品については、基本的には市が備蓄分を供給す

るが、被害状況等に応じて、市からの要請に基づき県は生活必需品の迅速な調達・供給を

行う。

このため、要請された生活必需品の調達・供給に関して、連絡・調整・輸送・集積等に

（ウ）この場合、避難者の把握、住民等の避難先の指定を行い、あらかじめ定めた避

難輸送方法等により避難させる。

（エ）避難者を受け入れる市町村は、指定避難所を開設するとともに必要な災害救助

を実施する。

（オ）居住地以外の市町村に避難する被災者に対して、必要な情報や支援・サービ

スを容易かつ確実に受け取ることができるよう努める。

（新設）

第３章 第 14 節 食料品等の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 食料品等の調達

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（総務課）

市は、計画等で定めた非常用食料必要量を超えるような供給が必要となった場合

は、物資調達・輸送調整等支援システムを用いて近隣市町村及び県災害対策本部室

に対して食料の供給について種類及び数量を、管理栄養士等行政栄養士等行政栄養

関係者の関与の下、明示して要請を行う。

第３章 第 16節 生活必需品の調達供給活動

第 1 基本方針

災害発生後、住民の避難所での生活必需品については、基本的には市が備蓄分を供給す

るが、被害状況等に応じて、市からの要請に基づき県は生活必需品の迅速な調達・供給を

行う。

このため、要請された生活必需品の調達・供給に関して、連絡・調整・輸送・集積等に

物資調達・輸送調整等

支援システムを用いた

要請フローを反映
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ついて体制の整備を図る。

なお、被災地で求められる物資は時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を

得た物資の調達に留意する。また、避難所における感染症拡大防止に必要な物資をはじ

め、夏季には冷房器具、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮す

るとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮する。

第３章 第 17節 保健衛生、感染症予防活動

第２ 主な活動

２ 平常時から感染症予防対策用資機材の整備、感染症予防対策のための組織の明確化を

図り、災害時においては、本部長の命を受けて民生福祉部長が実施責任者となり、衛生

指導、健康調査などの感染症予防活動を速やかに行う。また、感染症発生時には、疫学

調査や患者への医療提供、消毒などのまん延防止措置を行う。

第３ 活動の内容

２ 感染症予防活動

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（健康保健課）

（イ）災害発生に備え、感染症予防対策用器具の整備及び訓練（点検を含む。）、機材

の確保を図る。

（オ）災害時は、感染症予防活動に要する器具機材の必要量を速やかに算出し、不足

分の入手に努める。

（カ）被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症について患者又は無症

状病原体保有者が発生した場合は、まん延防止のため、防災担当部局と保健福祉

担当部局が連携して、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

に基づく消毒やねずみ族、昆虫等の駆除等や、予防接種法による臨時予防接種を

県の指示に応じて実施する。また、長野県避難所運営マニュアル策定指針等を参

考に感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。

加えて、自宅療養者等が指定避難所に避難する可能性を考慮し、関係部局に

おいて避難所の運営に必要な情報を共有するとともに、災害時には、関係機関

と連携し、自宅療養者等の避難の確保のために必要な連絡・調整を行う。

第３章 第 21 節 危険物施設等応急活動

第３ 活動の内容

１ 共通事項

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（市民課）

ついて体制の整備を図る。

なお、被災地で求められる物資は時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を

得た物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含

めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違

いに配慮する。

第３章 第 17節 保健衛生、感染症予防活動

第２ 主な活動

２ 平常時から感染症予防対策用資機材の整備、感染症予防対策のための組織の明確化を

図り、災害発生時においては、本部長の命を受けて民生福祉部長が実施責任者となり、

衛生指導、健康調査などの感染症予防活動を速やかに行う。また、感染症発生時には、

疫学調査や患者への医療提供、消毒などのまん延防止措置を行う。

第３ 活動の内容

２ 感染症予防活動

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（健康保健課）

（イ）災害発生に備え、感染症予防対策用器具の整備及び訓練（含点検）、機材の確保

を図る。

（オ）災害発生時は、感染症予防活動に要する器具機材の必要量を速やかに算出し、

不足分の入手に努める。

（カ）被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症について患者又は無症

状病原体保有者が発生した場合は、まん延防止のため、防災担当部局と保健福祉

担当部局が連携して、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

に基づく消毒やねずみ族、昆虫等の駆除等や、予防接種法による臨時予防接種を

県の指示に応じて実施する。また、長野県避難所運営マニュアル策定指針等を参

考に感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。

第３章 第 21 節 危険物施設等応急活動

第３ 活動の内容

１ 共通事項

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（市民課）

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

文書の修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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(ア) 災害時における連絡

危険物施設等において災害時における関係機関との連絡体制を確立する。

２ 危険物施設の応急対策

(2) 実施計画

ア 上田地域広域連合消防本部の実施対策（東御消防署）

（イ）災害時における連絡

危険物施設において災害時における連絡体制を確立する。

第３章 第 28節 災害広報活動

第３ 活動の内容

１ 住民等への的確な情報の伝達

(1) 基本方針

市、放送事業者及び関係機関が相互に緊密な連絡を取り、災害の状況に関する情報

や生活関連情報等住民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、可能な限り多くの媒

体を活用し、住民等の立場に立って的確に提供する。

また、災害時には情報の混乱等も予想され、的確な情報の伝達、効果的な応急活

動の実施のためには、報道や取材についての報道機関の協力も必要である。

(2) 実施計画

イ 放送事業者が実施する対策

(ア) 法令に基づく放送送出

災害対策基本法等の法令に基づき、関係機関から警報、避難情報等について放

送送出の要請があった場合は、放送内容、優先順位等を考慮して、放送事業者は

速やかに放送を実施する。

なお、市からの放送要請は、県において一括調整し、｢災害時における放送要

請に関する協定｣に基づき、県から要請を行う。

法令に基づく放送送出要請機関は次のとおりである。

ａ 県及び市

ｂ 長野地方気象台

ｃ 日本赤十字社（長野県支部）

第３章 第 30節 建築物災害応急活動

第３ 活動の内容

２ 文化財

(ア) 災害発生時における連絡

危険物施設等において災害が発生し又は発生するおそれがある場合における関

係機関との連絡体制を確立する。

２ 危険物施設の応急対策

(2) 実施計画

ア 上田地域広域連合消防本部の実施対策（東御消防署）

（イ）災害発生時等における連絡

危険物施設において災害が発生し又は発生するおそれがある場合における連

絡体制を確立する。

第３章 第 28節 災害広報活動

第３ 活動の内容

１ 住民等への的確な情報の伝達

(1) 基本方針

市、放送事業者及び関係機関が相互に緊密な連絡を取り、災害の状況に関する情報

や生活関連情報等住民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、可能な限り多くの媒

体を活用し、住民等の立場に立って的確に提供する。

また、災害発生時には情報の混乱等も予想され、的確な情報の伝達、効果的な応急

活動の実施のためには、報道や取材についての報道機関の協力も必要である。

(2) 実施計画

イ 放送事業者が実施する対策

(ア) 法令に基づく放送送出

災害対策基本法等の法令に基づき、関係機関から警報、避難命令等について放

送送出の要請があった場合は、放送内容、優先順位等を考慮して、放送事業者は

速やかに放送を実施するものとする。

なお、市からの放送要請は、県において一括調整し、｢災害時における放送要

請に関する協定｣に基づき、県から要請を行う。

法令に基づく放送送出要請機関は次のとおりである。

ａ 県及び市

ｂ 長野地方気象台

ｃ 日本赤十字社（長野県支部）

第３章 第 30節 建築物災害応急活動

第３ 活動の内容

２ 文化財

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

(ア) 市教育委員会は、災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策

について万全を期すよう指導する。

(イ) 国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その災害の原因、被害の概況及び

応急措置その他必要事項について県教育委員会に報告する。

(ウ) 被災した建造物内の文化財について、所有者や県教育委員会等の関係機関と連

携して応急措置をとる。

イ 所有者が実施する対策

（ア）見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行う。

（イ）文化財の火災による焼失を防ぐための措置を行う。

（ウ）災害原因、被害の状況及び応急措置その他必要事項を調査し、市教育委員会へ

報告し、被害の状況に応じ被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化庁、県

教育委員会、市教育委員会の指導を受けて実施する。

(エ) 被災した建造物内の文化財について、県教育委員会や市教育委員会等の関係機

関と連携して応急措置をとる。

第３章 第 33節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 構造物に係る二次災害防止対策

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（建設課）

（ア）道路及び橋梁の被害について、速やかに県に報告し、各関係機関と連携を図

りながら交通規制、応急復旧を行う。

（イ）災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保す

るための必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのあ

る部分や、応急措置の支障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置を行

う。

２ 危険物施設等にかかる二次災害防止対策

(2) 実施計画

(危険物関係)

ア 上田地域広域連合消防本部の実施対策（東御消防署）

（イ）災害時における連絡

危険物施設において災害時における連絡体制を確立する。

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

市教育委員会は、災害が発生した場合の所有者又は管理者が実施すべき対策につ

いて万全を期すよう指導し、国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その災害

の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項について県教育委員会に報告す

る。

イ 所有者が実施する対策

（ア）見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行うものとする。

（イ）文化財の火災による焼失を防ぐための措置を行うものとする。

（ウ）災害原因、被害の状況及び応急措置その他必要事項を調査し、市教育委員会へ

報告し、被害の状況に応じ被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化庁、県

教育委員会、市教育委員会の指導を受けて実施するものとする。

（新設）

第３章 第 33 節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 構造物に係る二次災害防止対策

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（建設課）

道路及び橋梁の被害について、速やかに県に報告し、各関係機関と連携を図りな

がら交通規制、応急復旧を行う。

（新設）

２ 危険物施設等にかかる二次災害防止対策

(2) 実施計画

(危険物関係)

ア 上田地域広域連合消防本部の実施対策（東御消防署）

（イ）災害発生時等における連絡

危険物施設において災害が発生し又は発生するおそれがある場合における連

絡体制を確立する。

文化財の被災に関する

対応について記載を修

正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第３章 第 34節 ため池災害応急活動

第２ 主な活動

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のため、関係機関と調整を図る。

第３ 活動の内容

１ 基本方針

ため池が決壊した場合又は決壊のおそれが生じた場合は農林課長が実施責任者とな

り速やかに位置及び被害状況について把握するとともに、県の協力を受け応急工事を実

施する。

２ 実施計画

(1) 市の実施対策（農林課・土地改良区）

ア 災害発生後の緊急点検の結果及び被害が生じた場合の状況は、速やかに県及び関

係機関へ報告する。

イ 人命を守るため、ため池下流の住民を安全な場所へ避難させる。

ウ 被害を拡大させないよう、早急に応急工事を実施する。

（2） 関係機関が実施する対策

ア ため池管理者は、ため池に決壊のおそれが生じた場合、住民が迅速に避難できる

よう、速やかに市へ報告する。

イ ため池管理者は、堤体により亀裂等が確認され、決壊のおそれが生じた場合、緊

急に取水施設を操作し、貯留水を放流する。

ウ ため池管理者は、市が実施する応急対策に協力する。

第３章 第 36 節 文教活動

第１ 基本方針

幼稚園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において｢学校｣という）は多くの幼

児及び児童生徒（以下この節において｢児童生徒等｣という）を収容する施設であり、災害

時には児童生徒等の安全及び教育を確保する必要がある。

このため、市は、あらかじめ定められた計画（土砂災害警戒区域内に立地する施設に

あっては避難確保計画）に基づき避難誘導活動に努めるとともに、速やかな応急教育の

実施、被災した児童生徒等に対する教科書の供与及び授業料の減免等の措置を行う。

第３ 活動の内容

１ 児童生徒等に対する避難誘導

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

第３章 第 34節 ため池災害応急活動

第２ 主な活動

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のために関係機関と調整を図る。

第３ 活動の内容

１ 基本方針

ため池が決壊した場合、もしくは決壊のおそれが生じた場合は農林課長が実施責任者

となり速やかに位置及び被害状況等について把握するとともに、県の協力を受け応急工

事を実施する。

２ 実施計画

ア 市の実施対策（農林課・土地改良区）

（ア）災害発生後の緊急点検の結果及び被害が生じた場合の状況は、速やかに県及び関

係機関へ報告する。

（イ）人命を守るため、ため池下流の住民を安全な場所へ避難させる。

（ウ）被害を拡大させないよう早急に応急工事を実施する。

イ 関係機関が実施する対策

（ア）管理団体において、ため池の緊急点検を実施し、結果を速やかに市へ報告するも

のとする。

（イ）堤体により亀裂等が確認され決壊のおそれが生じた場合、緊急に取水施設を操作

し貯留水を放流するものとする。

（ウ）市が実施する応急対策について協力するものとする。

第３章 第 36 節 文教活動

第１ 基本方針

幼稚園、小学校、中学校及び高等学校（以下この節において｢学校｣という）は多くの幼

児及び児童生徒（以下この節において｢児童生徒等｣という）を収容する施設であり、災害

発生時には児童生徒等の安全及び教育を確保する必要がある。

このため、市は、あらかじめ定められた計画（土砂災害警戒区域内に立地する施設に

あっては避難確保計画）に基づき避難誘導活動に努めるとともに、速やかな応急教育の

実施、被災した児童生徒等に対する教科書の供与及び授業料の減免等の措置を行う。

第３ 活動の内容

１ 児童生徒等に対する避難誘導

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

文書の修正

記号・文言の修正

記号・文言の修正

関係機関名を明記

国の防災基本計画に合

わせて修正
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（イ）児童生徒等が在校中の場合の措置

ａ 情報収集に努め、道路閉鎖や交通機関の運行に支障が生ずる前に、安全な方法

で下校又は保護者への引き渡しを行う。

ｂ 市長等から避難指示があった場合及び学校長の判断により、児童生徒等を速や

かに指定された避難場所・施設へ誘導する。

２ 応急教育計画

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

（ア）市教委は災害時における教育活動に万全を期するため、下記事項に留意し、災

害時の対応、応急教育に関する対策について学校を指導及び支援する。

第３章 第 37節 飼養動物の保護対策

第３ 活動の内容

(2) 実施計画

イ 飼養動物の飼い主が実施する対策

（ア）飼養動物の飼い主は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48 年法律第 105

号）及び、動物の愛護及び管理に関する条例（平成 21 年長野県条例第 16 号）に

基づき、災害時においても、動物の健康及び安全を保持し適正に取扱う。

第３章 第 38節 ボランティアの受入れ体制

第３ 活動の内容

１ 被災者のボランティアニーズの把握と受け入れ体制の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（福祉課）

（オ）都道府県等又は都道府県から事務の委任を受けた市町村は，共助のボランテ

ィア活動と地方公共団体の実施する救助の調整事務について，社会福祉協議会

等が設置する災害ボランティアセンターに委託する場合は，当該事務に必要な

人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることができる。

第３章 第 40節 災害救助法の適用

第 1 基本方針

市町村単位の被害が一定の基準以上かつ応急的な復旧を必要とする場合（被害のおそれ

がある場合を含む。）に、災害救助法を適用し、被災者の保護及び社会秩序の保全を図る。

（イ）児童生徒等が在校中の場合の措置

ａ 情報収集に努め、道路閉鎖や交通機関の運行に支障が生ずる前に、安全な方法

で下校又は保護者への引き渡しを行う。

ｂ 市長等から避難の勧告又は指示があった場合及び学校長の判断により、児童生

徒等を速やかに指定された避難場所・施設へ誘導する。

２ 応急教育計画

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（教育課）

（ア）市教委は災害時における教育活動に万全を期するため、下記事項に留意し、災

害発生時の対応、応急教育に関する対策について学校を指導及び支援する。

第３章 第 37節 飼養動物の保護対策

第３ 活動の内容

(2) 実施計画

イ 飼養動物の飼い主が実施する対策

（ア）飼養動物の飼い主は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48 年法律第 105

号）及び、動物の愛護及び管理に関する条例（平成 21 年長野県条例第 16 号）に

基づき、災害発生時においても、動物の健康及び安全を保持し適正に取扱うもの

とする。

第３章 第 38節 ボランティアの受入れ体制

第３ 活動の内容

１ 被災者のボランティアニーズの把握と受け入れ体制の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施対策（福祉課）

（新設）

第３章 第 40 節 災害救助法の適用

第 1 基本方針

市町村単位の被害が一定の基準以上かつ応急的な復旧を必要とする場合、災害救助法を

適用し、被災者の保護及び社会秩序の保全を図る。

災害対策基本法改正に

よる修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正

災害救助法改正による

修正
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災害救助法による救助は、県が実施する。ただし市長（本部長）は知事から委任され

た救助事務については知事の補助機関として実施する。

第３章 第 41 節 観光地の災害応急対策

第３ 活動の内容

１ 観光地での観光客の安全確保

(1) 実施計画

ア 市の実施対策（商工観光課）

（ア）観光地での災害時には、消防計画における救助・救急計画に基づき、上田警察

署、医療機関と連携して、観光客への的確かつ円滑な救助・救急活動を行うとと

もに、被害状況を早急に把握する。

（イ）消防機関は観光客の救助活動に当たり、県警察本部と活動区域及び人員配置の

調整について密接な連携を図り、現場の状況に対応する迅速かつ効率的な救助を

行う。

災害救助法による救助は、県が実施する。ただし市長（本部長）は知事から委任され

た救助事務については知事の補助機関として実施する。

第３章 第 41 節 観光地の災害応急対策

第３ 活動の内容

１ 観光地での観光客の安全確保

(1) 実施計画

ア 市の実施対策（商工観光課）

（ア）観光地での災害発生時には、消防計画における救助・救急計画に基づき、上田

警察署、医療機関と連携して、観光客への的確かつ円滑な救助・救急活動を行う

とともに、被害状況を早急に把握する。

（イ）消防機関は観光客の救助活動に当たり、県警察本部と活動区域及び人員配置の

調整について密接な連携を図り、現場の状況に対応する迅速かつ効率的な救助を

行う。

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第４章 第２節 迅速な現状復旧の進め方

第３ 活動の内容

１ 被災施設の復旧等

(2) 実施計画

ア 県、市及び公共機関の実施対策（全部等）

（ア）被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともにあ

らかじめ定めた物資、資材の調達計画、人材の広域相互応援計画等に関する計画

を活用して、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行う。

特に２次救急医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライ

ン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化する。

（イ）被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本としつつも、再度災害を防止す

る観点から可能な限り、改良復旧を行う。

（ウ）著しく異常かつ激甚な災害が発生し、緊急災害対策本部が設置された災害

（以下「特定大規模災害」という。）等を受けた地方公共団体又はその団体の長

から要請があり、かつ当該地方公共団体の工事の実施体制等の地域の実情を勘

案して円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行

に支障のない範囲で、当該地方公共団体又はその団体の長に代わって工事を行

うことができる権限代行制度により、被災地方公共団体に対する支援を行う。

(エ) 指定市以外の市町村が管理する指定区間外の国道、県道又は自らが管理する道

路と交通上密接である市町村道について、当該市町村から要請があり、かつ当

該市町村の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、当該市町村に代わって

自らが災害復旧等に関する工事を行うことが適当であると認められるときは、

その事務の遂行に支障のない範囲内で、当該工事を行うことができる権限代行

制度により、支援を行う。

（オ）大雨等に伴う地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所につい

て、二次災害防止の観点から、可能な限り、土砂災害防止対策を行う。

（カ）ライフライン交通・輸送等の事業者は、復旧に当たり可能な限りにおいて地区

ごとの復旧予定時期を明示して行う。

（キ）他の機関との連携を検討し、相互に事業を実施することが適当と認められるも

のについては、総合的な復旧事業の推進を図る。

（ク）被災地の状況、被害原因等を勘案し、再度災害の防止及び復旧事業の効果等具

体的に検討の上事業期間の短縮に努める。

（ケ）災害復旧事業に要する費用について、国、県の補助がある事業について被災施

設の復旧事業を行う者は、復旧事業の計画を速やかに作成する。

（コ）復旧事業に要する費用について、補助を受ける機関は、復旧事業費の申請額の

算出を行うとともに、決定を受けるための査定計画をたて、速やかに査定実施に

移すよう努める。

第４章 第２節 迅速な現状復旧の進め方

第３ 活動の内容

１ 被災施設の復旧等

(2) 実施計画

ア 市及び公共機関の実施対策（全部等）

（ア）被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともにあ

らかじめ定めた物資、資材の調達計画、人材の広域相互応援計画等に関する計画

を活用して、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行う。

特に三次救急医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライ

ン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化する。

（イ）被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本としつつも、再度災害を防止す

る観点から可能な限り、改良復旧を行う。

（新設）

（新設）

（ウ）大雨等に伴う地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所につい

て、二次災害防止の観点から、可能な限り、土砂災害防止対策を行う。

（エ）ライフライン交通・輸送等の事業者は、復旧に当たり可能な限りにおいて地区

ごとの復旧予定時期を明示して行う。

（オ）他の機関との連携を検討し、相互に事業を実施することが適当と認められるも

のについては、総合的な復旧事業の推進を図る。

（カ）被災地の状況、被害原因等を勘案し、再度災害の防止及び復旧事業の効果等具

体的に検討の上事業期間の短縮に努める。

（キ）災害復旧事業に要する費用について、国、県の補助がある事業について被災施

設の復旧事業を行う者は、復旧事業の計画を速やかに作成する。

（ク）復旧事業に要する費用について、補助を受ける機関は、復旧事業費の申請額の

算出を行うとともに、決定を受けるための査定計画をたて、速やかに査定実施に

移すよう努める。

国の防災基本計画に合

わせて修正
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（サ）緊急に査定を行う必要がある事業については、ただちに緊急査定が実施される

よう措置を講じ、復旧工事が迅速に行われるよう努める。

（シ）暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努

めるとともに復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。

３ 職員派遣

(1) 基本方針

災害復旧には迅速な対応が求められるが、その対応に当たり、市のみでは、人員の

確保が困難となる場合がある。

そのため、市は他の市町村や県に対し、災害の規模に応じ、職員の派遣要請等の

必要な措置をとる。職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策のため、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。

第４章 第５節 被災者等の生活再建等の支援

第１ 基本方針

災害を受けた地域住民の民生安定のため、住宅対策、被災者生活再建支援法の適用等各

般にわたる救済措置をとることにより生活の確保を図る。

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な

処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コミ

ュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細やかな支援を講じる必要が

ある。

さらに、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができる

よう、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うととも

に、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。

（ケ）緊急に査定を行う必要がある事業については、ただちに緊急査定が実施される

よう措置を講じ、復旧工事が迅速に行われるよう努める。

(コ)暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努

めるとともに復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。

３ 職員派遣

(1) 基本方針

災害復旧には迅速な対応が求められるが、その対応に当たり、市のみでは、人員の

確保が困難となる場合がある。

そのため、市は他の市町村や県に対し、災害の規模に応じ、職員の派遣要請等の

必要な措置をとる。

第４章 第５節 被災者等の生活再建等の支援

第１ 基本方針

災害を受けた地域住民の民生安定のため、住宅対策、被災者生活再建支援法の適用等各

般にわたる救済措置をとることにより生活の確保を図る。

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な

処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コミ

ュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細やかな支援を講じる必要が

ある。

国の防災基本計画に合

わせて修正
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新 旧 修正理由・備考

第１章 災害予防計画

第２節 鉄道施設・設備の整備・充実等

第３ 計画の内容

２ 鉄道施設周辺の安全の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（建設課）

大規模事故に対する鉄道施設の安全を確保するため、鉄道施設周辺における危険

箇所の把握、防災工事の実施等土砂災害対策を講じる。

イ 鉄道事業者が実施する計画

鉄道事業者は、植物等が鉄道施設に障害を及ぼし、又は及ぼすおそれがあ

る場合等には、所要の手続きを行った上で、伐採等を行うなど、鉄道の輸送の

安全確保に努める。

第１章 災害予防計画

第２節 鉄道施設・設備の整備・充実等

第３ 計画の内容

２ 鉄道施設周辺の安全の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（建設課）

大規模事故に対する鉄道施設の安全を確保するため、鉄道施設周辺における危険

箇所の把握、防災工事の実施等土砂災害対策を講じる。

（新設） 国の防災基本計画に合

わせて修正
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新 旧 修正理由・備考

第１章 第１節 雪害に強い市づくり

２ 道路交通の確保計画

(2) 実施計画

ア 県、市及び関係機関の実施計画（建設課）

（ウ）集中的な大雪に対しては、国〔国土交通省〕、地方公共団体及び高速道路事業

者は人命を最優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを

基本的な考え方として、車両の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、計画

的・予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作業に努める。

イ 市が実施する計画

（エ）市は、雪処理中の事故による死者を減らすため、地域コミュニティ単位の

共助による雪処理活動の仕組みづくりを推進する。また、住民が安全な除雪

作業を行えるよう、技術指導や講習会を行うとともに、事故の防止に役立つ

道具や装備品、これらの安全な使用方法等の普及の促進を図る。さらに、気

温が上がって雪が緩みやすくなった時など、事故が起こりやすいタイミング

に合わせて、安全対策の実施について注意喚起を図る。

第１章 第１節 雪害に強い市づくり

２ 道路交通の確保計画

(2) 実施計画

ア 県、市及び関係機関の実施計画（建設課）

（ウ）集中的な大雪に対しては、国〔国土交通省〕、地方公共団体及び高速道路事業者

は道路ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図ることを目的に、車両

の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、予防的な通行規制を行い、集中的な

除雪作業に努める。

イ 市が実施する計画

（新設）

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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第２章 第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

２ 住民の避難誘導等

(1) 基本方針

イ 道路管理者は、過去の車両の立ち往生や各地域の降雪の特性等を踏まえ、立ち往

生等の発生が懸念されるリスク箇所を予め把握し、計画的・予防的な通行規制区間

を設定する。

(2) 市の実施対策（総務課・建設課）

（ア）市は、積雪･降雪･融雪等の状況を勘案し避難が必要とされる場合には、適切な

避難誘導を実施する｡

（イ）略

（ウ）略

（エ）住民への避難指示等の伝達に当たっては市防災行政無線を始めとした効果的

かつ確実な伝達手段を複合的に活用し，対象地域の住民への迅速かつ的確な伝

達に努める。

第２章 第２節 除雪等の実施と災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 除雪等の活動

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策

（総務課・建設課・農林課・東御消防署）

（ア）市は、東御市除雪計画〔別紙〕の定めるところにより市道の除雪体制を整備し、

大雪時には道路交通を緊急に確保し道路機能の確保を図る｡

（イ）路上の障害物の除去･除雪について、必要に応じて消防機関等の協力を得て必

要な措置をとる｡

（ウ）冬期交通規制等の実施

（エ）住民に対して、居住地域内における生活道路の除雪を呼びかける｡

（オ）市は、家屋倒壊による被害を防止するため、住民に対し、屋根の雪下ろしを

督励するとともに、必要に応じ支援を行うよう努める。

第２章 第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

２ 住民の避難誘導等

(1) 基本方針

イ 道路管理者は、過去の車両の立ち往生や各地域の降雪の特性等を踏まえ、立ち往

生等の発生が懸念されるリスク箇所を予め把握し、予防的な通行規制区間を設定す

る。

(2) 市の実施対策（総務課・建設課）

（ア）市は、積雪･降雪･融雪等の状況を勘案し避難が必要とされる場合には、適切な

避難誘導を実施する｡

（イ）略

（ウ）略

（新設）

第２章 第２節 除雪等の実施と災害の防止活動

第３ 活動の内容

１ 除雪等の活動

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施対策

（総務課・建設課・農林課・東御消防署）

（ア）市は、東御市除雪計画〔別紙〕の定めるところにより市道の除雪体制を整備し、

大雪時には道路交通を緊急に確保し道路機能の確保を図る｡

（イ）路上の障害物の除去･除雪について、必要に応じて消防機関等の協力を得て必

要な措置をとる｡

（ウ）冬期交通規制等の実施

（エ）住民に対して、居住地域内における生活道路の除雪を呼びかける｡

（新設）

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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新 旧 修正理由・備考

第１章 災害予防計画

第１節 林野火災に強い地域づくり

第３ 計画の内容

１ 林野火災対策計画の確立

(1)～(2)（略）

２ 予防対策の実施

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（総務課・農林課・東御消防署）

市は、林野火災防止のため次の事業を行う。

（ア）～（イ）略

（ウ）山地防災ヘルパー、災害時等における協定締結者及び現地出張した職員等

による巡視

第１章 災害予防計画

第１節 林野火災に強い地域づくり

第３ 計画の内容

１ 林野火災消防計画の確立

(1)～(2)（略）

２ 予防対策の実施

(2) 実施計画

ア 市及び上田地域広域連合消防本部の実施計画（総務課・農林課・東御消防署）

市は、林野火災防止のため次の事業を行う。

（ア）～（イ）略

（ウ）森林保全巡視指導員及び森林保全推進員による巡視 巡視指導員の廃止によ

る修正



市地域防災計画 令和４年度修正新旧対照表 火山災害対策編

74

新 旧 修正理由・備考

第２章 第１節 火山災害に強い市づくり

第３ 計画の内容

１ 火山災害に強い市土づくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（キ）大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、火

山防災協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体と

の協力体制の構築に努めるとともに、他の地方公共団体との応援協定を締結す

るなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努め

る。

２ 火山災害に強いまちづくり

(2) 実施計画

（ウ）ライフライン施設等の機能の確保

a 上下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物

処理施設等のライフライン施設の火山災害に対する安全性の確保を図るととも

に、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。

（オ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑

に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員、住民個々の防災力の

向上を図る。

ｅ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど協力体制を構築し、

連携強化を進めることにより、迅速かつ効果的な応急対策等が行えるように努

める。

また、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、災害時の

連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意する。

第２章 第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

ア【市の実施計画】

（ア）市は、火山噴火等により、住民の生命、身体等に危険が生じるおそれのある場合

に、迅速かつ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成してお

第２章 第１節 火山災害に強い市づくり

第３ 計画の内容

１ 火山災害に強い市土づくり

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（全部等）

（新設）

２ 火山災害に強いまちづくり

(2) 実施計画

（ウ）ライフライン施設等の機能の確保

a 上下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライ

フライン施設や廃棄物処理施設の火山災害に対する安全性の確保を図るととも

に、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。

（オ）災害応急対策等への備え

ａ 次章以降に掲げる、災害が発生した場合の災害応急対策、災害復旧・復興を

迅速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員、住民

個々の防災力の向上を図る。

ｅ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど協力体制を構築し、

連携強化を進めることにより、迅速かつ効果的な応急対策等が行えるように努

める。

第２章 第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

（追加）

市は、火山噴火等により、住民の生命、身体等に危険が生じるおそれのある場合

に、迅速かつ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成してお

国の防災基本計画に合

わせて修正

県の地域防災計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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く必要がある。

（イ）市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよ

う、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広

域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施

されるよう運送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法

を含めた手順等を定めるよう努める。

（ウ）指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難及び広域一時滞

在の用にも供することについて定めるなど、広域避難者を受け入れることができる

施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。

第２章 第４節 活動体制計画

第１ 基本方針

災害発生時において、迅速かつ円滑な応急対策を実施するためには、事前の活動体制

の整備が重要となる。

このため、職員の非常参集体制の整備、防災関係組織の整備等災害時における活動体

制の整備を図る。

第２ 主な取り組み

１ 職員による配備活動体制の整備、災害時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急

活動マニュアル等の整備を推進する。

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公共団体の

研修制度・内容の充実、大学の防災に関する講座等との連携、専門家の知見の

活用等により、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の火山専門家等の意

見・支援を活用できるような仕組みを平常時から構築することに努める。

第２章 第９節 避難受入活動計画

５ 業務継続性の確保

(1) 現状及び課題

く必要がある。

高齢者、障がい者等の要配慮者を速やかに避難誘導するため、地域住民、自主防

災組織等の協力を得ながら、平常時よりこれらの者に関わる避難誘導体制の整備に

努める。

（新設）

（新設）

第２章 第４節 活動体制計画

第１ 基本方針

災害発生時において、迅速かつ円滑な応急対策を実施するためには、事前の活動体制

の整備が重要となる。

このため、職員の非常参集体制の整備、防災関係組織の整備等発災時における活動体

制の整備を図る。

第２ 主な取り組み

１ 職員による配備活動体制の整備、災害発生時に講ずべき対策等を体系的に整理した

応急活動マニュアル等の整備を推進する。

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（総務課）

（ウ）応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に

外部の火山専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努める。

第２章 第９節 避難受入活動計画

５ 業務継続性の確保

(1) 現状及び課題
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災害時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害時

に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制

と事後の対応力の強化を図る。

第３ 計画の内容

１ 避難計画の策定

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）避難計画の作成

ｈ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項

(a) 平常時における広報

○ ホームページ、SNS 等による周知

○ 広報紙、掲示板、パンフレット等の発行

○ 住民に対する巡回指導

○ 防災訓練等

(b) 災害時における広報

○ ホームページ、SNS 等による周知

○ 広報車による周知

○ 避難誘導員による現地広報

○ 住民組織を通じた広報

なお、市は、避難指示等を発令する際に、国又は県に必要な助言を求める

ことができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要

な準備を整えておく。

また、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合

等やむを得ないときは、「屋内安全確保」の安全措置をとるべきことにも留意

する。

イ 関係機関が実施する計画

（エ）指定行政機関及び指定地方行政機関は、市から避難指示等を発令する際の助言

を求められた場合は、その所掌事務に関して必要な助言を行う。

２ 指定緊急避難場所等の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域の人口、誘致

圏域、地形、災害に対する安全性及び想定される災害、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で災害の危険が

切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難

災害発生時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災

害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備

体制と事後の対応力の強化を図る。

第３ 計画の内容

１ 避難計画の策定

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）避難計画の作成

ｈ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項

(a) 平常時における広報

○ ホームページ、Twitter 等による周知

○ 広報紙、掲示板、パンフレット等の発行

○ 住民に対する巡回指導

○ 防災訓練等

(b) 災害時における広報

○ ホームページ、Twitter 等による周知

○ 広報車による周知

○ 避難誘導員による現地広報

○ 住民組織を通じた広報

なお、市は、避難指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることが

できるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要な準備

を整えておく。

また、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合

等やむを得ないときは、「屋内安全確保」の安全措置をとるべきことにも留意

する。

イ 関係機関が実施する計画

（エ）指定行政機関及び指定地方行政機関は、市から避難指示を行う際の助言を求め

られた場合は、その所掌事務に関して必要な助言を行うものとする。

２ 指定緊急避難場所等の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）市は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域の人口、誘致

圏域、地形、災害に対する安全性及び想定される災害の程度に応じ、その管理

者の同意を得た上で災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指

定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難所について、必要

県の地域防災計画に合

わせて修正

国の防災基本計画に合

わせて修正
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生活を送るために必要十分な指定避難所について、必要な数、規模の施設等を

あらかじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、住

民への周知徹底を図る。

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定

し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）指定避難所については、避難者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設で

あって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が

比較的容易な場所にあるものを指定する。

（イ）市町村は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障が

い者等の要配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所として指定避難所を指定

するよう努める。

（ウ）市は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっ

ては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、

災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体

制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り

確保されるものを指定する。

（エ）指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避

難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当

該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知

徹底するよう努める。

（オ）市は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくる

ことがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指

定する際に、受入れ対象者を特定して公示する。

（カ）市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事

前に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際

に福祉避難所へ直接避難することができるよう努める。

な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図る。

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、地域防災計画に

掲載する。

３ 指定避難所の確保

(2) 実施計画

ア 市の実施計画（関係課等）

（ア）指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設で

あって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が

比較的容易な場所にあるものを指定する。なお、主として要配慮者を滞在させ

ることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための

措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が相談等

の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させる

ために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する。また、指定緊急避

難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる

（移設）

（移設）

（移設）

（新設）

（新設）
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（キ）市は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育の場であることに

配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確認の

上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係

部局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（ク）市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避

難に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避

難場所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（ケ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、換気、照明、冷暖房等

避難生活の環境を良好に保つための設備の整備に努める。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止すること

を想定した設備に努める。

（コ）避難所の感染症対策については、第３章第１７節「保健衛生、感染症予防活

動」を踏まえ、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておく

とともに、感染者患者が発生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉

担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。

また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・

旅館等の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努める。

（サ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイ

レ、マット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式トイ

レ等非難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配慮する。

（シ）テレビ、携帯ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備を図

る。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行う。

（ス）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、携

帯トイレ、簡易トイレ、非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッ

ド等の簡易ベッド（以下「段ボールベッド等」という。）、パーティション、炊

き出し用具、毛布、マスク等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染

症を含む感染症対策に必要な物資等の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰガスな

どの常設に努める。備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子どもにも

配慮する。

（セ）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの

力等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立す

る。

（イ）市は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育の場であることに

配慮する。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確認の

上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係

部局や地域住民等の関係者と調整を図る。

（ウ）市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避

難に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避

難場所、指定避難所の相互提供等について協議しておく。

（エ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、換気、照明、暖房等避

難生活の環境を良好に保つための設備の整備に努める。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止すること

を想定した設備に努める。

また、避難所の感染症対策については「第 3章第 10節 保健衛生、感染症予

防活動」を踏まえ、感染症患者が発生した場合の対応やホテルや旅館等の活用

等、平常時から防災担当部局が連携し、検討するよう努める。

（新設）

（オ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイ

レ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空

調、洋式トイレ等非難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも

配慮する。

（カ）テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図

る。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うもの。

（キ）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄設備を確保し、食料、水、非

常用電源、常備薬、マスク、消毒液、炊き出し用具、毛布、マスク等避難生活

に必要な物資の備蓄に努める。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努める。

（ク）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの

力等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立す

る。

指定避難所内の一般のスペースでは、生活が困難な障がい者等の要配慮者の

ため、介護福祉施設、障がい者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努め
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なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープ

の設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努

める。

（ソ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難

行動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（タ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発さ

れる地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての条

件を満たすよう協力を求めていく。

（チ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和2年7月改定）、長野県避難所

TKBスタンダード等を参考として、各避難所の運営マニュアル等の整備に努め

る。

（ツ）マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な

知識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関す

る普及啓発に努める。

（テ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確

保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大

に努める。

（ト）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができ

るよう配慮する。

（ナ）安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所から指

定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方

法についてあらかじめ定めるよう努める。

（ニ）指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前

に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

（ヌ）市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確

保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。

第３章 第６節 避難受入及び情報提供

第１ 基本方針

火山災害発生時においては、爆発、火砕流、土石流が予想され地域住民の身体、生命に大

きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第１次的実施責任者であ

る市長が中心に計画作成をしておく。

る。

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープ

の設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努

める。

（ケ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難

行動要支援者の緊急受け入れ等について、支援協力体制の確立に努める。

（コ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発さ

れる地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての条

件を満たすよう協力を求めていく。

（サ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和 2年 7月改定）、長野県避難所

TKB スタンダード等を参考として、各避難所の運営マニュアル等の整備に努め

る。

（新設）

（シ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確

保や通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大

に努める。

（ス）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができ

るよう配慮する。

（セ）市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所

から指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び

移送方法についてあらかじめ定めるよう努める。

（新設）

（新設）

第３章 第６節 避難受入及び情報提供

第１ 基本方針

火山災害発生時においては、爆発、火砕流、土石流が予想され地域住民の身体、生命に大

きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第１次的実施責任者であ

る市長が中心に計画作成をしておく。
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その際、要配慮者についても十分考慮する。

特に市内には多くの要配慮者関連施設が土砂災害危険・注意・準用区域内に所在してい

るため、避難情報の伝達や、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっては、資料47

を参考にしこれらの施設に十分配慮する。

第２ 主な活動

１ 避難指示等を発令する際は、適切に避難情報を発令し、速やかにその内容を住民に

周知する。

第３ 活動の内容

１ 高齢者等避難、避難指示

(1) 基本方針

火山災害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められ

る場合には、住民に対し状況に応じて、避難指示等を発令し伝達する。

避難指示等を発令する者は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の

積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難指示等

を発令した場合は、速やかにその内容を住民に周知する。

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。

震災対策編 第3章 災害応急対策計画参照

第５章 第１節 避難対策

第３ 取組みの内容

１ 情報伝達体制の整備及び避難誘導体制の強化

(2) 実施計画

イ 市の実施対策（総務課）

市は、避難指示等の発令基準の設定、住民、登山者等への通報体制の整備、避

難誘導体制の整備、警戒区域の設定等を行う。

その際、要配慮者についても十分考慮する。

特に市内には多くの要配慮者関連施設が土砂災害危険・注意・準用区域内に所在してい

るため高齢者等避難の提供や、避難指示、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっ

ては、資料 47を参考にしこれらの施設に十分配慮する。

第２ 主な活動

１ 高齢者等避難の提供、避難指示の発令の実施者は適切にその実施を行い、速やかに

その内容を住民に周知する。

第３ 活動の内容

１ 高齢者等避難、避難指示

(1) 基本方針

火山災害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められ

る場合には、住民に対し状況に応じて、高齢者等避難を伝達、避難指示を行う。

高齢者等避難を伝達する者、避難指示を行う者は、関係機関相互に緊密な連携を図

りながら、地域住民の積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努める

とともに、高齢者等避難の伝達、避難指示を行った場合は、速やかにその内容を住民

に周知する。

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。

震災対策編 第 3章 災害応急対策計画参照

第５章 第１節 避難対策

第３ 取組みの内容

１ 情報伝達体制の整備及び避難誘導体制の強化

(2) 実施計画

イ 市の実施対策（総務課）

市は、避難指示の基準の設定、住民、登山者等への通報体制の整備、避難誘導

体制の整備、警戒区域の設定等を行う。

災害対策基本法の改正

を踏まえた修正

災害対策基本法の改正

を踏まえた修正
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新 旧 修正理由・備考

第３章 第７節 屋内退避、避難誘導等の防護活動

１ 屋内退避及び避難誘導

（２） 市長は、内閣総理大臣から屋内退避若しくは避難に関する指示があったとき、

又は原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言があるまでの

間において人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するた

め特に必要があると認めるときは、住民等に対する屋内退避又は避難の指示等の

措置を講ずる。

ア 屋内退避対象地域の住民に対して、自宅等の屋内に退避するなど、必要な指示

を行う。必要に応じてあらかじめ指定された施設以外の施設についても、災害に

対する安全性を確認し、かつ管理者の同意を得た上で、退避所又は避難所を開設

する。

イ 避難誘導に当たっては、要配慮者とその付添人の避難を優先する。

ウ 退避・避難のための立ち退きの指示等を行った場合は、警察、消防等と協力し、

住民等の退避・避難状況を的確に把握する。

エ 退避所又は避難所の開設に当たっては、退避所又は避難所ごとに避難者の早期

把握に努めるとともに、情報の伝達、食料、水等の配布等について避難者、住民、

自主防災組織等の協力を得て、円滑な運営管理を図る。

オ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において，原子力災害が発生し

た場合，住民等の被ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリスクの双方か

ら，住民等の生命・健康を守ることを最優先とする。具体的には，避難又は一時移

転を行う場合には，その過程又は避難先等における感染拡大を防ぐため，避難所等

における感染者とそれ以外の者との分離，人と人との距離の確保，マスクの着用，

手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

なお、「原子力災害対策指針（最新改定日令和 3年 7月 21日）」で示されてい
る屋内退避、避難等の措置について指標は次の表のとおり。

第３章 第９節 飲料水・飲食物の摂取制限等

３ 経口摂取による被ばく影響を防止するため、飲食物の摂取を制限する際の基準

（「原子力災害対策指針令和 3年 7月 21日」より）

第３章 第７節 屋内退避、避難誘導等の防護活動

１ 屋内退避及び避難誘導

（２） 市長は、内閣総理大臣から屋内退避若しくは避難に関する指示があったとき、

又は原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言があるまでの

間において人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するた

め特に必要があると認めるときは、住民等に対する屋内退避又は避難の勧告又は

指示の措置を講ずる。

ア 屋内退避対象地域の住民に対して、自宅等の屋内に退避するなど、必要な指示

を行う。必要に応じてあらかじめ指定された施設以外の施設についても、災害に

対する安全性を確認し、かつ管理者の同意を得た上で、退避所又は避難所を開設

する。

イ 避難誘導に当たっては、要配慮者とその付添人の避難を優先する。

ウ 退避・避難のための立ち退きの勧告又は指示を行った場合は、警察、消防等と

協力し、住民等の退避・避難状況を的確に把握する。

エ 退避所又は避難所の開設に当たっては、退避所又は避難所ごとに避難者の早期

把握に努めるとともに、情報の伝達、食料、水等の配布等について避難者、住民、

自主防災組織等の協力を得て、円滑な運営管理を図る。

（新設）

なお、「原子力災害対策指針（最新改定日令和 2年 10月 28日）」で示されてい
る屋内退避、避難等の措置について指標は次の表のとおり。

第３章 第９節 飲料水・飲食物の摂取制限等

３ 経口摂取による被ばく影響を防止するため、飲食物の摂取を制限する際の基準

（「原子力災害対策指針令和 2年 10月 28日」より）

国の防災基本計画に合

わせて修正

国の原子力災害対策指

針の改正に合わせて修

正

国の原子力災害対策指

針の改正に合わせて修

正

対 象 放射性ヨウ素

飲料水 ３００ベクレル／キログラム

牛乳・乳製品

野菜類（根菜・芋類を除く）、

穀類、肉、卵、魚、その他

２，０００ベクレル／キログラム

対 象 放射性ヨウ素

飲料水 ３００ベクレル／キログラム

牛乳・乳製品

野菜類（根菜・芋類を除く）、

穀類、肉、卵、魚、その他

２，０００ベクレル／キログラム
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第５章 核燃料物質等輸送事故災害への対応

１ 原子力事業者及び原子力事業者から核燃料物質等の運搬を委託された者の対応

運搬中に事故が発生した場合、次の措置を迅速かつ的確に行う。また、事故が発生

した場合に備え、事故時の応急措置、事故時対応組織の役割分担、携行する資機材等

を記載した運搬計画書、迅速に通報を行うために必要な非常時連絡表等を作成すると

ともに、運搬を行う際にはこれらの書類、必要な非常通信用資機材及び防災資機材を

携行する。

（１） 安全規制担当省庁、警察及び消防機関に対する迅速な報告・通報

（２） 消火、延焼防止

（３） 立入禁止区域の設定

（４） 避難のための警告

（５） 汚染の拡大防止及び除去

（６） 放射線の遮蔽

（７） 放射線障害を受けたおそれのある者等の救出及び避難支援等の応急の措置

第５章 核燃料物質等輸送事故災害への対応

１ 原子力事業者及び核燃料物質等の運搬を委託された者の対応

運搬中に事故が発生した場合、次の措置を迅速かつ的確に行う。また、事故が発生

した場合に備え、事故時の応急措置、事故時対応組織の役割分担、携行する資機材等

を記載した運搬計画書、迅速に通報を行うために必要な非常時連絡表等を作成すると

ともに、運搬を行う際にはこれらの書類、必要な非常通信用資機材及び防災資機材を

携行する。

（１） 安全規制担当省庁、警察及び消防機関に対する迅速な報告・通報

（２） 消火、延焼防止

（３） 立入禁止区域の設定

（４） 避難のための警告

（５） 汚染の拡大防止及び除去

（６） 放射線の遮蔽

（７） 放射線障害を受けたおそれのある者等の救出及び避難支援等の応急の措置

国の防災基本計画に合

わせて修正
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新 旧 修正理由・備考

資料 ３２ 指定緊急避難場所・指定避難所（広域避難施設） 資料 ３２ 指定緊急避難場所・指定避難所（広域避難施設）

ハザードマップ修正に伴

う災害種別ごとの避難場

所の変更及び名称等の訂

正

№ 名 称 住 所

指定緊急避難場所

指定避難所災害種別ごとの指定

地震 洪水 土砂災害

1 東御清翔高等学校 県 276 ○ ○ ○ ○

2 東部中学校 常田 300-2 ○ ○ ○ ○

3 田中小学校 県 71-2 ○ ○ ○ ○

4 田中保育園 田中 459-2 ○ － ○ ○

5 田中児童館 県 109 ○ － ○ ○

6 東部子育て支援センター 県 282-2 ○ ○ ○ ○

7 文化会館 常田 505-1 ○ ○ ○ ○

8 東部人権啓発センター 県 288-3 ○ ○ ○ ○

9 長野救命医療専門学校 田中 66-1 ○ － ○ ○

10 ゆうふる tanaka 田中 278-18 ○ － ○ ○

11 中央公民館 県 288-4 ○ ○ ○ ○

12 滋野小学校 滋野乙 2966-3 ○ ○ － ○

13 滋野保育園 滋野乙 2023-1 ○ － － ○

14 滋野児童館 滋野乙 507-7 ○ － － ○

15 滋野コミュニティーセンター 滋野乙 2962 ○ ○ ○ ○

16 祢津小学校 祢津 1009 ○ ○ ○ ○

17 祢津保育園 祢津 1262 ○ － － ○

18 祢津児童館 祢津 917-4 ○ － － ○

19 東御中央公園第一体育館 鞍掛 177-2 ○ ○ ○ ○

20 東御中央公園武道館 鞍掛 167 ○ ○ ○ ○

21 祢津公民館 祢津 917-4 ○ － － ○

22 和小学校 海善寺 1244-1 ○ ○ ○ ○

23 和保育園 和 8017-2 ○ － ○ ○

24 和児童館 和 7999-3 ○ － ○ ○

25 和コミュニティーセンター 和 2628 ○ － － ○

26 湯楽里館 和 3875 ○ ○ ○ ○

27 北御牧中学校 下之城 947 ○ ○ ○ ○

28 北御牧小学校 大日向 623 ○ － ○ ○

29 北御牧体育館 下之城 978-1 － ○ － ○

30 ふれあい体育館 下之城 962-3 ○ ○ － ○

31 青年研修センター 下之城 962-5 ○ ○ － ○

32 北御牧人権啓発センター 八重原 2813-1 ○ ○ ○ ○

33 北御牧保育園 大日向 102 ○ ○ － ○

34 北御牧公民館 大日向 337 ○ － － ○

35 みまき未来館 大日向 338-1 ○ － － ○

36 明神館 八重原 1806-1 ○ ○ ○ ○

37 御牧乃湯 布下 35-4 ○ － ○ ○

38 奈良原研修センター鴻夢館 新張 1931 ○

№ 名 称 住 所

指定緊急避難場所

指定避難所災害種別ごとの指定

地震 洪水 土砂災害

1 東御清翔高等学校 県 276 ○ ○ ○ ○

2 東部中学校 常田 300-2 ○ ○ ○ ○

3 田中小学校 県 71-2 ○ ○ ○ ○

4 田中保育園 田中 459-2 ○ － ○ ○

5 田中児童館 県 109 ○ － ○ ○

6 東部子育て支援センター 県 282-2 ○ ○ ○ ○

7 文化会館 常田 505-1 ○ ○ ○ ○

8 東部人権啓発センター 県 288-3 ○ ○ ○ ○

9 長野救命医療専門学校 田中 66-1 ○ － ○ ○

10 ゆうふる tanaka 田中 278-18 ○ － ○ ○

11 中央公民館 県 288-4 ○ ○ ○ ○

12 滋野小学校 滋野乙 2966-3 ○ ○ － ○

13 滋野保育園 滋野乙 2023-1 ○ － － ○

14 滋野児童館 滋野乙 507-7 ○ － － ○

15 滋野コミュニティーセンター 滋野乙 2962 ○ ○ ○ ○

16 祢津小学校 祢津 1009 ○ ○ ○ ○

17 祢津保育園 祢津 1262 ○ － － ○

18 祢津児童館 祢津 917-4 ○ － － ○

19 東御中央公園第一体育館 鞍掛 177-2 ○ ○ ○ ○

20 東御中央公園武道館 鞍掛 167 ○ ○ ○ ○

21 祢津公民館 祢津 917-4 ○ － － ○

22 和小学校 海善寺 1244-1 ○ ○ ○ ○

23 和保育園 和 8017-2 ○ － ○ ○

24 和児童館 海善寺 1070-1 ○ ○ － ○

25 和コミュニティーセンター 和 2628 ○ － － ○

26 湯楽里館 和 3875 ○ ○ ○ ○

27 北御牧中学校 下之城 947 ○ ○ ○ ○

28 北御牧小学校 大日向 623 ○ － ○ ○

29 北御牧体育館 下之城 978-1 － ○ － ○

30 ふれあい体育館 下之城 962-3 ○ ○ － ○

31 青年研修センター 下之城 962-5 ○ ○ － ○

32 北御牧人権啓発センター 八重原 2813-1 ○ ○ ○ ○

33 北御牧保育園 大日向 102 ○ ○ － ○

34 北御牧公民館 大日向 337 ○ － － ○

35 みまき未来館 大日向 338-1 ○ － － ○

36 明神館 八重原 1806-1 ○ ○ ○ ○

37 御牧乃湯 布下 35-4 ○ － ○ ○

38 奈良原研修センター鴻夢館 新張 1931 ○
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指定緊急避難場所・指定避難所（地区別避難場所） 指定緊急避難場所・指定避難所（地区別避難場所）

№
名 称 住 所

指定緊急避難場所

指定避難所
災害種別ごとの指定

地震 洪水 土砂災害

41 西入集会所 和 6710-2 ○ ○ ○ ○

42 東入集会所 和 6739-6 ○ ○ － ○

43 日向が丘公民館 海善寺 854-90 ○ ○ － ○

44 海善寺北公民館 海善寺 741-6 ○ ○ － ○

45 寺坂コミュニティーセンター 和 8333-65 ○ ○ ○ ○

46 県営日向が丘団地集会所(睦区) 海善寺 854-91 ○ ○ － ○

47 上八重原公民館 八重原 523-2 ○ ○ ○ ○

48 田楽平公民館 八重原 2-576 ○ ○ ○ ○

49 中八重原生活改善センター 八重原 1441-1 ○ ○ ○ ○

50 旧山崎公民館 八重原 1884-1 ○ ○ ○ ○

51 下八重原生活改善センター 八重原 2916-1 ○ ○ ○ ○

52 芸術むら公民館 八重原 3533-646 ○ ○ ○ ○

53 白樺公民館 八重原 3533-1110 ○ ○ ○ ○

54 切久保集落センター 下之城 779-6 ○ ○ － ○

55 本下之城集落センター 下之城 457-5 ○ ○ － ○

56 八反田公民館 下之城 625-9 ○ ○ － ○

57 田之尻公民館 下之城 324-5 ○ ○ － ○

58 宮公民館 下之城 110-1 ○ ○ － ○

59 生きがい交流センター（畔田区） 下之城 45-6 ○ ○ ○ ○

60 南部公民館 御牧原 730 ○ ○ ○ ○

61 北部区公民館 御牧原 1404-1 ○ ○ ○ ○

62 布下公民館 布下 315-1 ○ － ○ ○

63 常満団地集会所 布下 430-59 ○ ○ － ○

64 島川原農業生活改善施設 島川原 265 ○ － ○ ○

65 大日向集落センター 大日向 174 ○ ○ － ○

66 光ヶ丘集会所 大日向 440-21 ○ ○ ○ ○

67 羽毛山コミュニティーセンター 羽毛山 336-1 ○ － ○ ○

68 羽毛山団地集会所(牧ヶ原区) 羽毛山 717-1 ○ － ○ ○

№
名 称 住 所

指定緊急避難場所

指定避難所
災害種別ごとの指定

地震 洪水 土砂災害

41 西入集会所 和 6710-2 ○ ○ ○ ○

42 東入集会所 和 6739-6 ○ ○ － ○

43 日向が丘公民館 海善寺 854-90 ○ ○ － ○

44 海善寺北公民館 海善寺 741-6 ○ ○ － ○

45 寺坂コミュニティーセンター 和 8333-65 ○ ○ ○ ○

46 県営日向が丘団地集会所(睦区) 海善寺 854-91 ○ ○ － ○

47 上八重原公民館 八重原 523-2 ○ ○ ○ ○

48 田楽平公民館 八重原 2-576 ○ ○ ○ ○

49 中八重原生活改善センター 八重原 1441-1 ○ ○ ○ ○

50 旧山崎公民館 八重原 1884-1 ○ ○ ○ ○

51 下八重原生活改善センター 八重原 2916-1 ○ ○ ○ ○

52 芸術むら公民館 八重原 3533-646 ○ ○ ○ ○

53 白樺公民館 八重原 3533-1110 ○ ○ ○ ○

54 切久保集落センター 下之城 779-6 ○ ○ － ○

55 本下之城集落センター 下之城 457-5 ○ ○ 〇 ○

56 八反田公民館 下之城 625-9 ○ ○ － ○

57 田之尻公民館 下之城 324-5 ○ ○ － ○

58 宮公民館 下之城 110-1 ○ ○ － ○

59 生きがい交流センター（畔田区） 下之城 45-6 ○ ○ ○ ○

60 南部公民館 御牧原 730 ○ ○ ○ ○

61 北部区公民館 御牧原 1404-1 ○ ○ ○ ○

62 布下公民館 布下 315-1 ○ － ○ ○

63 常満団地集会所 布下 430-59 ○ ○ － ○

64 島川原農業生活改善施設 島川原 265 ○ － ○ ○

65 大日向集落センター 大日向 174 ○ ○ － ○

66 光ヶ丘集会所 大日向 440-21 ○ ○ ○ ○

67 羽毛山コミュニティーセンター 羽毛山 336-1 ○ － ○ ○

68 羽毛山団地集会所(牧ヶ原区) 羽毛山 717-1 ○ － ○ ○
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資料５２ 土砂災害のおそれのある区域に立地している要配慮者利用施設

※病院・診療所等の施設は有床に限る

資料５２ 土砂災害のおそれのある区域に立地している要配慮者利用施設

※病院・診療所等の施設は有床に限る

地 区 施 設 名 称 住 所 経 営 主 体 構造・階 電 話 番 号

田 中 ニチイケアセンターとうみ 加沢 1174-2 (株)ニチイ学館 Ｓ造・２ ６１－０１８０

〃 〃 海野保育園 本海野 575 (福)海野保育園 木造・２ ６２－２８００

滋 野 滋野小学校 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－０４０４

〃 〃 滋野児童クラブ１ 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－３３９９

〃 〃 滋野児童クラブ２ 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－３３９９

〃 〃 滋野保育園 滋野乙 2023-1 東御市 木造・１ ６３－６４６８

〃 〃 滋野児童館 滋野乙 507-7 東御市 木造・１ ６４－００２１

〃 〃 第１おひさまこども園 滋野 736-107 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 第２おひさまこども園 滋野 736-135 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 第３おひさまこども園 滋野 736-128 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 小規模多機能型居宅介護 ともがき 滋野乙 2465-5 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ ６４－６５４１

祢 津 祢津保育園 祢津 1262 東御市 木造・１ ６３－６８１６

〃 〃 祢津児童館 祢津 917-4 東御市 木造・１ ６２－５１７１

〃 〃

障がい者福祉サービス事業所

さんらいずホール

鞍掛 103-1 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ ６４－７２０１

〃 〃 東御市民病院 鞍掛 198 東御市 RC造・３ ６２－００５０

〃 〃 東御市立助産所とうみ 鞍掛 198 東御市 木造・２ ６２－０１６８

〃 〃 日日（是好日）館 新張 1089-2 (医)緑風会 木造・１ 080-5826-7121

和 デイサービスセンターリハビリ処 東御 和 2571 (NPO)住まいとリハビリ 木造・１ ６４－５１８５

〃 〃 小規模多機能型居宅介護 愛和園 海善寺 1100 (株)ライフサポート陽心 木造・１ ６３－６３３８

〃 〃 グループホーム 和 海善寺 1101-2 (株)ライフサポート陽心 木造・１ ７５－５６６３

〃 〃 有料老人ホームフリージア 海善寺 1101-1 (株)ライフサポート陽心 木造・２ ７５－９７７１

北御牧 デイサービスセンター あぜだ 下之城 21-4 (福)みまき福祉会 木造・１ ６７－１１６０

〃 〃 予防センター あぜだ 下之城 21-4 (福)みまき福祉会 木造・１ ６７－１１６０

〃 〃 北御牧保育園 大日向 102 東御市 木造・１ ６７－２０９３

〃 〃 北御牧子育て支援センター 大日向 338-1 東御市 S造・2 ６７－３６７６

〃 〃 北御牧児童館 大日向 338-1 東御市 Ｓ造・２ ６７－３６７６

〃 〃 北御牧児童クラブ 大日向 337 東御市 RC造・３ ６７－３６７６

〃 〃 特別養護老人ホームケアポートみまき 布下 6-1 (福)みまき福祉会 RC造・2 ６１－６００１

〃 〃 ユニバーサルワークセンターみまき 布下 6-1 (福)みまき福祉会 RC造・2 ６１－６００１

地 区 施 設 名 称 住 所 経 営 主 体 構造・階 電 話 番 号

田 中 ニチイケアセンターとうみ 加沢 1174-2 (株)ニチイ学館 Ｓ造・２ ６１－０１８０

〃 〃 海野保育園 本海野 575 (福)海野保育園 木造・２ ６２－２８００

滋 野 滋野小学校 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－０４０４

〃 〃 滋野児童クラブ１ 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－３３９９

〃 〃 滋野児童クラブ２ 滋野乙 2966-3 東御市 RC造・２ ６２－３３９９

〃 〃 滋野保育園 滋野乙 2023-1 東御市 木造・１ ６３－６４６８

〃 〃 滋野児童館 滋野乙 507-7 東御市 木造・１ ６４－００２１

〃 〃 第１おひさまこども園 滋野 736-107 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 第２おひさまこども園 滋野 736-135 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 第３おひさまこども園 滋野 736-128 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ ７５－０７２５

〃 〃 小規模多機能型居宅介護 ともがき 滋野乙 2465-5 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ ６４－６５４１

祢 津 祢津保育園 祢津 1262 東御市 木造・１ ６３－６８１６

〃 〃 祢津児童館 祢津 917-4 東御市 木造・１ ６２－５１７１

〃 〃

障がい者福祉サービス事業所

さんらいずホール

鞍掛 103-1 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ ６４－７２０１

〃 〃 東御市民病院 鞍掛 198 東御市 RC造・３ ６２－００５０

〃 〃 東御市立助産所とうみ 鞍掛 198 東御市 木造・２ ６２－０１６８

〃 〃 日日（是好日）館 新張 1089-2 (医)緑風会 木造・１ 080-5826-7121

和 和児童館 海善寺 1070-1 東御市 Ｓ造・１ ６４－３７０４

〃 〃 和児童クラブ２ 和 2628－1 東御市 木造・１ ６２－１０３０

〃 〃 和児童クラブ３ 和 2628－1 東御市 木造・１ ７１－７３７１

〃 〃 デイサービスセンターリハビリ処 東御 和 2571 (NPO)住まいとリハビリ 木造・１ ６４－５１８５

〃 〃 小規模多機能型居宅介護 愛和園 海善寺 1100 (株)ライフサポート陽心 木造・１ ６３－６３３８

〃 〃 グループホーム 和 海善寺 1101-2 (株)ライフサポート陽心 木造・１ ７５－５６６３

〃 〃 有料老人ホームフリージア 海善寺 1101-1 (株)ライフサポート陽心 木造・２ ７５－９７７１

北御牧 デイサービスセンター あぜだ 下之城 21-4 (福)みまき福祉会 木造・１ ６７－１１６０

〃 〃 予防センター あぜだ 下之城 21-4 (福)みまき福祉会 木造・１ ６７－１１６０

〃 〃 北御牧保育園 大日向 102 東御市 木造・１ ６７－２０９３

〃 〃 北御牧子育て支援センター 大日向 338-1 東御市 S造・2 ６７－３６７６

〃 〃 北御牧児童館 大日向 338-1 東御市 Ｓ造・２ ６７－３６７６

〃 〃 北御牧児童クラブ 大日向 337 東御市 RC造・３ ６７－３６７６

〃 〃 特別養護老人ホームケアポートみまき 布下 6-1 (福)みまき福祉会 RC造・2 ６１－６００１

〃 〃 ユニバーサルワークセンターみまき 布下 6-1 (福)みまき福祉会 RC造・2 ６１－６００１
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資料５３ 浸水のおそれのある区域に立地している要配慮者利用施設 資料５３ 浸水のおそれのある区域に立地している要配慮者利用施設

河川の変更及び追加

対象施設の追加及び名称

等変更

河川名※ 施 設 名 称 住 所 経 営 主 体 構造・階 想定浸水深 電 話 番 号

所沢川

求女川
東部子育て支援センター 県282-2 東御市 Ｓ造・２ 0.5m未満 ６４－５８１４

千曲川・

三分川他
田中小学校 県71-2 東御市 RC造・３ 0.5m～3m ６２－０００１

千曲川・

三分川他
田中児童クラブ１ 県71-2 東御市 RC造・３ 0.5m～3m ６２－５３００

三分川

求女川他
田中児童館 県109 東御市 S造・１ 0.5m未満 ６３－５９６８

三分川

求女川他
田中児童クラブ２ 県108 東御市 RC造・１ 0.5m未満 ６３－１１７０

千曲川・

所沢川
田中保育園 田中459-2 東御市 木造・１ 3～5m ６２－１６０２

所沢川 東部中学校 常田300-2 東御市 RC造・３ 0.5～3ｍ ６２－０１４５

求女川・

所沢川
東御清翔高等学校 県276 長野県 RC造・３ 0.5m未満 ６２－００１４

千曲川・

求女川
海野保育園 本海野575 (福)海野保育園 木造・２ 10～20m ６２－２８００

所沢川・

求女川
くるみ幼稚園 県373 (学)くるみ学園 S造・２ 0.5m未満 ７５－６１１３

所沢川・

求女川
東御記念セントラルクリニック 県165-1 (福)ちいさがた福祉会 RC造・４ 0.5～3ｍ ６２－１２３１

所沢川・

求女川他
小規模多機能型居住介護 和光 田中193-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5～3ｍ ６４－１２３４

所沢川

求女川他
宅幼老所 岩井屋 田中220 (NPO)普通の暮らしの研

究所
木造・２ 0.5m未満 ６４－１４３９

千曲川

求女川他
障がい者グループホーム 岩井屋館 田中37-3 (NPO)普通の暮らしの研

究所
木造・２ 0.5m未満 ６４－１４３９

所沢川

求女川他
グループホームリカバリー 田中221-3 (合)リカバリーアシスト 木造・２ 0.5m～3m ７５－８０７２

所沢川

求女川他
グループホーム 円居 田中234-2 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m未満 ６３－００２５

所沢川 ニチイケアセンターとうみ 加沢1174-2 (株)ニチイ学館 S造・２ 0.5～3m ６１－０１８０

所沢川 介護老人福祉施設 フォーレスト 常田2-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・２ 0.5～3ｍ ６４－７２００

所沢川 フォーレストデイサービスセンター 常田2-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・２ 0.5～3ｍ ６４－７２００

所沢川 グループホームフォーレスト 常田18-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m未満 ６４－７６６０

所沢川・

求女川
さんらいずホールらくどう 常田889-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m～3ｍ ６３－１２２０

所沢川・

求女川
障がい者就労継続支援施設 ダーチャ 常田889-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5～3ｍ ６２－０６８０

所沢川・

求女川
リハビリサロン 夢里逢 常田493-1 (株)アスカムライフ 木造・１ 0.5m未満 ８４－１５１８

西沢川 滋野保育園 滋野乙 2023-1 東御市 木造・１ 0.5～3ｍ ６３－６４６８

西沢川 滋野児童館 滋野乙 507-7 東御市 木造・１ 0.5～3ｍ ６４－００２１ 東御市

西沢川 小規模多機能型居宅介護 ともがき 滋野乙 2465-5 (福)ちいさがた福祉会 S造・１ 0.5～3ｍ ６４－６５４１ 東御市

大石沢川 多機能型就労支援 プラスモア 滋野乙 2465-5 (NPO)プラスモア 木造・１ 0.5～3ｍ ７１－５３２８

所沢川 放課後等デイサービス ワンズJ 鞍掛69-15 ワンズ株式会社 S造・２ 0.5m未満 ７５－５６６０

所沢川 放課後等デイサービス ワンズJ２ 鞍掛69-8 ワンズ株式会社 木造・２ 0.5m未満 ７５－０３７７

所沢川
障がい福祉サービス事業所

さんらいずホール
鞍掛103-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・１ 3～5ｍ ６４－７２０１

所沢川 東御市民病院 鞍掛198 東御市 RC造・３ 3～5ｍ ６２－００５０

所沢川 東御市立助産所とうみ 鞍掛198 東御市 木造・２ 0.5～3m ６２－０１６８

所沢川 祢津小学校 祢津1009 東御市 RC造・２ 0.5～3ｍ ６２－０２５４

所沢川 祢津児童クラブ 祢津1009 東御市 RC造・２ 0.5～3ｍ ６２－０２９１

河川名 施 設 名 称 住 所 経 営 主 体 構造・階 想定浸水深 電 話 番 号

所沢川

求女川他
東部子育て支援センター 県282-2 東御市 Ｓ造・２ 0.5m未満 ６４－５８１４

千曲川・

三分川他
田中小学校 県71-2 東御市 RC造・３ 0.5m～3m ６２－０００１

千曲川・

三分川他
田中児童クラブ１ 県71-2 東御市 RC造・３ 0.5m～3m ６２－５３００

三分川

求女川他
田中児童館 県109 東御市 S造・１ 0.5m未満 ６３－５９６８

三分川

求女川他
田中児童クラブ２ 県108 東御市 RC造・１ 0.5m未満 ６３－１１７０

千曲川・

所沢川
田中保育園 田中459-2 東御市 木造・１ 3～5m ６２－１６０２

所沢川 東部中学校 常田300-2 東御市 RC造・３ 0.5～3ｍ ６２－０１４５

求女川・

所沢川
東御清翔高等学校 県276 長野県 RC造・３ 0.5m未満 ６２－００１４

千曲川・

求女川
海野保育園 本海野575 (福)海野保育園 木造・２ 10～20m ６２－２８００

所沢川・

求女川
くるみ幼稚園 県373 (学)くるみ学園 S造・２ 0.5m未満 ７５－６１１３

所沢川・

求女川
東御記念セントラルクリニック 県165-1 (福)ちいさがた福祉会 RC造・４ 0.5～3ｍ ６２－１２３１

所沢川・

求女川
小規模多機能型居住介護 和光 田中193-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5～3ｍ ６４－１２３４

針ノ木川

求女川他
宅幼老所 岩井屋 田中220 (NPO)普通の暮らしの研

究所
木造・２ 0.5m未満 ６４－１４３９

針ノ木川

求女川他
障がい者グループホーム 岩井屋館 田中37-3 (NPO)普通の暮らしの研

究所
木造・２ 0.5m未満 ６４－１４３９

針ノ木川

求女川他
グループホームリカバリー 田中221-3 (合)リカバリーアシスト 木造・２ 0.5m～3m ７５－８０７２

針ノ木川

求女川他
グループホーム 円居 田中234-2 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m未満 ６３－００２５

所沢川 ニチイケアセンターとうみ 加沢1174-2 (株)ニチイ学館 S造・２ 0.5～3m ６１－０１８０

所沢川 介護老人福祉施設 フォーレスト 常田2-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・２ 0.5～3ｍ ６４－７２００

所沢川 フォーレストデイサービスセンター 常田2-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・２ 0.5～3ｍ ６４－７２００

所沢川 グループホームフォーレスト 常田18-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m未満 ６４－７６６０

所沢川・

求女川他
さんらいずホールらくどう 常田889-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m～3ｍ ６３－１２２０

所沢川・

求女川他
障がい者就労継続支援施設 ダーチャ 常田889-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・１ 0.5m未満 ６２－０６８０

所沢川・

求女川他
リハビリサロン 夢里逢 常田493-1 (株)アスカムライフ 木造・１ 0.5m未満 ８４－１５１８

西沢川 滋野保育園 滋野乙 2023-1 東御市 木造・１ 0.5～3ｍ ６３－６４６８

西沢川 滋野児童館 滋野乙 507-7 東御市 木造・１ 0.5～3ｍ ６４－００２１ 東御市

西沢川 小規模多機能型居宅介護 ともがき 滋野乙 2465-5 (福)ちいさがた福祉会 S造・１ 0.5～3ｍ ６４－６５４１ 東御市

新設

所沢川 放課後等デイサービス ワンズJ 鞍掛69-8 ワンズ株式会社 S造・２ 0.5m未満 ７５－０３７７

新設

所沢川
障がい福祉サービス事業所

さんらいずホール
鞍掛103-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・１ 3～5ｍ ６４－７２０１

所沢川 東御市民病院 鞍掛198 東御市 RC造・３ 3～5ｍ ６２－００５０

所沢川 東御市立助産所とうみ 鞍掛198 東御市 木造・２ 0.5～3m ６２－０１６８

求女川・

祢津東川
祢津小学校 祢津1009 東御市 RC造・２ 0.5～3ｍ ６２－０２５４

求女川・

祢津東川
祢津児童クラブ１ 祢津1009 東御市 RC造・２ 0.5～3ｍ ６２－０２９１
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求女川 祢津保育園 祢津1262 東御市 木造・１ 0.5m未満 ６３－６８１６

求女川 祢津児童館 祢津917-4 東御市 木造・１ 0.5m未満 ６２－５１７１

所沢川 祢津診療所 祢津343-2 (医)緑風会 RC造・２ 3～5ｍ ６２－０２７３

所沢川 くらら おやつ工房 祢津351-1 (福)ちいさがた福祉会 RC造・２ 3～5ｍ ６３－６６６０

所沢川
介護老人保健施設 ハーモニック東

部
祢津346-2 (医)緑風会 S造・２ 3～5ｍ ６１－０００８

所沢川
介護老人保健施設ハーモニック東部

メロディ東部棟
祢津346-1 (医)緑風会 S造・２ 3～5ｍ ６１－０００８

所沢川 グループホーム 御姫尊 祢津337-2 (医)緑風会 木造・１ 0.5～3m ６４－０２２２

所沢川 グループホーム 桃源郷 祢津337-2 (医)緑風会 木造・１ 0.5～3m ６４－６４５０

所沢川 ハートハウス VATER館 祢津343-2 (医)緑風会 S造・２ 0.5～3m ６１－０００８

所沢川
看護小規模多機能型居宅介護

ホーミーハウス
祢津332-2 (医)緑風会 木造・２ 0.5～3m ７１－６３７１

求女川・

所沢川
介護老人福祉施設 こころ 祢津1098-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・３ 0.5m未満 ６４－０５５６

求女川・

所沢川
デイサービスセンター こころ 祢津1098-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・３ 0.5m未満 ６４－０５５６

所沢川 おひさまこども園祢津 祢津1023-1 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ 0.5～3m ５５－７９１９

所沢川 おひさま児童クラブ 祢津1023-1 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ 0.5～3m ５５－７９１９

金原川 和保育園 和8017-2 東御市 木造・１ 0.5～3m ６３－６８１５

成沢川・

金原川
和児童館 和7999-3 東御市 木造・１ 0.5～3m ６４－３７０４

成沢川・

金原川
和児童クラブ１ 和7999-3 東御市 木造・１ 0.5～3m ６４－３７０４

成沢川・

金原川
和児童クラブ２ 和7999-3 東御市 木造・１ 0.5～3m ６４－３７０４

成沢川・

金原川

デイサービスセンターリハビリ処

東御
和2571 (NPO)住まいとリハビリ 木造・１ 0.5～3m ６４－５１８５

成沢川・

金原川
小規模多機能型居宅介護 愛和園 海善寺1100 (株)ライフサポート陽心 木造・１ 0.5m未満 ６３－６３３８

成沢川・

金原川
グループホーム 和 海善寺1101-2 (株)ライフサポート陽心 木造・１ 0.5m未満 ７５－５６６３

成沢川・

金原川
有料老人ホームフリージア 海善寺1101-1 (株)ライフサポート陽心 木造・２ 0.5m未満 ７５－９７７１

成沢川・

金原川
グループホーム やわらぎ 和 3198-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・２ 0.5m未満 ６３-６３４３

千曲川・

鹿曲川
北御牧小学校 大日向623 東御市 RC造・３ 5～10m ６７－２０２９

千曲川・

鹿曲川
北御牧子育て支援センター 大日向338-1 東御市 Ｓ造・２ 3～5m ６７－３６７６

千曲川・

鹿曲川
北御牧児童館 大日向338-1 東御市 Ｓ造・２ 3～5m ６７－３６７６

千曲川・

鹿曲川
北御牧児童クラブ 大日向337 東御市 RC造・３ 5～10ｍ ６７－３６７６

千曲川・

小相沢川

障がい福祉施設事業所 くらら島川

原
島川原290-1 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ 5～10ｍ ６７－１１２３

千曲川・

小相沢川
障がい福祉施設事業所 くらら布下 島川原290-11 (福)ちいさがた福祉会 木造・２ 5～10ｍ ６７－１１２３

千曲川・

小相沢川

特別養護老人ホーム

ケアポートみまき
布下6-1 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川

多機能型事業所ユニバーサルワーク

センターみまき
布下6-1 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ４０－９０２３

千曲川・

小相沢川
予防センター みまき 布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川
ショートステイ ケアポートみまき 布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川

認知症対策型共同生活介護

ほのぼのホーム
布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川
デイサービスセンター きたみまき 布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川 生活介護施設 ひまわりの丘 布下617-1 (NPO)ひまわりの丘 木造・１ 5～10m ７１－５４８１

求女川・

祢津東川
祢津児童クラブ２ 祢津917-4 東御市 RC造・２ 0.5～3ｍ ６２－０２５１

求女川・

祢津東川
祢津保育園 祢津1262 東御市 木造・１ 0.5m未満 ６３－６８１６

求女川・

祢津東川
祢津児童館 祢津917-4 東御市 木造・１ 0.5m未満 ６２－５１７１

所沢川 祢津診療所 祢津343-2 (医)緑風会 RC造・２ 0.5m未満 ６２－０２７３

所沢川 くらら おやつ工房 祢津351-1 (福)ちいさがた福祉会 SRC・２ 3～5ｍ ６３－６６６０

所沢川
介護老人保健施設 ハーモニック東

部
祢津346-2 (医)緑風会 S造・２ 3～5ｍ ６１－０００８

所沢川
介護老人保健施設ハーモニック東部

メロディ東部棟
祢津346-1 (医)緑風会 S造・２ 3～5ｍ ６１－０００８

所沢川 グループホーム 御姫尊 祢津337-2 (医)緑風会 木造・１ 3～5ｍ ６４－０２２２

所沢川 グループホーム 桃源郷 祢津337-2 (医)緑風会 木造・１ 0.5～3m ６４－６４５０

所沢川 ハートハウス VATER館 祢津343-2 (医)緑風会 S造・２ 0.5～3m ６１－０００８

所沢川
看護小規模多機能型居宅介護

ホーミーハウス
祢津332-2 (医)緑風会 木造・２ 0.5～3m ７１－６３７１

求女川・

所沢川他
介護老人福祉施設 こころ 祢津1098-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・３ 0.5m未満 ６４－０５５６

求女川・

所沢川他
デイサービスセンター こころ 祢津1098-1 (福)ちいさがた福祉会 S造・３ 0.5m未満 ６４－０５５６

求女川・

祢津東川
おひさまこども園祢津 祢津1023-1 (NPO)おもいやり乙女平 木造・１ 0.5～3m ５５－７９１９

新設

金原川 和保育園 和8017-2 東御市 木造・１ 0.5～3m ６３－６８１５

新設

新設

新設

成沢川
デイサービスセンターリハビリ処

東御
和2571 (NPO)住まいとリハビリ 木造・１ 0.5～3m ６４－５１８５

金原川・

西川
小規模多機能型居宅介護 愛和園 海善寺1100 (株)ライフサポート陽心 木造・１ 0.5m未満 ６３－６３３８

金原川・

西川
グループホーム 和 海善寺1101-2 (株)ライフサポート陽心 木造・１ 0.5m未満 ７５－５６６３

金原川・

西川
有料老人ホームフリージア 海善寺1101-1 (株)ライフサポート陽心 木造・２ 0.5m未満 ７５－９７７１

成沢川 グループホーム やわらぎ 和 3198-1 (福)ちいさがた福祉会 木造・２ 0.5m未満 ６３-６３４３

千曲川・

鹿曲川
北御牧小学校 大日向623 東御市 RC造・３ 5～10m ６７－２０２９

千曲川・

鹿曲川
北御牧子育て支援センター 大日向338-1 東御市 Ｓ造・２ 3～5m ６７－３６７６

千曲川・

鹿曲川
北御牧児童館 大日向338-1 東御市 Ｓ造・２ 3～5m ６７－３６７６

千曲川・

鹿曲川
北御牧児童クラブ 大日向337 東御市 RC造・３ 5～10ｍ ６７－３６７６

千曲川・

小相沢川

障がい福祉施設事業所 くらら島川

原
島川原290-1 (福)ちいさがた福祉会 Ｓ造・１ 5～10ｍ ６７－１１２３

千曲川・

小相沢川
障がい福祉施設事業所 くらら布下 島川原290-11 (福)ちいさがた福祉会 木造・２ 5～10ｍ ６７－１１２３

千曲川・

小相沢川

特別養護老人ホーム

ケアポートみまき
布下6-1 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川

多機能型事業所ユニバーサルワーク

センターみまき
布下6-1 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ４０－９０２３

千曲川・

小相沢川
予防センター みまき 布下6-1 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川
ショートステイ ケアポートみまき 布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川

認知症対策型共同生活介護

ほのぼのホーム
布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１

千曲川・

小相沢川
デイサービスセンター きたみまき 布下37 (福)みまき福祉会 RC造・２ 0.5～3m ６１－６００１
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※「求女川」は、「求女川・祢津東川」の略です

※病院・診療所等の施設は有床に限る ※病院・診療所等の施設は有床に限る

千曲川 生活介護施設 ひまわりの丘 布下617-1 (NPO)ひまわりの丘 木造・１ 5～10m ７１－５４８１


